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岐阜県暴力団排除条例

大野正博

l 暴力団の動向と対策

(1) 暴力団の定義

(2) 暴力団情勢

(3) 政府指針による誕JJI付制除と総JJHJ釧除条例の制定

2 岐阜県暴力|司封|除条例j星条

3 今後の課題

1.暴力団の動向と対策

(1) 暴力団の定義

総力団とは 誕力 UI I~ による司、吋な行為の防 I I.::'~; に|則する法1It第 2 条

第2ザにおいて その同体の拙l北U(そのl.tI体の椛l正日1体の椛}&:Uを合

む)が集問的に または常利的に採JJ的ィ、H、行為等を行うことを助長す

るおそれがある団体であると;ヒ淀j.Jけられている。また 桁定泌プJ1刊と

は ① 名目上の目的の如何を川わず 吋ぷMJJIlIの暴力団員が当該総

JJ Elfの威力を申JJIIして生JIの維持 財産の形成 または卒業の遂行のた

めの資金を得ることができるようにするため。、liぷ暴力団の威力をその

様JJ111 0に利用させ.または呈'1該暴力I.Jjの戚JJをその暴力団nが手IJ川す
ることを谷認することを尖~'t Icの11的とするものと忍められる こと。
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敵 rll. tL;~)走力団排除条例

② Ilil家公安委n会脱lJIlでJじめるところによりt):j主Lた当該総力l刊のl昨

部 (主要な総力 l司 1~ として 1'1家公安安u会胤lJIlで定める'!Q1'1に該当する

者)である暴力l司uの人数のうちに内める犯罪経歴保右者 ((a)総力的
(2) 

不法行為与 または羽r'}8 i;!に品L;とする:)I!に吋たる進法な行為を行い然釧

以上のWJに処せられた.(';.であって。その執行を終わり または執行を受

けることがなくなったけから起tlして 10年を経過しないもの (b)総力

的不法行為てす または知8市に脱山する山に叶たる.i.!If法な行為を行いii'IJ

金以下の刑に処せられた者であってI その執行を終わり。または執行を

受けることがなくなったけから起卸して5{j・を約過しないもの.(c)総

力的不法行為力J¥または第81;1に脱;とするJi!に当たる逃法な行為を行い

祭鋼以」のJfIJの万波しおよびそのJflJの執行桝チの言波しを受け 当該

執行始予の言波しをJIItりij'jされることなく、11ii主執行絹予のJUII:iJを経過し

た者であって 当該JflJに係るf削IJが雌;とした11から起詳して 10"loを経

過しないもの• (d)排}J的不法行為てi または第B草に規定する叫に当

たる進法な行為を行い:liJ金のJflJのIj'i!fiしおよびそのJfIJの執行稲予の5

i主しを受け 当該執行納 l'の了f放しを取りil'jされることなく当該執行柄

予のJUII::Jを経過したおであって 当該JjlJに係る裁判が国定した11から起

nして5"1ニを経過しないもの (e)総力的不法行為等!または第8";'1.に
規定する非に当たるiωよなれ1..¥を行いf:号制以lのJflJに係る有Jllの訂波し

を受け さi該てi渡しに係るJi!について.¥tl.赦H、第2条の大赦 またはII;Ji'l、
(3) 

自1'1;4条の特赦を受けたおであって 当該大赦 または特赦のあった11か

ら起nして 10"1ーを経過しないもの (f)誕}J的不法行為等 または第8
î;~' に規定する Jj!に当たる逃訟な行為を行いiiij{fi'JiJ.下の刑に係る有罪の訂

波しを受け 当該 il 践しに係る :)I!について.~.赦法第 2 粂の大赦， または

|司法第4条の特赦を受けた者であって 、'i;法大赦 または特赦のあった

円から起nして5"10を経過しないもの)の人数の比率 または当該誕7J
ElIの全暴力団uの人数のうちに占める犯罪経歴保布者の人数の比率が
総力団以外の集j.Jj一般におけるその集j.J 1の人数のうちに占める犯JJl経m~
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〈日f究ノー 1，>

保有者の人数の比中を超えることが雌ソーであるものとして政令で定める

集|刊の人数の18:分ごとに政令で定める比守.;(勺該医分ごとに川氏のq'か

ら11立に111111:したそれぞれの人数の集l司において その処l刊の人数のう

ちに 1 1，める犯:)j:経!炉 1~~ イ111の人数の比5干が吋談政令で定める比率以上と

なる昨本が 10}j分の l以 下となるものに限る)を超えるものである こ

と ③ 、JiJ主総JJl'ljを代表する者 またはその.illi'i;~' を立;配する地位にあ

る者の統制の nこ|祈 11'1 (J~ 1こ椛成されている 1 11体であることのいずれにも

談、liすると認める場合に その城力卜IIUが民間的に または叫判的に~t.，

JJ的不法行為172を行うことを助長するおそれが大きい誕JJI-JIとして自li道

府以公t-.:委U会が指定した1'11休をいう。つまり .MJJI刊Uによるィ、吋な

行為の防止さ手に|則する i-l;j ll~ 3 条は。域JJl.Hを指定するにあたっ ての~
51 (6) 

('1として第 lUの r:k'i't11 (I~ J 第 2U の 「犯Jll粍 11;\ (~~1i 11 のlt'f~J
f 71 

第 3 りの 「附^'1(J~hYil&: J の 3 つを胤7じ したのである 。

さらに。指定暴力Hf.i1!?r-とは 誕7JI11Uによる不吋な行為の防止と?に

|則する法111第4条において.指定説JJI.IIを除く採JJI-JIが。 I(a)勺J主総

JJI司を附!止する排JJI司の全部 または大部分が指定場JJ1，11であること

(b)吋;1主総JJrflの誕JJl.llnの全部 または大部分が指定M))I.IIの代ぷ11

~I~; であること (0)勺該暴力ト月を構成する総JJI-JIの令部 もLくは大市i

分が指定以JJI司 もしくはい) もしくは(0)のいずれかに.皆、11する域JJI刊

であり または、Iili生誕JJI'IIのMJJFllnの全部。もしくは大部分が指定総

力EH もしくは(川 もしくは(0)のいずれかにii主主11する誕JJFHの代ぷ布等

であることのいずれかに該当する暴力l刊であること 2 ;Y，II 1ーの11的

の如MをIIUわず ‘ti，i主総JJl'fIを椛成する J~JJFJL もしくは九法MJJI刊の

総力 l刊日が代J.<.fí' ~'i とな っている総JJI刊の制圧扶助を |χl り またはこれ

らの総JJl.IIの総JJl.IIUの活動を支緩することを:k'i't1の11的とするもの

と認められることのいずれにも該吋すると足。める場合lこ， n!;辺!日以公安

委U会が指定したI-Jj体であることを脱定している。つまり 指辺誠JJ卜11

jili介を指定するにあたっての安打として 第 lU の 「辿作体構成の~
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岐rll. l'，~)I，:)J I:II~JI'除染例

IS) 

fl:J. t/~ 2 ~; の i :Jd'tll(1'; O)'J:!f'l' Jの2つを規定したのである。

なお 株JJ川wとは M:;IJIlIの構成1.¥をいう o，uJI.nuによる不当な
行為の|出 1 1:~"i; に |則する法tl1第 2 条第 6 り ) 。

(2) 暴力団情勢

a¥':プ)IJf柿locU.およひ'i¥'片山北U等の数は 1955"1・代::1，g'iには 約 l8

万八を超えていたが 1992 '1日 3JJIII暴力1.111.¥による不、'iな行為の防

止等にi則するil、j11が施行され その彩併もあってか 1995"1には.そ

の数は約7万9.300人にまで部ち込んだ。その後 一時的にJ(l1))11に転じ

たものの白 2004'I'.g'iか'"j1iU'減少し始め 2013"1'-末現イ1:.約5Jj 8.600 
(9) 

人と。 jjij~r: に比べ約 4.600 人減少し 4 { I~ j!li続でI止少人数を!.lZl'frして
(10) 
いる。

また これらのうち.主袈 3団体(JiWI制l. f 1:，';会制川端l)におけ

る総JJI刊構成wおよび準防成U封一の数は.約4)j" 2.300人 ('I':MJJFn 
W!成U およ U'i\~Wlloc 1.¥等の72.2%)である。さらに 総JJI.HWiloc Uに

限定すれば約i万9.100人 (全総力Ftll昨成1.¥の約74.6%)であって

主~3 1干|体による以内状態が続いていることがわかる。

'"でもILi I J制iは 総力団悦成wおよび市¥iII!locU等の数は.~!; 27J 

5.700人で Ijij :{I~ (こ比べ。~!; 2.00日人減少してはいるものの 全総ブJ111 

HI!loc U および準椛IJJi:U与の数の約43.9%(うちI 構成11については

全M:;IJIlI榊 locU の*~)45.3%)を占めており イ氏然としてJ1 JI J剖lの掠力FlI

WI成U および準椛成U ~li;が一徳!l! "'している状態である。なお 11:"111' 

会は liij1fに比べ 約 1.100人減の約9.500人. fi古川会は. ，j1， 6∞人減

の約7.100人であった。
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〈研究ノート 〉

@ J 総力l司御成U.およひ'i¥t椛成J1等の)fl移 (2009年-20日"Io)

iy¥¥¥竺 2009 '1' 2010 '1ミ 2011年 2012'1' 2013'1' 
総数 (人) 8日900 78.600 70.300 63.200 58.600 

情l&:n 38.600 36.000 32.700 28.800 25.600 

主幹f昨l正 n~1 42.300 42.600 37.600 34.400 33.000 

lil体総数(人) 58.600 56.600 50.9∞ 45.800 42.300 
[IJI体の占める¥11リ合(%) 72.11 72.0 72.4 72.5 72.2 

件妓1;組織犯111対揖剖i棋力|百対焼却企l叫分析，1県r'1'1主2511の排)J'.litli勢1
2μをJLに11成。

図2 111山総}J性l一覧表 (21団体)

番号 t，帥 i戸たる'1'/;¥所の所在地 ft去する日 勢力範lill 間成llli ft粧

J、ft11 R附~Irt神 Jï dj置l互
臨'"出rli

l部III
的 l凶曲人 .， 

II!I J組 桂川目本町，1-3 -1 21{.f 41 ~I，~ 

2 陥川会
}/ü;r即時1~/~ -1~*

辛制 l'
!国;1 ili 

的3.3岨人 ⑩ 7・8-，1 li山

3 fl円台
uO;{都港区占駈

西LI i:正日j
I師 1jf1

的4.2凹人 @ 6 -'1 -21 11，付 15~，~ 

h代I1 N~!品Hl.Llt九州市
rfH ↑日 3 ~'~' 的560人 ⑨ じ出、f! 小fl.lt区神品lー1-)2 

3 地J;1.千?
仲純~，~i1j'純IliI一地

'/S水 il'i 以内 的520人 電惨2-['1-17 

/，ftll 
J;r rrr;府』江部rJiド京区

6 6 
~;ilt小鉄会

見L向揃川筋 1:ノ"上 馬場 JA白 l直 I1付 的2;0人
る(，ii屯町 176-1 

， 
正代11 11.:. ~.~叫 Jム川市市l支

~J'h~ 判 県内 的210人 @ J~政金 iti 大川町 18-10

8 lニft11 
山"叫下l則市竹崎町

金教惜 3 ~，\ 的 120人 ⑧ {t川一家 3 -13-6 

9 
間代11 鹿児品~，~'血児品山

1'1品~.{.~詰 ~， ~JJ.I 約iO人 義挙s小脳ー氷 '1'究・町9-1 
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自l)iJ;!.~，~暴力 111排除晶例

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

18 

19 

20 

21 

i叫ft" 岡山県笠削rli笠岡
filII 文HI 2比l fJl加入 ⑧ :草野綱l 615-11 

迫仁会
~iI品H，~久{W米'IIJ

小H f雪iti '1 V，~ 的630人 ⑮ )i¥町247-6 

ニftll -ffJIIM~'~U~rlj 
占n1事文 ~，\.内 *，印人 @ 四ねI{'; j話上町2-14-4

且霊会
千斑~I， ~îlilj;(市

単品 .iEJ川 211，~ ポ')2凹人o ，l'IM' 1343-8 

三代" }~}，引，H'，~)己 illrli 
世過盟 511， ~ " 130人。.快追合 山世町3025←!

j，ftf会 削岡山UJ!l1di大~1~
H山博 JI，W.j 約 160人 -争骨I:::}古川IU1314-1 

九ft11 k阪府大阪市西成区
占村 三!JJ 府内 的団人φ 同1修繕l A干c1・3-17 

極東金
東京問問品区困池袋

刊圭ft
l 耶 liu

*， 槌O人 @ 1 -29-5 13 ~，~ 

二ftll ム;阪府大阪ilii両成区
滝本陣可 府内 約 150人 ~ M!剥i III ~五 1 - 11 - 8

怯弟会
1ti点目;台東区西浅草

証野品開!
l師 lii!

約910人 ⑩ 2-9-8 8 ~l， ~ 

三代日 R，If，~J~，\市岡市博多 IK
金 YI純 ，1り，t キ~220人 ⑬ 品.iI，.rj.~~ -1代5-18-15 

出川附会
RM，tJ~，~大牟川ïli上n町

1'1 政治 1即5山 的290人 e 2-4-2 

宇F娘Ji 組織j~~)I!対策部品力 111対策謀企耐分析訓 『τ '-).此 25'1'の暴力IJII!i勢1
29 ITをJSにfHx:。
日 本衣の 「名称J.r主たる'11務所の所イI'J血j，r代表する./I'j，r勢力純1il1J， r拙
成11数j，r代紋jは 20日年末のものを示している。

出 20日 .<I' ~、における全誕力f.1 1構成 11数 (約 25，600 人) に r1îめる指定暴力開防成
n数 (約 24.7∞人)の比率は 96.5%である。
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<Wf究ノー 1，>

1~13 .::l己必 31f1体の誕:lJlfI桃l正H等の比蚊

¥¥  
2013句ぷの

2凹9 2010 2011 2012 2013 ';:I ~qt 全)，1))1，11111成

'1ぷ '1'.， "，.， '1' .， '1'.、 1M 減 11 ~1;に山める

川什

構成11 19，似)() 17.3曲 15.2曲 13.1曲 11.600 ー!日)()
六It11 
徴構成U~1i 17.'1凹 17.6冊 15.8曲 1'1.600 ].1.]∞ 一日刻。 43.9"t> 

1111 [融l {構成1145.3'¥，)
3GA冊 シi欽)() 31.000 27.7佃 25.7凹 -2α)() 

1{23ドE 1 

情岨11 G.I田 5筑)() 5.6凹 Eα)() '1.2田 -8田

fI: I守合 ?供情成11~'} 6.7田 6.i凹 6.1佃 5.5田 5.3田 -2凹
16.:r'" 
(柵成1116..1"，，)

，n 12.8曲 12.6曲 [ 1.7曲 10似)() 9，5∞ -1.1曲
情出11 4.7凹 4.5凹 J.()(泊 :1.700 :l.:l飢} -.1佃

揃Hl2ゐ Y杭情成 ll'.~ ，1.7曲 4“)() 1.100 3.8曲 3.8剖
12.00() 

。 (構成H12.9"，，) 
B汁 9.-1叩 9.1叩 8，1(渇 7.600 7，000 -600 

情成u 29.800 27.7叩 21.800 2時国 19.1叩 ー2.7田
31刊f事

帯情出W~ 28.以)() 28.900 26.1叩 21α)() 23.1冊 一制)()
η:.200 

合 .lt (構成1IN.60.，) 
.It 58，600 56.600 却到)() .1五紙)() ι】2誕)() -3筑)()

符務/1'組織j~ ， I ! 対革;';-1) -~品 JJI司対箭占企両分析..~ f'l'成 25{Iの誕JJI'lI情勢1
2nを J，~に n'lJi:

次 lこ • MJJ I，H ~~:JI!の検不状況等についてであるが. 2∞5 'q以降.M:
JJ rH構成 H の19tや人 t~ は減少傾向にあり 2013 "1においては，22.861 

人にまで減少している (liij'1比 1.278人減少 j品i、5'I'Jt : 2，871人減

少)0:Jllfo[i別にみると liij {Iに比べ i話%が 163人減少の 2.807人 窃

訟が324人減少の 2.470入 党問剤取締il、述Jx(1“接特例il、.isJxは合ま

ない)が I.101人減少の 6，0>15人と いずれも減少している なお 総

力問榊成n ~'干の検挙人Hのう ち。構成H は Ijíj'1ーに比べ 177人減少の

5，333人準構成H その他の川辺日は ILOI人減少の 17，528人であった。

また 泌JJI~I 構成 H て?の検挙 ('1 数は liij I，r:に比べ 5，139('1減少の

43.345刊であり :)f!純日IJにみると liij 11にltベ 窃慌が4，251('1減少の

18.354 ('1'， j:tiW剤取締法~反が 381 ni球少の 4，251('1であったが ;/1 
1肱については 45nWiJmの3，077('1であった。
jo i)!! 3 rlj体に係る4山f!の検小状況であるが。 20日4"1以降.総)JIMl 

( 61 ) 

朝
日
法
学
諸
民
都
問

i
Aハ
サ



自主 l ;!. ~.u品1J FJI掛除dh例

寺;の検挙人1~のうち 主要 3 間体の挺力目|構成n~'i; の占める捌合は約

8 :，Imでjll移しており 2013 "1ミにおいても. 18.268人と 79.9%を占めて
(]3) 

いる。

|刻4 )fIJ f};~日 ・判 別JflJ世、犯検挙人民において株7J凶構成μ等の検挙人

日が占める;liIJ合

;γ¥¥J15 2009 jド2010年 2011 "ド 2012 "ド 2013 "1' 
総検挙人民 415.076 3日9.998378.201 356.389 328.113 

うち総力1'!llIlil&:wrの検Jj主人民 26.503 25.686 26.269 24.139 22.861 

総力目H{1Jj.ι日与が占める割合 6.496 6.496 6.9% 6.896 7.096 

出 符摂IH訓練j~:)I!対策部暴力団対ríl::l型企阿分析 ;l~ r平成 25 .1 1 の~MJlilt，市勢』

20 nを t~に 11 成。

なお。 Jニ記の通り 近年の採力団fi'i勢は 暴力団椛!五日 およひ'il色構

成n等に一級集中状態にあり 捜査機関は 111口調lを耶実上支配してい
る弘道会 およびその参加組織に対する集中的な取締りを行ってしJZ。
図5王製31il体に係る犯!Jllの検挙状況

II¥¥J!と2009 '1' 20¥0 '1' 2011 '1' 2012'1' 2013 ，~ 
26.印3 25.686 26.269 24.139 22.861 

総力| 川l'lf成U~1;の検挙人民(人)
(6.776) (6.219) (5.982) (5.510) (5.333) 

14.208 13.728 13.808 12.566 11.308 
うち。1111こl最II

(3.217) (2.859) (2.755) (2.366) (2.325) 

3.632 3.369 3.770 3.411 3.708 うち 臼古会
(J.059) (997) (969) (964) (944) 

3.687 3.725 3.887 3.645 3.252 
うち.町I川会

0.079) 0.067) 0.059) 0.059) 0.0(4) 

21.527 20.822 21.465 19.622 18.2ω 
3日l体合計

(5.365) (4.923) (4.783) (4.389) (4.283) 

81.2 81.1 81.7 81.3 79.9 
全体に占める割合 (96)

(79.0) (79.2) (80.0) (79.7) (80.3) 

宇~r，H ì 組織犯:)1 \対策部 1M!日i対策課企醐分析J県 内'成 25"1の排力J.t1仙勢1
9nをJJEに刊 I&:。
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間6 行政命令の党IM'I散の推移

2∞911' 2010 jl' 2011 "1 2012 ;ド 201311' 
中11命令 2.119 2.130 2.064 1.823 1.747 

J1î~防止命令 65 85 93 81 62 

JI'l;J(:妨'，1;:防11命令 。 8 5 2 5 
Ifl心科目行為吟防止命令 9 

~JI一命令 30 8 1'1 12 2 

'IQr，所使!II制，，!命令 。 。27(1) 7 。
符吉:fIi' kU織犯山対策部誕JJ J.lI .t.i焼却世阿分析 I~~I! r '!~!正 25 .1 1 の場}J HI W~}J

25瓜をJSに11成。
1li弧内は 1佐川したII.i命令の「下政を外政で示している。事務所1直川制限に官、
る仮命令を党/1¥したところ 'J~J~析がj位去 さ れたことから 抽t[itlLたもので
ある.

(3) 政府指針による暴力団排除と暴力団排除条例の制定

採力団nによる不当な行為のド:}jl!:等に|則する法111は 11々 変化する採
力目l活動にイi効に対応するため 数度の改正をなしており これにより

規制を強化したことも 上記に示した通1) 暴力Ftlfilltιu およびj\~桃
1151 

liltn ~専の数を減少させた裂凶の l つであるといえよう 。 また それにf'i'

い.行政命令の発/1¥1'1数も. 2010 ;1'に若 r.J刊加lしたものの.その後
は 減少傾向にある。

しかし 総力トHにおいても 組織防術を11的として '1，き妓りを|誕lる

べく これまで以上に組総尖態を隠敵する励きを強化し 企業活動 ・政

治活動 ・tJ会述切Jを装うといった形で 総力団の名前を硲起きせずにィ、

法活動を行いI 場合によ っては合法的な経済活動すら行うなど.r不透
(6) 

IYJ化jを進め 資金鉱1弘前田~Jを巧妙化させている。

暴力1:Jii 1; [1))が 「不透明化jし 合法的な経済的別Jにまで介入してくる

と すれJ;:r，・1fは これまでのように総力トHとの関わりを1"1避するだけで

なく 取引関係から誕JJFRを排除するといった初制的な取り組みさえ

必要となってくる。 また。}己的弁護:1ーが指摘するように。総JJ I .HJ~ によ

( 63 ) 
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岐阜県総)JHIlJI除晶1刊

るイ不、当な行1為うの防 11止lt- t等t に |閃瑚する世法~f作11による対負鍛lは 「担法ミnリであるがゆ

えに絶大な効封扶4がはる反l而而. I時1，1時{年干代の変化』にこゴ1'1'.河しい、 刻々と変化する』採rt，.J刈J川l問H 

I泊市E即動リ由Jに対し ヨ柔:‘4柑IO止、 坤か、つ込述に対応できない側l而[師Hがイ1iイ拍!
(1，ω ) 

できない。そこで 2∞711'.6 JJ 19 ". ~ω11対策|州市会.日制i't"JI会Ij l 合せ

市立lとして. r企業が反fJ会(1';勢力による被:l?を防11ーするための指針』
を!日lらかにした。当該JIT$IにおいてはI 総力1.11等の泌JJ 威力と市欺的

手法を駆使 して経済的利椛を迫点するJllI-il例人を。 「反主l会fI(!勢力」

と総件したうえで 当該反トl会的勢力による被引を|抑止するための5つ

の器本1J;(1II1(①組織としての対応 ② 外部り1"1機|則との辿1m.③ 取引

を合めた一切の関係遮断。① イi!J Iにおける K'JI と}~I'JIの法的対比、 ⑤ 

裏取引や資金jitfJlの士号IJニ) とそのJl体的対応が示され.総JJFtlを脱出1Iす

るだけではなく 棋JJ川に利低を与える企業側に対しでも。 一定の働き

かけを行うことによって 経済前動から総JJIl1を訓除する動きが次第に

強まっていった。

1HL. r企業が反干|会的勢力による被討を肋11ーするための指針』は
(初)

一定の効~~はみられたものの桁~I であるがゆえに 仮に迎反したとし

てもji;illllはなく また.r企業が反u会的勢JJによる被引を防11'."るた
めのJR引jの対象は あくまでも企業であって。干l会全体にJUJけられた

ものではないという，O味で 限界が作品却 していたのも 'W:J~である 。 そ こ

で 総力l'IlUによ る不当な行為の防I1λ?に|則するil，llr.および 『企業が
反相会的勢力による被;さを防止するための指針』を補完しつつも i 十i会

全体から総力|刊を釧除するための手段として，条例を JII い ることが.:Ì~~1~

され始めた。つまり.これまでの fl史資機関内総JJI司J つまり r 7J 
VS 力 J の榊 I~Iか ら rifと民が協働したJ)~での「ト| 会全体 vs. ~力

FI1Jへと榊ihがパラダイムシフトされることになったのである。

訴力EJj捌除条例は 2009 1['.7 J1 1 11から施行されたflr.fm暴力1'11事

務所持のIJfJillZの紡Jlに|則する条例を皮切りに.201011'4)11 "に長崎

県総力FJI'If.務所~'i= の排除に附する条例 IJlil~山県Jt:.力ト11排除的動の111進

( 64) 
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に|則する条例 制[iiiJV，~誕 JJI.tl却|除条例と九州で相次いで条例が施行さ

れ.20日年 10)j1 11の ri'i'純WUJFtI担l除条例J. r ~ü;( r，r;総力1.11削除
(2'':!) 

条例」の施行において 令郎道府ll『しにおいて 排JJFII1JI除条例が施行さ

れるに至った。なお rli IIIJ村における総力HJ削除条例については 20日

年末までに 351任以 ( J'í'~ . ';~f峻秋川 111 ]~茨城 Itr.I.!ゾ崎 1 千

束神奈川 静|尚 7・¥11 1.イ I 川.布':;1'. 岐 tU . 愛知l ニ 抗滋r~ . J;( 

郁 J(.W. 1長良平11歌iJ1. tlJI1C ]:HJ<. 1刈山 1ムlゐ Illn 愛媛。 1113

知。 稲凶.佐賀民~，~i 熊本大分 'i~\lh，~f およひ'ï' l '純) 1)'1の全rlilllf.fJ

で制定されその1也の削lilll(.mの市町村においても 順次制定にli'Jけ
(23) 

た励きがみられる。

岐 l;lV，~，においても。，AlJJHIによる活動が1目先になされてきたことは

1也郎illl(.H';lと問機であり l岐 r ;l ~lrU~等に IJ える彩杯は iJとして小さいと

はいえない状況であったことから 岐阜県総JJFI11JI除条例が 2010イ|

12 )j 21日条例節目りと Lて制定され 2011年4)j 1 11 より施 ~i に

fEっている。

なお 暴力団日によるィ、吋な行為の防Ii'.~'i;に附する ~Hlt . あるいは|則

述する法律としての組織的な犯;)1'の処:r'l&ぴ犯;)Il収従のAIlililj"i'に附する

法iItき?と各都道I(n'，しが制定する条例とのl則係 あるいは各都jflJ(.f~'，~に

よって制定された以JJI羽釧除条例と各市町村で制定する条例との|則係を

如何に捉えるべきであるかが1m!Jflとなる。また 条例制定締について

は ① 広義の自治尖必にl則するものでなければならないとする限界と

② 法律に反しではならないとの限界が亦イ!する。特に ②については.

)M: H~ t:í'~ 94条が 「法iIrの純附l人jで」条例制定怖を必めていること およ

び地方自治法第 14条第 l引が 「普通j也11公共卜11休は il，令に逃反しな

い|取りにおいて第2条第2JJiの・jqJjにl則し 条例を制定することができ
12.';) 

る」が.lUl!!!としてうもげられよう。 しかし 「法令に19j;jミもしくは黙示の

祭 11.:規定がないIH!り.すでに法rltによる別制が定められている場合で

も 法rltの特別の委任なくして条例を制定」することは必ずしも不可能

( 65 ) 
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岐阜県.)tJJJ.J1排除条例

(2ti) 

ではない。

~~力 FHUによる不当な行為の防 I l々 J に I~Iする法11'-の H 的が. r禄力l刊
J~の行う泌}JiI~:J'.!求行為等について必姿な規制l を行い )}.，び誕力Ftlの対

立抗争;'j;によるTliWU，'jに対する危険を防11ーするために必裂なJ!?iJJを.:Nt
ずるとともに 誕1J11Hlの前助による被告の予防符に'ttするためのl疋1111

の公続的FII体の ltíi励を促進する .m. îi1 ~'i; を減ずることにより. diL(oi'.ii¥'の

安全と、1'f:1の{確保を|宮|り も っ て IÆ(の I~I 山 と柿ÆIJ を f~~泌すること 」 に

あるのに対し山l./i' ;'.W~ }J 1.I11JI除条例のn的は r "~ }J I.JI が ~J， k l~の生活

及びt l 会総消前田~)に介入し暴力及びこれを作j止とした 'tt令従事h，r;[l}jに

よ っ て LI，kl~ ~干に多大な約成を与えている状iltにかんがみ 総力!引の封l除

にl山L...基本羽!念を定め 故びに県及びV，kl~ ~~ の j'U:í5を IY J らかにすると

ともに 総力nlの排除に|則する恭本的胞策 l'f少{Iの健全な育成をl遅lる

ための知Î~I~ 総力 nIJ~ ~); に対する利経の供与の~ 11~. ~li: を定めることによ

り 総力Ftlの胡除を推進し もってU.k1疋の1z.:会でN.:1な生日を臨似し

1えぴ千l会経済活動の健全な発展に寄与すること」にあると胤;とされる。

何者の関係についてであるが主たる内科ïfJlにおいて.世 ftの .[t~唱はイf

紅するものの いずれも安全で平総な生活の飾品:にあることについては

I，;J-であり 両者は相反するものではない。よって 総力nwによる不
当な行為の防1.1:.~Ii に l則する法律と岐!;Hl， k 総力1'1 1排除条例は. +1111:に辿rriJJ

(27) 

L...巡川する|則I品にあるものといえよう。l日l締に。各自I，j{jl(.mで申IJ)とさ

れた総力同制除条例と名市町村で制定された誕力川知除条例の関係につ
128) 

いても. )，よ本的には |百H~と僻される。

.foJl々の論点はあるものの。本稿においては 特に岐l;lV，ki止力liliJI除条

例に|限定して 各条文につき 解説を加えることを"iI~とするものであ

る。

2 岐阜県暴力団排除条例逐条解説

岐!;J.L'，kにおいても 岐!;:.tJ，lrJ'Jにおける緋))111情勢から 従来よりも断

( 66 ) 
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み込んだj阜でのjOJI.II 割| 除対比、が~ボされており ， I:..iiliの辿り 岐lit山

総;IJ1JHJI除条例が2010"1'12 JJ 21 "条例第 511りとして制定され 2011 

"[o4 JJ 1 11よりこれが施行するにモっている。なお その後 2012"Io 

12 JJ 26 11 条例第97りとして改正がなされた。

制定~l! 1 1J については 排JJI州勢力が 「誕)JI.IげJI除公述の山まりや。

符療の取締りにより トl会から孤ましつつあり ! そのー }j で組織')~

1~ を 1\~.似し合法的な企業活動を装って一般十l 会へ進 1 1\するなど巧妙

な資金彼1~:'活動により勢力を紺持 L ， ...... ~， ~J).、Hニおいても 総JJ1.11がl則

わる可MIが相次いでおり 過去にはけんまえを他川した殺人・lげ|や対立抗

争"MIが先生してい 〔る〕。このようなMJJI刊による泌Iよれおや>ft令彼

1~::i!î動により tl，~l~の他企な ・jfJ'Ii'i動やff少"1の他令fi/.正など県民の'1'

1丹に干与しくjE23秤を及ぼしてい [る]情勢をWfまえ 掛JJHlの釧除に|叫

する施策を総合的に組定した条例を制定することにより tl，U~が一 体と

なって n!会対j"JJ!川 という認論を持ち. MJJ 1.11の釧除を推進し V，~ 

民の安全で平むな主主的とれ会経済活動の他令な1VJ~ を時保すること 」 が
1291 

必裂であるためとされている。

岐市民l排JJ1.11釧除条例は。 f;i己の梢1.Ii:で全25条 およびドHllljかり榊

成されており。 lλI存的には 制定以前の他の株JJ!.liiJI除条例制定過れに

おいて議"面された論.'.'.iを断まえながら 制定されるにでっていると目、わ

れる。

第 1j主総員Ij(第 1条~第 5条)

第2章暴力団の排除に関する基本的施策等 (第6条~第 12条)

第3章青少年の健全な育成を図るための措置(第 13条 ・第 14条)

第4章暴力団員等に対する利益の供与の禁止等(第15条ー第16条)

第5章暴力団員等が利益を受けることの禁止等 (第 17条)

第6章不動産の譲渡等をしようと する者の諦ずべき錯誼等 (第

18条 ・第 19条)

( 67) 
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舷 ';\.~\，~j~ }J rl\排除条例

第7fS.義務違反者に対する措置等(第20条~第22条)

第8章雑目1)(第23条)

第9tJ罰則(第24条第25条)

第 10宣附則

以下ではI 条文ごとに解説を)J11えることとする。

第 1章総買IJ

(目的)

第 1条 この条例は場力1'11が県民の生ilijJ.ft.. ひ'11 会経済的rr~Jに介入

L-. ~力及ひ'これを 1y1;(とした資金jll'1 ~1活動によ って県民等に多

大な約威を与えている状況にかんがみ。排}jFtIの排除に|則し 基

本PIl:'2:を定め 並びに11L及び県民等のj'W5をIVJらかにするととも

に 総力I.tlの訓除に|則するJL本的施策.7f少年の他会な打成を閃

るためのm'ìù~ 総力団w等に対する利般の日t'J の然 It. ~'iーを定める

ことにより i 誕力IJIの排除を推進し も っ て ~II~ Þ!:の 1i;令で干犯な

生日を陥似し.&び相会経済活動の他イ~な党以にtf15 f止することを

日的とする。

本条は. 自主 l;lV， l. .1~力IlHJI'除条例が .1t.:カ卜Hがl岐 l ;t~IIU~の生1E1 および

tl会続前市卸Jに介入することによ って 総力 あるいはこれを'1Iy;止とし

た資金位1午前rrwに基つ'き 岐阜県民等に多大な作成を与えている現状を
断まえ.HJ.(が一体となり 生活および11 会経済前rr~Jから総力 I.ij を排

除し r ~， l氏の安全で平砲な生活を確保し， 及びiJ 会経済活動の他会な

発版に寄与することjにあることが1:1的であることを示している。つま

り 従liil以uこ岐阜以民が 自主的にま止}j11lを折除するi市助に対して訂i
極的に取り制lむことにより 誕}jl刊による資金鋭利治団VJを縮小させるこ

( 68 ) 
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とに岐I;I.L'日以);1刊担|除条例のじJU!がおかれていることを意味するもので

ある。

なお 岐 I;H';~.~止 ); FN排除条例の 1-1 的に!照らし ここにいう 「県民」と

は 岐l;lV1t内にイt:flするおのほか岐阜県外からの辿助.r，-等岐阜県内
1301 

におけるi-:，;，u:-?iをも合むものと併され また 「比lJとは 岐阜県知事

部川 岐阜llL教育安11会岐阜県公~b..:安u会岐阜PELf咋集呼の執行機附

すべてをJHすと併される。

(定義)

第 2条この条例において 次の各りに剥げるJllJIfの意-&は.それ

ぞれ当J宣名 ~Jに定めるところによる。

(1) 採);1吋 訴);1吋Uによる不当な行為の防止等に|則するitdlt

( '1完成3{F i1;lIt第 77り。以 ド「法」という。)第2条第2サに

JJi.，江する訴);IJjをいう。

(2)誕);1.11ll 法第2条第6けに組定する'1，，1;1司μをいう。

(3) ~，， );I.Jl ll 咋

(4) LI IUI!: ~1; ~ll t民及び'J ~J，./'í'をいう 。

(5)排);I .Jj' J ~務所 総);聞の活動の拠点である施設又は施設の区

Illijされた百1，分をいう。

「暴力I.I!Jについては 総JJJ.Jll-lによる不当な行為の防止等に|則する

法tlt第2条第2~J'. r ~tà力 1 .11 l-lJについては.1，'Jtl，条第6りの;仁義が1)I 

川されている。また.r採1;J.Jl ll ~'りとは総力F1111 または暴力IJJl-l 

でなくなった"を起す1点とし 5{ドを経過していないおをいう。

「県民等」とは. ~.ll~ および'W~，./'íを 指し. 岐叩 P，L において生活者

としての県民 およひ'山~ I ;I， VIU人jでτlけとio'i!f'}jを 73 むヲJ fJ:.I'iをいう。

「総);1.11 ')rlhJ9i Jとは JL本的には.l!.¥); Etll-lによ る不当な行為の防

1 1二 等に|則する位、jlt~~ 15条第 l耳iJ1i孤JFきにおいて脱定されるit渓が引

川されている。ILlし 排);FJl ll による不当な行為の防止~，~:に |則する法fI争
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第 1 5 条第 i 別指弧J， I~ きにおいては 「暴力ド11の市助の拠点となっている

施設又は施設の|丘刊11された部分」と凱i.Iiされているが!本条において

は 「排ブ)111 の iM~}の拠 l立である施設又は施設の区画された部分」と規

定されているのは 岐阜県総力団排除条例 14条において!新たな事務

所のUH設を然止していることに!照らし将来の活動拠点をな@している

ためであると考えられる。なお 株力団の前動拠占となっていれば マ

ンション等のー庄が事務所とされるだけでなく白施設の区画された部屋
(32) 

等も合まれることになる。

(基本理念)

第3条総力聞の訓除は相会全体として 暴力団が県民の生活及

ぴ:11会経済活動に不当な影科を与える存在であることを認識した

よで 総力|引を恐れないこと。総力IIIに対して資金を提供しない

こと及び総力問を利川しないことを必本として ~J，~ 県民主'i;，I則

係機関及びl則係同体による机m:の辿批)}.ぴ協力の下に推進されな
Ijltばならない。

いわゆる 「総力FII追放 三ない述動」において示された 「総力団を恐

れないことJ.r排JJ1.11に対して資金を悦供しないことJ.r暴力聞を利川
しないこと」を基本邸念に成り込み.岐市L1，~ 岐以県民等 |則係機関

および|則係l珂体等の総力|司排除の担い手が 誕カ1]に対する認減を共に

し 一体となってi!Iljj~ .協力し 誕ブJIlI却|除に取り組むことを示したも
(お}

のである。なお 「総力1'11を利川しないこと」とは，威力 ・人以 ・金銭

等， ~I~力問組織に|則する一切のものを指すと併すべきであろう 。

「附係機|剥J. rl則係HI体Jとは たとえば。 「公椛財団法人岐以県暴力

泊放推進セ ンター」符が本げられる。

(県の資務)

第4条 りよは l iíj条に定める基本山念(以下 r~，!;本理念」 という 。 )

にのっとり白 ~I，U\':等の |品力を仰るとともに。法第 32 条の 3~ 1

(70 ) 
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J)1の脱;ヒにより公'b..~委μ会から岐阜以総}J jß政巡動JIIfj!!:センター

として指定を受けた者その他暴力日lの訓除のための活動にJ&り品l

む間体との辿Jm及び協力を|叫りながら 暴力FJIのJ)I'I設に|則する施

策を総合的に批准するものとする。

岐阜県総力 FH初除条例自~3 条における必本Pi!念に必づき。 j血 Mlrr 体

としての岐 l ;tVI~の :a坊を JVI らかにしたものであげ泌}J I吋 J~ による不当

な行為の防止等に|則するi:Ult抗32条のH';1 J)'iの脱記により岐1;1，県公

安委員会から指定を受けた 「公任i吋1.11法人岐I;tV，t.排}Jjs欣JII!進セン
叫日

夕ー J. および訴JJFII排除活動に取り掛lむその他の|刑事 ~;i; とjÆ郷 ・強力

を l刻りながら I 泌}J FH排除に l閲する総合的施策を JII!逃す る tf務を l~ い。

岐阜県が岐 1 ;J. tl;~.l~~'i; を牢づ | して暴力団J)I' I訟をなしていくことを示すもの

である。

(県民等の責務)

第5条 tlr~ l(は 基本Pi!念にのっとり MJJFJIの跡除のためのirfiiI!})

にi'IJ: (J~に かつ 相五に述1!~& び協))を l叫りながら取り組むよ

う努めるとともに 叫が尖施する総力FJIのj.)1除に|則する施策に協

力するよう努めるものとする。

2 'l~ ~住1，は JL本Pi!念にのっとり その行う 'lfJi ('lr Jiの準備を

合む。以ド101じ。)により暴力!羽を利することとならないように

するとともに 以が'Jf施する総力111の封|除に|則する施策に協JJす

るものとする。

3 tJ， ~l~等は.JL本耳11念にのっ とり MJJFlW とれ会的に)1'難され

るべき|則係を持つことがないよう努めるものとする。

朝
日
法
学
占
県
都
問

1

4 県民~"i; は jU)1刊の蛸除に資すると認められるfJi宇liを知lった | サ

ときは 1i t主的判iを V，~，へ提供するよう努めるものとする。

岐1己lIL誕ブ')1羽胡 除条例司~3 条におけるAL本思念に)，~づき 岐 ' ;l. t'，~l\Ç等

( 71 ) 
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のj.1t'務を脱?としている。岐阜県暴力同封1'1徐条例都3条において規定され

ているように 「相会全体として.総力111がM民の生活及び相会経済活

動に不当な1;;秤を守える存イiであることを認議Jしたうえで 暴力問排

除の似ぃTが相任に辿1m 協力し誕;JJ FI1排除に取り組むことが必要と

なるため 中に 「役'，I~IJ とするのではなく。あえて imJ1J としている

ことに住ぷすべきである。

まず 岐' ; l. ~'t ~l\:に対して 1 ;1 ， 岐阜県総力|司釧除条例都 3 条における基

本町念にのっとり 岐阜県が尖bもする暴力EtliJI除にl却する施策に協力す

るよう努}J義務の形式で組定されているが。事業者に対しては 事業者

が行う・i':~に対し 総力団を利してはならずI 岐阜県が災施する総力団

釧除に|則する施策に協力することを義務的にJJ!.jとしている。両者の逃い

は，・)fJU'i'に対し 岐阜P11民以上に-IJ会的なj'i'11のAさがあることをIy)
{却

舶に示すためであると与えられる。

次に岐 l ;lM l\: ~~ は 棋力 IJf只との|聞係においてね会的に訓告f~ され
(36) 

ることがないよう さらには総力団側除に対L，;(i益となる的報を得た

ときは. 、 Líi l主情報を岐 1;I.LI，~に対 L. 1)~供することを努力義務として規定

している。

第222 暴力団の排除に関する基本的施策等

(推進体制の整踊)

第6条 VI ~ は， 1聞係機|則及び関係同体と述1j~を l羽り 暴力l珂の排除

のための体制を経備するものとする。

2 1匂察特民は そのf'i:車内区域において 市町村7;'び関係団体と辿

Jjsを|火|り 暴力l羽の掛除のための体制1を~住備するものとする。

岐 ';H'，~は l則係機関 関係i刊体と辿mをl災lり また符察署長は 行轄
する|耳域において ili町村 関係団体と述携をl三lることにより!担当窓

11を設的するなど総力l羽排除を推進できる体制を雅備することが規定さ

(72 ) 
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れている。

(県の事務及び事業における措置)

第7条 P，L は。公J~ I:'J~その他の県の・]q:Íj又は ヲJ ~J，により総力団を

利することとならないよう.暴力|司u又は誕ブJrH)'o'しくは暴力l司

Jlと'吊抜な関係をイjする在をPAがX施する入札に参加させない等

の必裂な.minを講ずるものとする。
(3G1 

岐 l;l Ll， tがXhÍ!iする 「公J与 I~'Ji その他の 'J~務. ')iX:;Jが総力|司を利

することにならないよう 一定の必要的知 ij/l~ を講ずるように岐阜リμこ対

してJ，lu:nが定めりれている なお。岐巾 llAにおける公J~ r:'J~. その他の

'Jqjj ・ ' J ~J，から誕JJI.II を排除することについては すでに 2010年 5))
(371 

111 施行の岐 1;1. ~II~が行う契約からの総JJHl俳除に|則する H~ì世史梢が存在

するが岐 (;'. ~，\MJJ1.11排除条例において本条を規定することにより 条

例 1-.の似拠をワえるものである。

fl[ L. r総JJHW または誕JJ問 もししくは総JJFH只と?皆綾な関係
(38) 

をイiするI'iJであることに対し 疑義がある場合には 符祭に対して!!H

会することになろうがすべてのケースに対して 巡ー附会することは

下実上 小"1能であるといわざるを仰ない。そのため 宅J(]jij間会と契約

て?への排JJFlI t)1除条立lの導入といった'fi後t，'~ -ij'l: を制lみ合わせることに

よって イi対IJ{こ対比、していくことになろう。

(公の施設の使用における措置)

第8条 知']q'i しくは数行委1~ 会又は地方I'Iif1W (II({訓122'1 法律

第 67~;. ) お 244 条の

2 ~ 3J1'iに脱;とする111it: f'i; .eH者は. ~1， ~1'J {;~Îjll~ した公の施設が暴力

1.11の前助の川にfJlされると認めるときは 吋該公の施，没の使JIIを

~i : ufせず 又は 吋該公の施設の{土川の~y lJr を取りげjすことができ

る。

03 ) 
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岐山県地)JJ.lI排除条例

岐 I ;.qll ~知 'Ji" 自主 l ;lV，t教行委工i会 またはj也ブ'JI'I治法W，244条の2~:;m 
(39) 

3JJiに脱定する指定~rì:J~1[者は 岐阜県が設立tした公の施設が総力FIIによ

るiMIJJに使川される#4合には 当核施設に対しその1~JIJ ;11' "rを.fE1ff

し。 または ;t~: IIJした{土川をl血りmすことカZできる。
対象となる「公の施設」とは ));UIIJとして ヲJfljijに使JlLi1・uflllJi'Jを裂

するものであり たとえば術泊施設飲食施設 スポーツ施設.文化施

設 H飢施設斎場等ということになろう。これに対し 医療機l見l教

育研究機|則。入所他殺通所施設 1;1111利川施IEt.入場券利川施設泊

料迫Ji'i¥l平については.たとえ公の施設であったとしても。対象とすべき

ではない。

また， r総力 l羽の iMIJJのmに供される」 とは。ホール~，~;における~~ブJ

印組長の般:1'，jl，主総パーティー ー還j汗パーティ一等の1m仙.M力問主1mの

歌話ショー コンサート プロレス ・ 佑闘技~i~;の IJJJ rm ， 1U) 1]組長等の

調l非のIJH11時が挙げられ2。
(県民等に対する支援)

第9条 HAは，県民が組織する氏 11日の FJl体が I'I ~&的に rr う土井力 FW'Jf

務所のJ位去辺助その他の総力聞のIJI 除のための前ff~)を促進するた

め 的判iのlitIJtその他の必裂な支!l1を行うものとする。

2 H，Lは 総力川事務所の使川の，1'.11:めのJfj求 総力 |刊 U ~字によ

る 1~~1!の被~，I;.に係る訓告賠償のjJj求その他の総JJI ，Ij μ~;~;に対する

Ji'Jボに係る訴訟であって 法力問の排除に資するとJほめられるも

のを提起し 又は提起しようとする者に対 L，吋該;lJF ;Ì'í~に l則し

仙相iの従IJtその他の必要な支援を行うものとする。

3 HAは 前2Jl'[にiEめるもののほか 県民等によ る~/l. JJ I司の排

除のための活動に資するよう 県民等に対L，t，'/相iの提供その他

の必裂な文慢を行うものとする。

岐!;H'，~は 岐 ' ;lL'，~民によ って組織された民間).1 1体が総JJ I刊恨務所の撒

( 74 ) 
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去述jfijJキ'j;.~n}カト円釧除のための前倒Jを 'fJ~:Ìlliする場合には. MJJl.HUの.i査

当相.抹力I.IIM勢 !!'UJI刊との関係をj[断すーるためのノウハウに附する

的報を提供するなど。例別'Jr笑ごとに必要な文慢を行うことにより 、Ii

該所初Jをパッ 9アップするものである。

総力FHt.'I相iについては 符祭は厳絡に ~'ì:JlI!するj1t任をねっている反

而上記の通り 一定の場合には 部外へこれを悦供することにより

暴力l司による危'，1;.を|坊11し あるいは相会からMJJI.l/をJJI除するとい

う抗力1'11対策の本来の日的のために前川することも必1.2:であることか

ら 作郎道府県符祭においては 「総)JI.IJJJI 除呼のための ;~l~外への村i判i

t!t1JlについてJ(‘ド成 25il'12)) 191二l付け符祭庁内組合分発第35~;. 

丙剖l誕党第 13~).) に j，Lづき 総力開t.'i判iの外古I.JitlJtがなされている。

符擦の')q!i負担といったコストが一定限度生じるものの 相会全体とし

て総力FH排除に取り掛lむのであれば これまで以|ニに制極的に情報を提

供すべきであるように思われる。担L.J型作情報とのJr(ね介いと?には官l

立する必裂があり。刊í~Hを外部提供する場合には ぷりのないよう ti'(i屯

にこれを11)(1)扱う必1:..:があることは3うまでもない。そのうえで MJJ 

聞を掛除するためには 1ii '8 11古前日'i.:R ~'i; . Ü寸J~ ，訴訟を従起 L . "{/，力|刊に

対し打取を与えることが，)1常に心経であるため 岐!;H'r~ においては

暴力 l 却U ~~i; に対する rìN;J(:に係る訴訟を悦起するI'í (または 提起しよう

とする者)に対してはI これがスムーズに進むよう。 tt'i割iを拠lJlするも

のとしている。f!!し情報だけでなく.特別相談の尖施. f~~波対策。資

金援助といった級々な文援も必要であ げ今後. さらなる対応のili脱が

待たれるところである。

本条~2 J)'iにおける 「その他の暴力問 U~'i に対する日'1;Jとに係る訴訟」

の{日jとしては たとえば犯Jll行為に去らないね肢の様JJJ.HU等による行

為にJLづき 身体的 紛争l'的品l~g等が生じた場合の1Ji旬賠償JJj求 T1f が考

えられる。なお 岐叩 L'， ~.M }Jjs肱JJl:illiセンターは 2014{ド2))に総力

トJ1Hによる不当な行為の防11咋に|則する法jJtにおけるi画伯郎i丘Im'，l七ン

(75 ) 
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ターの認定を国家公安委員会より受けたため 同法第32条の4第 IJl'i

によLづき 「当該都道府県の区域内に在る指定総力FII等の'Ji.rf.所の使III
により付近f:t民等の生活の平総又は業務の遂行の之V'A.:1が;ヰされることを

防止す るための!Ji;f，を行う場合において 当該付近付 l~~~; で。 当該事務

所の仙川によりその生活の平総又は業務の遂行の三l'胞が泌訟に告されて

いることをJJIlUJとして当該事務所の使川及びこれに付随する行為の差11:

めの前求をしようとするものから委託を受けたときは 当該委託をした

者のために自己の名をもって。 基H~支部;J<に l則する- ïJJ の)!，A'ILI 又は赦判
(.I:J) 

外の行為をする縦IIJiを有する」ことが可能となった。

これら以外にも。岐!;1!I;~は 岐!;1~1，~民等による総力 1J1捌除のための活

動に資するような場合には 岐阜県民主?に対して 十月初の提供その他の

必要な支援がなされる。ここにいう 「その他の支援jとは.業界別のU)J

2 指導，あるいは以ー力団羽|除に対する知議の持及等の啓発活動などが

考えられよう。

(保護措置)

第 10条符察本部長は掛力聞の排除のための前即Jに取り組んだ

こと等により暴力団から危害を加えられるおそれがあると認めら

れる者に対し保護体制の護側i似波に必裂な資機材の行付けそ

の他の必裂な知世を講ずるものとする。

排ブJlil排除前動に取り組んだこと等により。岐 l;lV，~民がM7J仔|より調i

f担 ~Ii;の危3行為を加えられる可能性は否定できないため これを未然に

防11するため これまでも行われてきた保護的世を岐I;nl日総力問排除条

例」二 • IYJ憾に規定ものである。

なお 特にこれまでも福岡県を中心に発砲事1'1・ ~Ii;が多発しており こ

のような事1'1に対し 一定の保護姑iEを講じなければ!住民も航械的に

総力l可制l'除活動を実施することはできないことから 符察庁は これま

での 「総力l司による犯:)1'の被答者等に対する保護川町の徹底について

( 76 ) 
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(依命油述)J (lI(j利 63"r12)J 611付け符察庁乙刑党員31542 乙官発第

21 ~J '. 乙 f~~発第 20 ~) 乙交発第 15日 乙備発第 12~} ) を IjfJl し 「保

護対策~hÍJi:lt制 J (2011 "1'12)J 22 11付け件祭li乙II'J党第 II日二乙官

発給 18~) 乙'1:発第 11~)\乙交発第 11 -~~ 乙1幅発第 12り。乙的発第
(10 

IIサ)を制定することにより MJJ問削除活動に抗わるおに対する保

護対策の強化が|ヌ|られている。

本条における 「棋JJI.Nから14;t?を加えられるおそれがあると認められ

る-I'iJとは。採JJFtl削除i古動実施者以外に 総力IHが関与する犯罪被答

者 参与人• ~tJJI刊による不吋要求をm絶したお等が1l!jにされていると

11われる。また r f~ ~ ，漫H: ililJの整備」 とは 対象者に対する??，渡世当の

ff察行tf の配-ii/l~ 対象J守の1t}，'f~'i に対するパトロー Jレの強化等が考えら

れる。なお.rl与し謹lこ必要なrf機材」とは 代衣的には防犯ブザー等が
年えられるが近"1では GPS 付緊急j曲相(~主 ì(，~与も n付等の対象とな

るであろう。

(広報及び啓発)

第 11条 県は 11， ~ 1(".'pが総JJ FNの判|除のill~tl について理解を深

めることができるよう 以内における器力111の活動尖態等につい

てのPIL民符への川知1.以JJI."の初除のう託巡を限成するための集会

の川刊i{その他の広報i円 ~d)&び啓発前田h を行うものとする 。

岐 I;I.V， ~~~ JJI引制除条例都3条において規定されているように 「社会

全体として 泌}J I刊が~，tN:の生活&ぴ付会経済活動に不当な拶科を与え

る作イiーであることを;[2.泌JL_ a止JJI司排除活動に桁械的に取り組むため

には 岐 1;!. LI， ~h':等が掠}J FNを排除する こと の ifi~性を i:!i <理解するこ

とがi[(~であることはいうまでもない。 そ こで。岐山県は 岐阜県民等

に対し 岐';!.ll，tIJ'jにおける総力団の活動実態等について同知徹底し 棋

JJI.H排除の公辿を傾成するために 排力l司追欣岐!;l!l.tl(大会等の集会を

さらに i;f，t' 1 化 しまた広報ii~.[~) .作発前動のI而においても これまで以
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(.，ω 
上に杭締的に~施することを明確化したものである。

(市町村への協力)

第 12条 県は.市町村において j也成の災tl'iに応じた暴力聞の排

除のための施策が講じられるよう!情報の提供.技術的助言その

他の必~な協力を行うものとする。

MJJI.H捌除iM~)の必裂で|ーは り，Lレヴェルのみならず 市町村レヴェル

においても変わるところはなく I むしろ岐阜県民により近い存在の地方

公共1'11体である市町村が来たす役訓は大きいといえよう。そのため 岐

l;lV，~は. J血l!J(の;JftNに応じた J~による総力 l封釧除活動の施策をïIï町村が

スムーズにr;jV{.じられるよう。 iiij条までに規定されている的報提fJ¥.技術

的11))，3 ~"~; 必要な協力を行う'i'i'務を鋭定したものである。

なお 「技術的助fi"Jとは 市町村レヴェルでの暴力団羽|除条例の伽l

;包行政対象総力の剖| 除方法等に対 L. 自主 _1 ;1~1;~が必袈なU)J言を行うこと

をいい!また.rその他必要な協力Jとは 岐阜 ~Ir~が各市町村に対し

品止力卜H排除対策に|則する位当者与に対し 講習l会 ・研修会~~;を尖施する

ことをな味するものである。

第3章 青少年の健全な育成を図るための措置

(青少年に対する指導)

第13条 -t'í'少年の育成に jj~わる者は す少年が暴力聞の釧除の重

弘j切をttJ世し暴力i到に加入せず 及び土井カlす|による犯:mの被告
を受けないよう 地域破滅等において。青少年に対し 指導

助nその他の適切な.t.'1-1u~ を講ずるよう努めるものとする。

市少年がメディア等を通じ暴力 1'11に対し強い1~杯を受け総力

11IUと接触するといった現状に鑑み 学校等の地I攻守j会を中心として背

少イドの育成にjj!)わる者 (教諭 ・教育委U会 PTA.少年将然ポランテイ

( 78 ) 
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ア (少"rlllii!7U 少年指導委W.l'f少年の鹿川者岐阜 ~II~~娯等 )

が 誕JJI.Hに対するぶった認識を払拭することにより.採プJ聞を持1'1珠す

ることが如何に Îr(~なことであるか また暴力問に力11人しない あるい

は誕JJI刊による犯;m被告等に巻き込まれないよう指導助計 その他
適切な l:~.in を ii昨ずる努力義務を負っている こ とを定めている。

4<条における rI'j"少"1'.Jについては 特に定義付けはなされていない
が。他都県の総力1'11排除条例では 18政未満の者との定義付けがなさ

れており 岐I;!.ljμ止JJI1H!I'除条例においても。同級と併される。

(暴力団事務所の開設及び運営の禁止)

第 14条 泌JJI吋事務所は 次に拘げる施設の敷地の問凶 200メー

トルの区域内においては これを開設し 又は巡位しではなら

ない。

(1) ，''f校教育法 (JI({和 22年法律第26号)第 I条に脱定する午校

(大学を除く 。 ) 又はいl法第 1 24 条に規定する .1，1j修学校 (山等 ;{~

444をi世くものにlUiる。)

(2) 川市街制倍、 (Il({利 2211:法律第 164一り)第7条第 1mに規定

する 9~)'i'(柿ヰtI施設又は同法第 1 2 条第 Ul'iに規定する 児 .，.ìr.tll談

J9i 

( 3 ) 干 l 会教fi法 ( JI {{和例年法律~~207 -~~. ) 第 2 1 条に組〉とする公

"(町1

(4) 1ヌ13航法 (llfi布125:，q::法律第 118号)tii 2条約 1:耳lに規定す

る|誕lJF向I

(5) I~物館法 (II{{布126'1'.法律第 285号)第2条第 1mに規定す

る博物館又は!司法第29条に規定する博物館に相当する施設

(6) r.北'l'IHfrW(JI!l和 22"1ミ法律第 59号);ji 2条第 1mに規定する

家出l主判所

(7) 少年院位、(1I(i刷123'1'法律第 169号)第 16条に胤定する少年

( 79 ) 
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鑑別所

(8) 吏生保説法 (平成 19年法fドm88 ~} ) 知 29 条に鋭定する似

護観察I肝

(9) 前各-'，jに掲げるもののほか 特にその周辺における背少年の

健全な育成を凶るための良好な環境を保全する必要がある施設

として公安安u会脱WIで定めるもの
2 前lJ'{の規定は.この条例の施行の際JJ[に迎'}g'されている総力問

事務所及びこの条例の施行後にIJfJ殺された総力団事務所であって

その開設後に阿別名りに仰げるいずれかの施設が設-iuされたこと

により1"1Jj'{に胤iE-jる区域内において>s'i止されることとなったも

のについては。 i血JlIしない。ただしある総力団のものとして述

営されていたこれらの暴力州事務所が他の総力開のものとして開

設され 又は巡'此された場合は この間りでない。

青少年健全育成の比j血から。学校等の敷地よりml凶200メートルの区

域内においては，~t1J 問 、If務所の 1m設 >s引を然止するものである。本

条第1項第l号から第9~J-に JlJげられている 1思議対象施設は 風俗営業

等の規制及び業務のji1iJI化等に|則する法律第28条第 1項i 岐阜県胤俗

営業等取締法施行条例宮内3条第1jMl'; 3けをJ"唱に選定されたものと考

えられる。

なお 稲岡県総力I，H排除条例節目糸の解説によれば， r暴対法第 15
条では 対立抗争11年における一定期間の総力同事務所の位川制限を胤定

しているが， J県訂すればI 付近fH~の安全雌1~~の観点からの規制lはその

程度にとどまっており 稲|同県内の総力問事務所が他府県のそれら以上

に危険な有"(:Eであるといった事怖がない限り 安全確保という 1，;1じ円的

で 法律を超える規制を条例で設けることは困難である。そこで治LIし

たのが暴力団事務所の汗少年に与える恐影秤である。暴力1]事務所の

存在が当たりijiiといった環境でw少年が成長することになれば総力問

( 80 ) 
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が反主l 会 (J~な集問であるとの認品ももてないし 将来総力団に加入する

おそれも日くなり 採JJI.N胡除の大きな支|取となる。そこで付近iU"

の安全確保ではなく ff少イlの他全なfi成を|刈るという目的で u少年

が多数集まるような縮技の川辺における総力l羽事務所の開設等を禁止す

ることとしたものである」とされており.r ii'L..:の安全確保」から r ，'I" 
少年の健全育成」に1Jlllを変えて アプローチしていることが笈える

が。この点は.4>:条もI，;J級のllli行であろう。

4'条第l羽に.isJ.えして llJJI刊'Ji.務所をIJt.J;m:L. または述1~\' したすf対

しては 岐阜県城JJI付制除条例第24条により 1 'q;.以 Fの懲役 また

は50万円以下の;iiJ金に処せられる。

rl創設」とは r llJJl.Nの前副J拠，1，1.1'として施s没を新たに機能させ始める

こと」をいい また 「迎';;¥'Jとは 「継続的に機能させること」を意味

するものである。

また 本条第2耳lの脱広は I岐 ';I'~l~場 JJI司釧除条例制定以前からl旺イI

する総力団事務所 あるいは本条第 1J)'iにJIjげられている施設が後11

暴力問事務所近隣にilit1rt.されたことにより 品川JIJ也J車内に存在する結来

となり 逃法とされる排JJI.N'JLIJ，所に対しては 本条第 l項の適用がな

いことを示すものである。これは 胤俗刊染物の脱市IJ及び業務の適正化

'::'~;に|則する法律第 28 条第 3 Jj'[が.r第 1J)'iの胤ど又はli.jJj'iの規定に必つ'
く条(91)の規定は これらの胤山の施行又は迎川の陪¥JJ!.に第 27条約 1J)'i

のJmlB.':: を提出して J，li ~iIì刷1')胤 1評判 殊，.;~. ~~を 'F~' んでいる者の当該市制i i\'i

l'i' )~l俗特殊営業については 迎J1JLない」とする既得権条項と問機に

本来的には既干fの誕JJI'N') i，fJ， fj)iであったとしても規i/il)対象とすべきでは

あるが本条第 l引をi車川すれば必裂なflIiti(~'i; をなさない I~，り 子Iし

く財産織を侵害する可能1'1がIfJJいことから 本条第2耳iを設けることと

したものである。なお 本条第 2Jj'[fIh':'における 「ある暴力団のものと

して迩営されていたこれらの採JJ問事務所が他の場}J団のものとして開

設され又は述営された場合は この|取りでない」とは前暴力団事務

( 8 J ) 
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Niから これとは見なった系列の後暴力111')>務所に変わった場合 施設

1'1体は 排力IlI')[務所として継続して存在していることになるため 本

条第2lJi本文をj直川せざるを仰なくなることを!日l避するために 規定限
(初}

;江がなされたものであると解すべきであろう。

第4章 暴力団長等に対する利益の供与の禁止等

(利益の供与の禁止)

第 15条 !J~)位.r，は その行う事業に|則し 排ブmlJl~事又は暴力団

U ~'i;が指定した者に対し 次に掲げる行為をしてはならない。

(1)排}JFljの威力を利川する目的で 金品その他の財産上の利

維の供与 (以 fr平1)維の供与」という。)をすること。
(2)誕}JF11の威力を利JIlしたことに|則し利係の供与をするこ

と。

2')[業者は liijJjiに定めるもののほか。その行う事業に|到し

掛力F~U~'i 又は泌ブJIJI r1等が桁〉じした者に対し 怖を知lって AA 

}JFI)のj，ri!fVJを助長し 又は誕力聞の五1172にrtすることとなる干1);¥在
の供与をしてはならない。ただし法令 lニの義務又は↑，')を如lらな

いでした契約に係るもυ主の凶行として利j，~の供与をする場合その

他"当なj'l!.i11がある場合は，この|以りでない。

利~.H)t'jの然11ーについては 事業者に対し総力 I~I U を含む規制l対象

何;'i;への利侃{)I，'jを然11ニするとともにi 当該組制対象者に対しでも利主主
f)t ']を受けることを士号11ニすることによって 総力団への資金をj1[断する

ものであり。科目j)道J(，f ~，\総力日i却| 除条例において '" 般をなす規定であっ

て.岐1;1.~I，~株 }JF1HJI' ，;~条例においても この点は.同級である。本条

が ，)[;;:; .r，.を対象としているのは白利益の規模が例人に比べて手|常に大

きいことが多く白総力l刊釧除に対して 緩めて多大なる影響を及ぼすこ

とが也l;じされること I また例人以上にモl会的Wflが大きいことに鑑みて

( 82 ) 
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の結決であって Hとして例入による利益供与を訂符すること を立川、する

ものではない。

なお 岐阜県排lJEHtJI除施行前においても， r企業が反相会的勢hに
よる被'，1;.を防11ーするための指針jにおける 「反む会的勢力による被咋を

防止するためのJL本原WIJにおいて r JIJ( ~ 1を含めた一切の関係遮断」
が~llNされており 仮に本条の規定が存紅しなくとも 基本的に引1;，/¥'

が対象.r，とのl則係を遮断すべきことはいうまでもない。1且し 本条が組

定されたことにより。仙を知って総力FIIの前別JをUJJliiしたり 訴h1.11の

j!ll'n'に'ftすることとなる利従供与がi畠法行為に当たることがIYJ確にされ
たため 役uの -l)~~n i i: .0義務i車反が これまで以上に認めやすくなる吋

(52) 

ijgfU;I: ，:':jまろう。

MhFIIが前助を継続するためには みかじめ料 逃法薬物代金附w
JJト (&.~'i: のÌifi['JJI't ::i7.が仰られていることがliij徒であり そのためにはユi，i員

不'J佐をfJt'jする円の作品が必裂となる。よって。本条は。事業者からM:

hl，llに対する資金源を断つことを目的とするものである。

本条第 1 J)'iが r~'\\ hl ，IIU ~');J だけでなく 「総力l司μ等が指定した

おJをも規制対象/'iとしているのは 「総力 l司!~与が自ら利援の供Ijを

受ける代わりに親肱やw椛才í. ~Ý;の第三者にこれを受けさせるような脱法

的な態線に対比、しようとする趣旨であり 。 総hl型u等が事実上利併を 1~:，
{臼}

ない場合も 平'J.Miを1Jtりした・Ji業者は制裁の対象」とするためである。

rMhl.11の威力jとは 人の身体にIIiJけられた布形力の行使等 i畠i;/;

な泌h的威力に限定されるものではなく 人のfj思を制圧するに)Eりる
(51) 

l成hであると併されているが 如何なる f~I~I.止の行為が これに該吋する

かは H体的な行為 'J~tl'l を踏まえたうえで 災質的に判断すべきことに
(5.')) 

なろう 。 当該威力を 「利川する」 とは.'Ji~.r，のなす事業に対し 引業
明 )

/'iがイi平IJなようにこれを前川することである。

「金品その他の111p!i 1の利任」とは。「利益Jの概念上 金銭物品ヤ?

の111 物のみならず• Hl砂免除や労務提供持も合み また 贈与 ~'r- )J (r~) 
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に利主主を与える契約のみならずI 先nゃl~mt匂のような双Ji契約によ

るケースも含まれることは当然である。但し 「供'j.Jとは 法的テク
(58) 

ニカJレタームとして定義付けられているわけではなく. 一般的に川いら

れている物品や利縫を「与えるJことを立味する。

本条第2Jj'(における「怖を知って」についてであるが。 1'11断柿¥.r，は

1~j 人 'Ji業者の場合には. 当該個人事業主の必J院をもって。またI たとえ

ば会主lのように多数の者で椛成される事業者については 決JJttm者の認
織をもって 利雄供与l時を基準に判断されることになろう。なお 認，1世

の対象については 規制対象者該当相にも及ぶと併されるべきであり
(5<)) 

;必J砲の脱皮については 基本的には未必の放芯ではh!.りない。

i J，~;JJHj の前1fQ)J とは。「暴力聞の暴力 EJ1たる iMQ). 述担、 . {trl、を川わ
(ω) 

ず総力|剖が行う活動全般」を指す。

本条第2JJi1!H1rにおける 「法令 上の義務」の版行とは たとえば 1& 
jf，/行為 (!&~lli法第四条 歯科医師法第 19条)。あるいはt正気供給 (HI

公明業法第 18条).ガス供給(ガス事業法 19条)。給水(水道法 15条)
(61) 

坊が考えられる。もちろん.暴力問甜U1~'); 11^j人に対して。医療を受けた

り 生活に必袋な氾気 ガス 水道等の供給を受けることが利益供与に

該当しないことは当然のことであるが総力団組事務所に対するHi気

プ'lA.・水道舟の供給については 争いがないわけではない。いずれの法

11;も ii正当な理由Jが存在すれば これを犯むことができる行の規定

がなされているが 単に屯気や水道の供給場所が総力HI事務所であるこ

とのみをもって。「正当なfj!11iJに該当するとはいえないように11われ
(62) 

る。

本条のH-体的事例としては 第l耳l節 lU-については。「ィ、動産事業

.r，.がマンション建設に当たり 暴力団に1M辺住民の反対述即jを押さえ込

んでもらおうと考え.暴力団員がf肯定したl1!;没;r，.r，にill，1此[')iの一部を

発iJして代金を支払うことJ 同条Jl'i~\ 2 ~;については 「飲食!山総'，:~'者

がmの出物をjWi'iしたiW:S:が弁fj'(に応じないためI 以力I.I!UにJllU):てを

( 80 
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依頼し実際にJ&り立ててもらった見返りに訓礼を支払うこと」がノFげ
(6" 
られる。また 本条第2耳lについては.r印刷業.('iが剖lの名刷、や代紋が
入った:}'，*IJ作成のii'文を受けるJ. rホテル1r~ ~ -?j-~ii が ，t.JJ卜I1の般名披

兆t.~;で会場を利JIIすることを知l りながら 会場を1'iす」ことで;がうえげら
(&11 

れるが その他， r J.JLi企業.('í'が*~で仰た収必のー古1\ を総ブJI 'Hl~ に横流

しすることJ. r風俗';:í'・~呂が。 行われるがままに総力|刊 Uにみかじめ料
l日 “}

を文払う こと」も苦えられる。もちろん!たとえ総力111Uに対してで

あっても 1/'出It.iJfiにおける必要物品をj由.il制Ij椛で阪必する行為は

r *，JJ 1'11の前卸Jを助長し 又は誕力Etlのjlli'i止に資すること」に，法当しな
いことはいうまでもない。また.r村jを知りないでした契約に係るfil務
の凶行」とは 「契約締結後， 当該契約に J~づく限必を凶行するまでの

InJに 「怖をまIIって』 といえる状態になった後までになされるf，'(必の凶

行」を怠味するものと解される。なお 「その他 11:吋な!'lWIがある場合J

とは 政下IJ1ニ義務を凶行すべきと認められるような場合以外であって

これと同等のレヴェルであり ιJ' 1;者にとって1'Lにやむを仰ない場合を

意味するものと#えられるが。実質的にはこれにi該当するケースは包17江
{邸}

し鋭いといわざるをiぜない。

岐 1;1.~JI~総 )J 1刊排除条例は ① 総力|刊の威力を平IJJlJし その対的とし

て利必供与をする場合と ②一定のf晶子?を除き 怖を知lって 訴JJFJJ 

のili即Jを助長し または~t.)JI]l の.ìlli 'ìi~' に資することとなる利従供ワをす
f691 

る場合の 2 タイプを脱íË しているが.多くのi直 ~I，~では l 排JJFHの威

力を平IJ川しその:Hmとして利鈍供与をする場合と ② 総JJ1，11のi，riffi!J
または迎'i;~' に協 JJ する n 的で。相当の対償刊のない平IJ経fJt 'jをする場

合 ③一定の場合を除き 的を知って 総力l.tJの活動を助長し また

は採JJJ刊の迎13に'ttすることとなる手IJJ，[tfJtワをする場介の3タイプを規

定する。但し 3タイプ②規定は。 2タイプを探川する県では。 ②説先

に合まれると併すべきであろう。その他棋JJFlJの活動を助長し また

は泌JJFHのiill叫に'ttすることとなる場介。あるいは怖を知lって，，，~JJI.1I 

( 85 ) 
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の活動を助長しまたは土井;lm:lの迎'i;~' に'fiすることとなる利他fJt ワをす
~I ) n 

る場合など I タイプのみを規定している~，t も存抗する。

なお.本条にi事反する行為をした疑いがあると認められる者.その他

の関係者に対しては.岐阜県総力団排除条例随行規!IIJで定めるところに

より その述反の耶尖をIYJらかにするために必裂な限度において。文

ffF もしくは口町iによる説明.または資料の11U1¥を;Jとめることができ

(岐阜以総力|車排除条例20条) また.泌反する行為があった場合に

1;1 ，当該f!L\が~，~JJ 日lの削除に支附を及ぼし または及I;{'すおそれがあ

ると認めるときは。岐阜県総力l到1JI除条例施行規!IIJで定めるところによ

り 当該行為をした者に対し必要な勧fLーをすることが可能となる (岐

阜県暴力l司排除条例耳目21条)。さらに.岐阜以公1.t...安μ会は 第20条

の規定により説明 もしくは資科の1)elHを求められたおが.iE斗iな里JI"1が

なくてこれをmんだとき または岐阜県総}JFtJ排除条例第21条の脱定
により勧告を受けた者が正当な翌日[11がなくてこれに従わなかったとき

は 岐阜県総力日WI除条例施行規則で定めるところにより その行を公

表することもできる (岐!;1.M暴力 |司排除条例第 22~ ) Q I出向がなされな

いとはいえ 場合によっては 公表もあり得るため 予J~ x;.r，に対して

は.岐阜以総力団羽l除条例を遵守する効栄が。光分j別件できょう。

(契約時における措置)

第 16条事業者は その行う事業にl則し契約を締結する場合に

おいて121核契約が暴力Fljの前動をJV)1-<し 又は~t}J HJの ìlli併に

資することとなるものである疑いがあると認めると きは 当該契

約の相手力が暴力問ut!fーでないことを雌認するよう努めなければ

ならない。

2 引業者は その行う 'Jr~，に閃L.，. ，'Hfiiによる兜約を締結する

ときは，当該契約が総力団の活動を助長し 又は排力l刊の迎'i:tに

'fiすることとなるものであると認められるときはi航行をすること

( 8凶)
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なく当該契約を解除することができる行を広めるよう努めなけれ

ばならな""

本条第 1rJ'[においては 'Ji染者に対し 締結するう4約の羽IT)jが'!lJJ

l司 u ;，~;でない こと を確必する (M ti''I'IJ断)行の努JJ後必について ま

た 本条第 2rJ'[においては llJiに -II ~1(0による契約を締結する際には。吋

該契約の特約として '!lJJI，HtII除条項を、11該九'1(<<においてlとめる行の努

力義務について脱;とされたものである。つまり 本条第 1rJ'[は MJJ卜H

1~ ~'i との関わりを持つことを防 J I するためのものであり 本条!:iI2J!i

は MJJI，H只寺?と契約を締結したことが・J'後的に判明した場合に ‘'i該

契約を解除し 暴力 I'HU ~); との l聞係を遮断するためのものであることを
(iJ) 

tパ味する。

本条!:iI1J!iにおける 「泌JJI，tj U ~.); Jとは 自立 ' ;'，~， \ J~ JJFH釧除条例t/\ 2

条第3Jj'[において定.iHJけられているよう に 「排JJFHU又は鳩JJ卜HU

でなくなったICIから5{Iを経過しないお」をいう。このよ うな縦広がな

されたのは 「近年 椛成Uでありながら場JJ/，Hから雌脱したように偽

装して暴対法の適川を逃れる 『偽装離脱./'i'lや。ぷl倒的には株JJ/，1/との

関係を隠しながら その災で排JJFHの戚JJ 資金JJ等を利J/Iすることに

よって自らの利前J!1:大をlχ|ゐ rJ ， ' /Aí'J 等がlI;y~出し 尖質的に採JJ川の

資金j佐官JI古即Jに加1m している'人1~がうかがわれる 」 と ~[k都，~JJ/川)1 除

条例の解説においてぶされるように 誕JJ/，HUの「偽装離脱」や誕JJ/，H

による 「偽装破/"IJ可=により 伎作機|聞の日を扱い治って 誕JJ/-I/のi;rj

[;!JをDJJj乏したり あるいはみ~JJI刊の述併に1ftする行為を行 う者がl{(/ えて

いること また誕JJFHを離脱したもののI その後も地JJ/司との|則係を維

持し続けている者がイHIーするという:X1&を断まえ 1'f企業H~ ~:; 6条約 l

lJi tf":; 6 U ~~;を参与に 「採JJ川Uでなくなったけから5'q::を経過しない

者」も合まれることになったと思われる。

本条第 l耳iは 「 寸í J主契約が'!l JJFHの iiri~I)J を助長し又は'!l JJ /-I/の巡

( 87) 
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';;;;に1ftすることとなるものである疑いがあると認めるときJに|限定がな

されているため 日JlJ，I自の充n等のような一般的なJ[X引等 契約者が総
力開H等を郁|人的に利する場合には 雌認義務の対象とはならない。ま

た. r~[いがあると也、めるとき j の判断十作者 判断器準であるが。事業

者の主制的な判断によらざるを仰ないものの 少なくともそれが合理的
(i(i) 

なものでなければならないことは要求されよう。なお 『企業が反相会

的勢力による被告を防止するための指針』における 「基本)j;lllllに基づく

対応」において 平紫から。「相手方が反相会的勢力であるかどうかに

ついて，叫に。通'l;v 必~と思われるìJ訟を払う 」 ことが~)Jとされてお

り 「取引先の審査や株主の属制判断等を行うことにより!反主l会的勢

力による被告を防止するため。反相会的勢力の制調iを集約したデータ

ベースを榊築JL 当該データベースについては 「暴力:ifll度五II動推進

センターや他企業等の的手11をIi<i)flして逐次更新する」 こととされている

点、も配慮Lなければならない。よって守 'jト業者は. 自U)J的にメディア報

道等を活川 L. Ell;fiより 刑事;jWI等に|則する情報を収集 ・M，和した

り 必要に応じて弁fJQ士会や興信所を利JIJL. iW却を入手することもあ

り 1~J~ ょう 。 しかし事:染者 11i体では限界があり また業界内において

は。|己!被被安が発生するY.'il:然七|が向いためI これに有効に対比、するため

に.共U)J1'1'，に染料単位においても データベ-A化を尖践しなければな
(78) 

らない。さらに 公助的に幹祭等への!!司会も必主!となろう。

次に.本条自'S2耳lにおいて 暴力IJI排除条耳lを規定したJ][rliである

が。 ① *染者が 11[1( ij I関係に人った場合 総却l条J)'iに基づき契約を解

除することにより 反相会的勢力との関係を断絶する機能 (却|除機

能)J ② 「企業ーの反相会的勢力への対応を主f言する機能 (コンプライア

ンス宣言機能)J ③ 「企業が暴排条項を導入することにより反主i会的勢

力にその企業との取引を総時させる機能 (jl'[IJI:・予防機能)J.① 「裁判

の鋭純となるという機能 U&'I'lj規範機能)J ~'i;. 綿々な機能が考えられ
(i9) 

るためである。

( 88 ) 
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本条t02 .IJ'iは 'J i ;r:.('i'が。 11::11而による契約を締結する際。特約とし

て ‘lili主契約が総JJI.IIの川印JをWJ長し または総力団の迎併に'ftするこ

ととなるものであると必められるときは111(11;をすることなく当該契約を

解除することができる行を定めるよう努JJすることが規定したものであ

る。

なお 本条における誕JJnIU ~~でないことの雌認義務と暴力問釧除条

項将人義務が適川される契約の場所的範聞がIIU組となる。上述の辿り

;担法第94条にli，づき j也Ji公共l1l体は i'I治 'Ji~去を実施するに目そし

て 条例を制定することができる。条例とは 地方公共団体が当該自
11101 

治織にJLづいて制定するi'I-jミ法であるため iltil-4裁判所は li;¥WIとし

て 条例の効JJは法令 または条例に別段の定めある場合 もしくは条

例の制 t'i仁 m~のみを対象とすること lりl らかな場合を除き 法律の純
(80 

凶内において以地的に'1:ずるものと併すべきであるとしている。そうで

あるならば北本的には 契約締結地 J主務li並行地物f'l所在地が岐阜

以である場合には 以JJI.JjU等でないことの雌認義務と総力団排除条駅
{制

導入義務がi直川されることになろう。

第5章 暴力団員等が利益の供与を受けることの禁止等

第 1 7 条誕JJ I .Hln~; は 的を知lって 'W~住者から当該事業者が第

15条の規定にi主l正することとなる利益の供与を受け.又は事業

.('íに当該 )J ~ Xi "l'í'が 1 ，;1条の脱定にi主反することとなる当該暴力間

以 ~'i が指定した.('í'に対する利雄の供与をさせてはならない。

本条は 採JJ卜tlW'iが附を知って τI~染者から利主主供与を受けるこ

と;，~;を士号 1 1 するものである 。 総ブÆfn による不当な行為の防止等に|則す

る法lIrtil9条が rit;1とrniJを'!l'f'lとしているのに対し 本条はこれ
をitf'lとしていないことから 任なのものも対象となり得る。「怖を

知って」とは 誕JJI.tjの威力を手IIIIlすること あるいは暴力聞の前~OJ

( 89 ) 
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岐1"1\.ll，~~t;. )J I吋排除条例

を助長し または総力凶の述'出に資することを長11っていることをJJ":味す

る。

なお ! 岐阜県~M;凶排除条例第 15 条同級 本条に i畠反する ~n.i をし

た疑いがあると認められる者その他のl則係者に対しては 岐 ';t~'，~M力 l司

排除条例施行規¥111で定めるところによりIその.l!t反の'If:k:を191らかにす

るために必要な限J!tにおいて 文官 もLくは日以による説191. または

資料の~1e 1 1\を ;1とめることができ(岐 ' ;H'，~.M力川排除条例第 20 ii(:，) ま

た.:i.hl反する行為があった場合には 当該行為が地}JFlIの却1'1徐に文附を

及ぼしまたは及ぼすおそれがあると認めるときは 岐叩県以力|羽挑:除

条例施行規則で定めるところにより I 当該行為をしたおに対し 必裂な

勧告をすることが可能となる(岐l;llr;~ ~t 1)問排除条例第 21条)。さら

に。岐品県公安委u会は 岐1;1VI ~'総力団排除条例第 20 条の規定によ

り 説191. もしくは資料のtI1eU.¥を求められた者が正当な理1.11がなくてこ

れを組んだとき.または岐阜県暴力l司排除条例目白21条の規定により勧

告を受けた者が 正当な理I.IJがなくてこれに従わなかったときは，岐111

111~Mブ';1 司自| 除条例施行規IJiIで定めるところにより その行を公表するこ

ともできる (岐品111~ gJ~7J問排除条例筋 22 糸) 。

(不動産の譲渡等を しようとする者等の資務)

第 18条 以内に所右する不動産 (以下 「不動政」という。)の誠波

又は貸付け(地上権の設定を含む。以下 rjfh庄司?と」という。)を

しようとする者は 当該~fli主等に係る契約の締結前に 勺江主契約

の相手方に対し 当該不動産を総力|有事務所の川に供するもので

ないことを確認するよう努めなければならない。

2 M人も 1;1己が浪波等をしようとしている不動産が総}J問予If
務所のmに供されることとなることを知って.、11放浪v引車に係る
う4約をしてはならない。

3 不動産の泌i主~~をしようとする者は。当該泌波等に係る契約

( 90 ) 
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において 次に削げる事項を定めるよう努めなければならない。

(1) 当該不動産を暴力|司事務所のJlIに供しではならない旨

(2) 当該不動産が暴刀団事務所の1日にfJtされていることが'I'IJI別

したときは。 1m告をすることなく当該契約を解除し又は当

該不動産のn戻しをすることができる昨
4 前立t~"; 2 りに胤jËする éjfJ)lを定めた契約により不動陀のJH泌~'i;

をした者は。 145主不動産が暴力開耶務所の川にfJtされていること

が中IJI ~ Jしたときは.速やかに。当該契約を1'J'l.1徐し又は当該不動

産のiV)'(しをするよう努めなければならない。

いったん，M:力団事務所がHH設 (新設・移設)されると これを訓l按
(田}

することは訓'，;t~'に労を要することになる。 そのため 総力l司事務所が|別
(&1) 

設されることを1"1避するために.不動産を誠i度。または貸付けしようと

する者に対して 縦認義務を課すことにより 開設することを未然に回

避することを促すとともに 仮に当該不[Wiliiが排力111事務所のJfIに供

されていることが判 I~J した場合には 1m告なしに契約を解除する ある

いは当該不動肢をi1戻すことができることを可能とするための脱定であ

る。

総力IJI'JqJ5所に|則する規定としては，由主 1;1.~1，~掛力 |司 1J I 除条例!:i\ 14 ~ 

も存在するが これはずi少年他全育成のJU也によるものである。本条

は.これと災なり 岐阜県内全域を対象として。不動産契約に対し 一

定の鋭i]iIJをなすものである。

本条~1 J)lは 契約締結liijに 当該不動産を泌)JI司事Jf務所に使川しな

いと相手方に確認するように努めることにより !Jf liijにこれを!日l避する

ことが可能になると同時に。 'Jfj圭的には。 ~1'J目、 "11 を適 JIIすることも可能

になろう。

本条~， 2 J)lは。総力団事務所の川にfJtされることを知lりながら 自己

所有の不動産を~)'~波等することは illJiliiJの利併のfJt'j. Jに該当する
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ことになるため 岐1;1Vi~.暴力団相H徐条例節 目 条第 3 耳(:ìhl反になり得

る。しかし不動産が総力団事務所の)11に供されることは その影響が

非常に大きいことから 岐阜県暴力問排除条例節目条第3lJiとは典な

か契約段階でこれを禁止し これにi阜反する行為をした疑いがあると

認められる者その他の閃係者に対しては 岐阜県公安委1~ 会は l制査

(岐阜県総力団羽|除条例第20粂) 勧告 (岐!;t!I，~総力 lil 却| 除条例第 21

条)・公表 (岐山県総力印有|除条例第22条)をすることができる。

本条第 3lJlは 不動産の談波等をしようとする者は。当 fî.幻自波 ~'i: に係

る契約をするに J~~ し 特約として 「当該不動肢を品iブ)lil <J i. jj@のJlIに

jJtしではならない旨J.また 「当該不動産が総力日l事務所の川に供され

ていることがI'IJI則したときは 1m告をすることなく当該契約を解除し

又は当該不動産のn戻しをすることができる旨」を定めるよう努力しな
ければならないことを規定している。

本条第4耳iは 本条首¥3lJl第2号によLづき. 1.~qm告で契約を解除し

または当該不動産をi1i亮すことができる旨の特約を設定し結ぼれた契

約についてはI 事後的に当該不動産が暴力団事務所の川にjJtされてい

ることがヰIJlljJした場合には，契約を解除しまたは当該不動産をn戻す
(85) 

ょう努めなければならない。

(不動産の譲渡等の代理等をする者の責務)

第 19条 不動産の訣波等の代理又はw介をする者は。当該説波等
をしようとする者に対L 前条の規定の退ぞjにl則し助言その他の

的iEを講じなければならない。

2 何人も 他人が譲渡等をしようとしている不動産が掠力団事

務所の川に供されることとなることを知って 当該浪ilJr等に係る

契約の代理I!又は媒介をしてはならない。

上述の通り ， 岐1;lV， ~k止力団側除条例第 18 条において不動産所有者等

に対して努力義務を淑すだけでなく，不動産取引において中心的な役訓

( 92 ) 
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を来たす不動産の ~f~il.[で7の代思または媒介をする者 (宅地J1!物取引 i

任者)に対しでも 必裂な義務を課すために本条が鋭定されたものであ

る。

本条約 l項における rUJJ，;その他のiltiii't.Jとは 助言のみならずィ、

~QJ~五所有者等が岐 J; I. V， ~ M力 l司排除条例第 18 粂を i並 ~j できるように 子
{悩}

め迎切な契約-.IHflを市備することを指す。

本条第2lJiは 何人も 他人がfitli主キ?をしようとしている不動産が総

力問事務所のmに供されることを知っている場合には 当該泌波せにf;f，
る契約の代理.または媒介をしてはならないことを規定し これに泌I:i.

する行為をした疑いがあると認められる者その他の|則係者に対しては

岐阜県公安委μ会は.油公 (岐阜県暴力FH排除条例第20条) 似'J11~ (自立

1;1 ~JI~暴力開封|除条例第 21 条 ) 公表 (岐 l;qll~ :M: JJHI釧除条例第22条)

をすることができる。

第7章義務違反者に対する措置等

(調査)

第20条公安委n会は節目条第 17条第 18条第2耳i又は前
4h第2mの組定にj畠!正する行為をした品tいがあると認められる者
その他のl関係者に対し 公安委n会胤UiJで定めるところにより
そのi主反の事実をIYJらかにするために必史なl限度において。文JF

若しくはrIliJiによる説明又は資料の拠出を求めることができる。

本条は。岐阜県総JJI刊排除条例第 15条約 17条 第 18~第 2m

または 19条第2mの縦定に巡反する行為をした疑いがあると認められ
る者 その他の関係布に対して 励行 (岐阜県掛力l刊胡除条例!:i';21 

条)ー公表 (岐阜県民)J問僻除条例第22条)を行うために必裂な場合。

岐191県公安委員会の縦11J1として 岐!;!.M採JJFHtJI除条例施行ー脱UiJに基づ

き i主反の"J~突を明らかにするために必要な限度において。文爪もし
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岐 I ;!. ~υ'，>1J I-I 1却l 除条例

くは口町iによるiiJi1別 または資料の:tJll.Uを求めることができるとしてい

る。なお。説明 または資本1の蛇出の要求は，相当なJDIliilをおいて 説

明 資料の~i'tW裂求占 (日IJ記様式第 l 号)により行うものとし (岐阜県

総力問排除条例施行鋭則第2条第 1:明 ・第3Jl'i) これを求められた者

は 説明l資料提出合(日IJ 3~様式第 2i})を岐阜県公安委u会にl)W¥し
て行う (岐!;J.tl l ~総力団排除条例施行規WI ~l2 条第 2 耳i) 。 なお 当該説

明が口町lで行われるときは 岐阜県符察本部長が指定するfFf然l闘nにこ
れを聴取させることができる(岐!;J. tl;t暴力 I'J I排除条例施行税引II ~l3 条約

I耳i)。日以による説明を求められた者は 病気，その他のやむを仰な

い:f!Ili:Ilがある場合には。岐阜県公安委n会に対し 説明日 11寺等変克中山
由 (別記械式第3iJ)により 口頭による説明の1'1時 または場所の変

更をけ1LIl¥ることができる(岐阜県総力111排除条例施行規WHi，3条第2
Jl'i)。なお.岐阜県公安委員会は 岐以県総力filtJI除条例施行規日1I第3

条第3mの規定により口頭による説明の即時 もししくは場所を変更し
たとき または岐阜県総力団排除条例施行規則自Il3条約2mの規定によ
る "'1 1.\ を受けた場合で口頭による説明の日 m~ もしくは場所を変更しな

かったときは 述やかに その旨を説明 日 Hぷiト決定通知~~:: (別記様式第

4 J，})により説明者に通知lしなければならない(岐iμIt暴力1'11割l除条例

施行規日1j ~3 条第 4 耳i) 。 また 説明 も L くは資料の~i'l IJ\ を求められ

た者は 代理人を選任することができる (岐阜県暴力日1排除条{，II自由行規

WI第9条第 1Jl'i)。当事者は.代理人を選任したときは 代Pdl人選任IIT:I

/JH':' (別;氾様式第 10号)を公安委員会に拠出しなければならず (岐阜

県暴力団排除条例施行規f111第9条第3項) 代理人がそのれ絡を失った

ときは。代理人資格喪失問lJ.¥{日 (別記線式首'511号)によりその旨を公

安委員会に府け11¥なければならない(岐阜県暴力団j)1除条例胞行規則第

9条約4Jl'i)。代理人は 当事者のために説明.もししくは資料の拠

出 または意見の陳述に閲する一切の行為をするこ とができる(岐阜県

暴力I'JHJI除条例施行規HlI~'j 9条約 2Jl'i)。

( 941 
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1D.し 暴力団nによる不当な行為の防JH'トに|則する法律第 33条が
「公安委員会は この7i，1I子の施行に必要があると辺、めるときは 国家公

安委日会規則で定めるところにより この法1Itの施行に必要な|限度にお

いて 指定暴力団nその他の関係者に対し報告 若しくは資料の綻/JIを
求め 又は符祭政只に事務所に立ち入り。物1'1ーを検査させ若しくは指定

採力団日その他の関係者に ï~]llJさせることができる 」 と規定しているよ

うに 「野察職員に事務所に立ち入り 物刊を検資させ若しくは指定総

力l宣!日その他のl則係者に質問させる」ことについての椛|出までは 本条
(87) 

には含まれていないと併すべきであろう。

(勧告)

第21条公安委J-l会は第 15条第17条第 18条第2m又は第

19条第 2mのJ;iljヒに主主反する行為があったりVi合において 当該

行為が暴力段lの釧除に文|部を及ぼし 又は1立[ますおそれがあると

認めるときは.公'ム委n会規則で定めるところにより。当該行為
をした者に対し 必~な勧告をすることができる。

本条は守岐阜県暴力[11胡除条例第 15条。第 17条.第 18条第 2J1'L 

または約 19条第2lJ'tの規定に逃反する行為があり。当該行為が暴力団

の釧除に支防を及ぽしI または及11'すおそれがあると認めるときには。

岐阜県公安委民会規日IJに1ftい 当該行為を行った者に対して，必要な勧

告を行う ことができる旨を規定することにより 禁止規定の実効悩を担

保するものである。

支際を及11'すケースのみならず 「支郎を及ぽすおそれ」のあるケー

スも規定しているのは 当該i時占ではなされた利採供与に基づき暴力1'11

の捌除に支障があるとまではいえなくとも 継続的にこれが続くことに

より 支lむが生じる事態に発展することは存易に想定されるからであろ

つ。

「必嬰な勧告」とは。辿反行為の中止はもちろんのこと |則述する同
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H!の逃反行為の11.1止を求めること等も含まれると併すべきが妥当であ

る 。 なお 。 勧告はI 勧告書 (別記械式首~5 J/~n により行うものとする

(岐品県暴力問排除条例施行規則自白4条)。

(公表)

第22条 公'1;:委n会は。第20条の規定により説明l浩しくは資料の
拠出を求められた者が正当なi!I!山がなくてこれを拒んだとき 又

は前条の規定により勧告を受けた者が正当な耳目IUがなくてこれに

従わなかったときは 公う安委日会規則で定めるところにより。そ

の旨を公表することができる。

2 公安委n会は前耳iの規定による公表をしようとするときは!
公安委日会規則で定めるところにより。あらかじめ 間取に規定

する者に対してな見を述べる機会を与えなければならない。

本条第]羽は.岐ιt~JI ~総力問削 除条例第 20 条 (;調査) に対し。正当

なi!llll1がなくこれをmんだ場合 あるいは岐阜県総力団訓除条例!:ii21 
条(勧告)に対1..-.正当な理由がなくこれに従わなかった場合には 岐

阜Vl~'公安委只会規WJで定めるところに従い その旨を公表することがで

きる旨規定したものである。なお 公表は ① 紋公表者の氏名 およ

び住所(法人にあっては その名称代表者の氏名及び主たる引務所の

所在地) ② 公去の以区!となる事実を岐以県公安委員会が開設するホー
(総}

ムページに公表した日より lヶ月間1.脳載して行うものとする(岐!;J.~JI~ 

排力団排除条例施行規則自白5条 ・第6条)。

本条第2JJ[I立。本条第lJjiの規定に基づき。公表する際には 岐阜県

暴力団排除条例第20糸 (i羽子t)に対1..-.正当な理由がなくこれを拒ん

だ者 あるいは岐!;1~1;~暴力団初 除条例第 2 1 条(勧告)に対し正当な

J.lIIIJJがなくこれに従わなかった者に対して ;tiJtを述べる機会を与えな

ければならないことをi規定する。 なお.当該~1::íJ止を述べる機会を与える

ときは 被公表者に対し 相当な JYJ聞をiE き:tu.!.J徳J r~通知性(別; 己様式

( 96 ) 
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m 6 ~J') により辿知lするものとし (岐 1 ;1， ~IJ~'排JJI別JI 除条例随行胤WI~む 7

条第 l耳i. ~~ 4耳0..IJ見を述べる機会のf.jワは 岐1;1，~II~公正安u会が

1 llifiによる立比の聴取を行う必要があると認めた場合を除き 1/'述SI;

O;'J ~c椋式筋 7 り ) の悦 11\ により行うものとする (岐 1;'.V， lMJJI.M!J除条

例胞行脱WJUi7条約 2耳oなお，岐1;1tJI ~公安安u会は 1 IlIf(によるB
比のl臨取をわうときは，自立 I;H，~.f'f察本部長が指定する~~務職u にX1J~ を

聴取させることができる (岐 I;qll~ 誕 JJ1.11釧除条例施行脱WJUi8条第 1

JJ'D。被公ぷ./'iは 州公そのi也のやむを1!}ない)IJ'111がある場介には 公

安委 l~ 会に対 L n 見聴取 11 1I.\.~);t: lt l/I/ I\" r (別 J己峨式自1~8~;' ) によ

り. 1 llifilこよるな比の聴j肱の1111主またはjJ，)，肝の変1.1:を巾 L/1¥ることが

でき (岐叩V，lMJJFlI排除条例施行JJ!.WJ~ 8 条~2 JfD 岐1;1，tll ~公'〆委11

会は 岐1;'.V，lMJJj.Jl釧除条例施行員HIIJ~'ï 8条第3mの組定により 1 Illfi 
によるな凡の聴取のIllLy もLくは場所を変更したとき または岐f;l.tt.!;

jtJJJ.H排除条例施行胤llll第8条第2Jj(の脱定による1/'/1¥を受けた場合で

1 Jlifiによる立礼の聴取のIIII.y もしくは場所を変~しなかったときは

jiliやかに.その行を忠弘聴取 IIIIP);決定辿知川 O;'J~c級式tt\9~} ) によ

りliJLI'i'にi岨知lしなければなりない(岐';:.V，lMJJ1.11持| 除条例施行胤1I 1J ~

8条自i'i4 JJil。また む凡を述べる機会を 1]えられたI'iは 代FJ!人を選

任することができる (岐中山 j，~1JI.H排除条例施行JJi.llIJ~'ï 9条約 l瓜)。

、 l í 'J~ .rr'は 代FIl人を選任したときは ftFJ!人選任 JIiIl ILI~ OJIL{~tJi式t/\

10 ~J' ) を公安委11 会に悦 11\ しなければならず (岐';1. V，~排 JJ I.H釧 除条例

施行品1lI 11 首~9条第3Jl'0.ftFJ!人がその'(1怖を失ったときは 代FJ!人資

給公失Itl;/1¥ 11:: ( 日 IJ ， i~t;R式第 I1 ~;.) によりその行を公安安u会に'1 11 け 11\

なければな b ない (岐 1;!.V，UtJJI・IH!I 除条例施行胤日II~l9 条約 4 Jj()。 代

FJ!人は リi'I ~ ./'í のために ，淀川 もしくは資料の挺11¥ またはn見の陳
述にl則する一切のわ九をすることができる (岐阜比lMJJI.HtJJ除条例施行

規WI~'ï 9条第2Jj[)。
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第8章雑則

第23条 この条例に定めるもののほか この条例の施行にl則し必

24な 'j~J)1は。公安委n会鋭11リで定める。

岐阜M~t力 IJj相l 除条例の施行にあたり I 胤制対象の設定 行政的'ii1の

n体的手続等については 社会的勢・総力同情勢に応じて 一定限度柔
軟に定める必要伯が存在するため 本条にJEづき.これらを岐阜県公安

安μ会組11リで1とめること とした。

第9章罰則

第24条第 14条第 lJ)1の規定に泌反して 排)jl.Jj'jq方所を開設

し 又は:ili'iJ'した者は l年以 Fの懲役又は 50Jjl'j以 lの出l金

に処する。

地方向ifi法第 14条3lJiにおいて ffP適地方公共同体は 法令に特別

の定めがあるものを除くほか その条例中に。条例にi畠反した.1¥'に対

し 2年以下の懲役若しくは禁鋪 IC日万円以下の{ドl金， j句Wf.利料若

しくは没収の川又は5万円以下の過料を科する汁の組定を設けることが

できる」としていることから 暴力団民による不当な行ぬの紡J I ..~li; に附

する法111: および他道府民Lの揚力集排除条例 ~Ii; における {日l川を参考と

し l 年以下の懲役 または50万円以下のii;j金とした。

第25条 法人 (法人でない111体で代表者又は作用人の定めのある

ものを合む。以下この項において阿じ。)の代ぷ.1¥')';しくは代理

人又は法人i~i しくは人の代理人使111 人その他の従業.1\が その

法人又は人の業務にl到し 前条の述反行為をしたときは 行為お

をHiJするほか。その法人又は人に対しでも 1，;1条のil;jIt)'Jfljを科す

る。

(日8) 
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2 法人でない1.11体について前耳1の組定の迎JIIがある場合には

その代表者又はr'i;J1![人がI その訴訟11'1¥につき法人でないFII体を

ftぷサーるほか 法人を依何人又は般財I'iとする場合の刑事訴松に

l則する法iItの組;とを?鴨川する。

本条は 岐1;:県総JJl.II1JI除条例第 24条所定の巡反行為がなされた場

什行為./'jのほかに 勺談行為./'j'と一定のl聞係にある法人 その他の間

体 または自然人をも仰せて処;liJすることを定めたものである(j，r.jiiil規

定)。吋該規定により 以JJl.II あるいは代ぷ布告;である暴力l司組長に

対しでも。処:iilが可能となる。

ßft~ iJ 

この条例は. '1'成23年4JI 1 nから施行する。

岐 l ;qll~~t::;1)I有排除条例は I~ 述の.iillり 2010 "1'-12 JI 21口条例mS4

りとして制定され 川知徹底を|司るため また総力|刊排除を進めるため

にJJ令な準備を裂することから *~ '1ヵJI後の 2011'ド4JI 1 11より

施行されている。

附則(平成例年 12月26日条例第97号)

この条例は 公，(1;の11から施行する。

2012年 12J12611より。岐1;1Lt;~排 )J1刊俳除条例の一部を改正する条

例が公布 施行されている。改正内科についてであるが岐1;1，山総JJI丹

排除条例第4条'1'.r以)JI.II11によ るィ、吋な行為の防止符に|則する法iIt 
~) 32条の2第 1Jriを」を r;'lJJ 1川口によ るボ 、li な行為の防 I I.:. ~r に |到 す

る法ilt~)32条のH'j1 JJiJに改めるとするものである。

3.今後の課題

20日{I::における各郎道府県の泌7J1.11却|除条例迎川状況であるがi 制J
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'89' fftが 71f'i'. if;i停が2f'i'. '1'11命令が7f'i'. 検併が31'1となっている。

また，各地方 n治体において 入札参1111;" i帖勺に~~プ) 11 1 判 | 除条J)'iの幣怖

を順次行っている。

凶7 J也 )i n 治体における誕1) 1-1 1却| 除条Jjî~iトの終備状況 (20 1 3 イ l' 12 

JI末現イE)

¥¥  
MJJHI排除条項 FJN. Iヰ受託契約 通報靴作臨IIiJt

都道府県市区町村 都道Im'，lldil豆町村 都道府県 dil耳目J村

公共:['1; '17 1.722 '17 1.534 ll4 1.28<1 

測j止 illJ世コ
'17 1.690 117 1.511 114 1.273 

ンサルタント

1土J占拠!Jt 46 1.'1鉛 112 1.093 

物，ill・資材調
47 1.'186 42 1.0卯

述

公イI財産光;1、
し、 45 1.279 

霊祭/j組織犯:;I!対mr.ill基JJi:IIM箭諜合同分析s且r'1'成25'1の誕))1吋情勢1
33 此を)，~に 11 成

なお 2012年 7)J. r企業が反rl会的勢力による被.，tf-を防止するため

の指針」に基づく取組状況を把拍11一るため 20lO {I'に続き，企業対象

のアンケー|を';k施したところ (1司科2.885/1:).liijlITlii制作と比較して，

過去5年1mに不吋要求を受けた経験がある企業の割合が 14%から

11.7%へ減少し 逆に 「企業が反キl会的勢力による被告をIW11するため

の指針を知!っていた」とする;Im合が43.5%から 77.4%へ また 「依'g

II}jJI:のためのI担割lを行った」とする川合が 30.8%から 61.5%へとそれ

ぞれ片山11していることから。企業活動から株))1.11却|除の即Jきが徐々に以
{侠))

i毒していることがlJt.える 。 岐 1;I.V， ~，こおいても おそらく !日l級に 泌JJ日1
(9]) 

却H鉄条例のXJJ .!l~は 徐々にあらわれているものとJfl¥i111jされる。

暴JJI刊Hによるィ、サiな行為の防I1λ宇にl則するil;iIt および各都道府Ll， ~

における排JJ1'11却|除条例が生活 および十|会総消活動から誕JJI引を俳

( 100 ) 
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除していくという.JP'i ;~' に)fcl!::な訓題を解決していくためのものであるこ

とはいうまでもない。 総JJFHU による不吋な行為の防 l l ~. ~;~; に|叫する ilゴ Ir

施行後 出作機l則は に1jtJJ 1.11犯:)11に対する微j九した取締り 2誕1J

l刊Uによる不吋な行1.¥の|リ'j.ll".':'i; (こ|則する法wの幼来(MlllIJ.① 総力l刊
割|除iifi!fWの有i桜的JIUlliを'1'.(.、とした総合的対策を打ち/1¥しさらにこれ

らを(a)人 (b)令 (c)物に対して それぞれに比、じたJfbで推進してき
(9:!) 

た。また 手宇都道!日目lLにおけるjtJJnHJI除条例の制定により 総JJ!l1利

JII 行為然 1 1 '.~liWj を広げることにより あるいは rl1~がill Jm 協JJする

ことを安ボすることによって 訓除JJがさらに強化された。このような

状況に対し危飢!告を不す，，l.Wf.もないわけではない。誕JJI.ljjJI除体制lの

強化と級研都の低 トにつき |則述制がイFイiするか 思L冶l二は必ずしも定
"陥}

かではない祈 少なくとも法的な組制が極端過ぎれば誕JJ1.11が7ン
<96' 

ダーグラウンドイとすることは何めないように思われるし 1，'111与にこれに

よってrli1-;:が過渡にJx止、し II'，:~' ~t i1iが接続するような結来が粛される

ようなことになってはならない。結栄になってはいけないであろう。

また. 1IP1<1'1迎ilとの|則係においては il、の l、の千"̂"11;( UlI (1，'1第 14
<9" 

条)に反すpか州、IJ111)題となる。そもそも 11本1'1制約 14条は
「すべてい11"は il;の|、に干 ~1 であって 人Hi. 1.¥条。判別。討会()0身

分又は門地により!政治的.続済的又は相会()01地係において ):~:>JIJ され

ない」と嵐広されているが これまで r f，-FI!的なtJi拠に必づいて弁人
の~Ui0取扱いに |旦日 1) を設けることは巡H、 1 '1 条 1lJ'iにi畠反する」もので

【9l!'

はないとされてきた。この点について下われたのが いわゆる広向rli採

JJI司Urlj';:i' íl， 'V9) 波，~j;，訟 IH'Iーである。 広 I:~地 Jj'1&:'I'lJfijiは 「条例40条 l

J!i 6 ~J'の III'， *JJ をいう点のうち 扶JJI付Uであることをもって ‘|ιZf取扱

いをしないとする点、はそのとおりである 。 しかしなが~. I~Jι地点1' 1 治

話、の法、1i条lJ'iに!!({らせば 山科目宅の迎jfな供給とその人1，1;-おないし1.':1

辺1i'l"の~Ui円の1i;~ と、 l'犯の雌1~~ という問日l から総JJI.Hll であることを

I'I!IIIとしてdi'iHI宅の供給をm絶することは相当であってィ、{'i.PHなl::})IJ

( 101 ) 
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であるということはできず. '1' 32及び33も同車g旨にtL¥たものであると

H干される。また。 このようなl担割止い古汀血ブ1自rri法244条2rJi又は3mに
四)

i畠反するものでないこともいうまでもない」とし また広山山等放'l'lm;

も 「暴力団榊成1~であることのみによ って}'o: >JIJすることは巡法 14 条に

i畠反すると主張するがI 暴力団構成1~ という地位は，暴力団を脱j且すれ

ばなくなるものであって 滋訟のいう 『相会的身分jとはいえず 排カ

日1のもたらす相会的主思を考慮すると 総力I.N榊成11であることにJ，Eづ
"閃)

いて不利援にJ¥l(り扱うことは討されないというべきである」とした。|両l

線に f量出裁判所も広 ，:~ ?，';j ~'i;1& :I:IJ所の判断を支持して 上告を棄却して
000 
いる。械かに.総力I'll椛成nという地位は.その佃fl上.総力I'Nを脱退
すればなくなるものであり.11会的身分にあたらないことは司i-;主である

と思われる。しかし かなりの数が減ってきたとはいえ 現品市でも在U

科医|人 .i :vJff!.'f'人や被K ~Jll)'m務出身者等が含まれており また その以外

にも 相会的に恕まれないこと等が以凶で好んで総力関口等になった

わけではなく 総力FJlU等にしかなれなかった者が合まれていることも

事実であり.さらには，総力団員奇7であったがゆえに守相会復内iが困難

なケースがイ'r::I:E1一ることも忘れてはならない。そのため これまで以 lニ

に 暴力団縦IJ見桁樽 および相会話i焔の-)，~微を光突させていくことが通
OO'!J 

裂であろう 。 また.総力mU ~!ìの日齢化に伴い.今後は就労支援等のみ

ならず。老後のケアについても.検討を裂することになってくること
"田}

は。谷易に予'!!!される。

lill8 総力liI犯:111:.1:'齢別検挙人U

沼野察庁 r!~JI!統，ì t千f '1'成241 1_~の犯"!J 切S rÆをJLに n 成。

( 102 ) 
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これから さらに総}j1.11をj史減していくためには. これまで以仁にI

組長をはじめ 排))1.lj組織の'1 '核をなしている仲間i与の般併が íf(~: に

なってこよ う。しかし 枠制l等がfitq，長 ~~:)Il を災11'するケースは限られ

ており。検挙されるのは よ端にいる組1.1~，);であることが現尖である。

そのためには.2011 "f6 JJ 29日より|制限されている「法制排設会新l時

代の刑事司法制度中.¥'~J Ij :'il1 会 J において 1部諭されている辿日傍受 itの改
IIIH) 

iE および会話傍受の充実ももちろん#えられるが この点について
(¥05) 

l立。代将刊 ~'i; を'1'心 として厳t~に議論をする必裂があろ う 。 む し ろ !刊

の減免制度 般脊 ・公平1111品}j噌協議 fTIZ制度。 Ifリザト免u:制度の導入に

|則し 悦iH:でありつつも。より41I極的に液晶することが必要であるよう

にatlわれる。

次に資金iJ;;!対策についてであるが 20日刊における剖i織的な犯リI!の

処:i;11えび犯卯収任の脱制咋にl則する法wにおけるマネー 。ロー ンダリン
グ ( ~Ilo ney Laundering 資金洗伶)関係の脱定の迎1111こっき 犯JI!収

kt'H::l1売について胤3とした1，;1i:t第 10条述反が。，iij年に比べ81'1' Jr: IJIIの
351'1 犯JI'収益E等収交について組定した|司法第 11条造反が，liij11三に比

べ 12f'i'JrlIJIIの401'1・ 起訴uij没収保全命令について規定したI"IH，第 23
11001 

条の迎ITIが liij 1ドに比べ 15f'i'W:!JIIの541'1であった。脈絡な証明を裂す

るため 立 ;m に|羽雌を JUIす場合もあるが 一定の幼~~はあると考えられ

る。今後は j刊・J'手続以外にも。行政干続やLi.:'1，下絞を前川L. .f IJ.l.， ，~1 

|災19 )"， ))1]1構 I，)(: U~宇に対する組織的犯羽田処 :i;!iよ (マネ 。ロ ンダ

リング)の迎川状況

iJ¥くケ200911 2010 {I 2011 年 2012"1 2013 "1 
犯~Il収益~1;~~lr，: 49 46 43 27 35 

犯罪収益守収受 ，11 114 38 28 40 

起訴jjij没収保全命令 23 36 30 39 5-1 

曽野Ii'組織犯111対抗出ß 品 JJ I.IJ)H，課企凶i分析 II~ rド成2511ーの誕JJl-tltll勢1
3311を必に門成。
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岐阜県暴力FlI排除条例

奪を行っていくことも主要になろう。

上記の通り 総力|到の業界においても ~':j iIl~l化は進行している。 ま

た これま でのように活者の「総jUj~から総力向調 l r!等へ」との流れ

も 年々 減少傾向もみられる。11i近の若者の傾向として.鋭、l司でjレー

ルに拘束されて活動したり 上 fl地係がイf干lすることを嫌う傾向の現れ

であろう。また 本稿において検討してきたように 暴力団組日待であ

ることのメリッ ト が減少し逆にデメリッ トが~JiイHとしている ことも

若者 を暴力日1か ら色~ざける J!I!ill になっているものと忠われる。 也l し総

力開全体の弱体化に伴い，上述の通り 部分的にみれば 111口調lのみが

一人I1宇ち状態になりつつあることは否定できない。

しかし その反聞 いわゆる半グレ集|司に属する若者が1甘えている傾

向もみられる。キグレであればi 暴力IJIUによる不当な行為の防止等に

|則する法律や各都道!日間Lにおける暴力111川除条令の適用はなく， ほ(f問

|止代の気の合うメンバーで総!まされた集fJlに脱することが可能であり

また匿名制 限lu'l'l等も確保されるなど総力111とは興なったメリット

に魅かれているのかもしれない。現時/xでは 半グレ集団を対象とする

法律等は存在せず またメンバーの犯船も訓 'jiiに悶雌であり I，'n止代に
よる集聞であり I また|見l係の希薄伯から.EいにIIiJI“めが利かな くなる

と ilt思の事態を止じさせることになりかねない。そのような芯味で

も 半グレ集1'11 あるいは今後発生するであろう新たな集Dlに対する

対策も検討していく必裂があろう。

とはいえ.総力l判もいま村くは壊滅することはあり待ないであろう。

泌力|到とは これまで装能株主総会 Wi~ そして現在では貧刷ビジ

ネスと。ある官。I!.k 資金に!日きがることであれば。伝統的なシノギだけで

なく H寺代の枇先端をl県ぎ分けて |期与してくる集団である。そのよう

な意味では まさにi;:民一体となって対応していくことが。より求めら
(108) 

れるl時代であるのかもしれない。岐阜以においては 岐!iH'!~瞥祭本部

岐阜中野祭器 l岐阜県総力追抜推進センター 岐阜県弁護士会民l]f.介入

( ¥04 ) 
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眼阜県~暴拘堕費殉
〈公開増】般取県・カ近鉄雄遭センター

<1> I=~目弘前111

公益則1-11法人岐 I;I， ~，~揺 }JiIl肱推進センタ rltill岐阜ィ、 γトワークjより
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岐阜県暴力開排除晶例

"凹}

暴力被害者数済センタ ー 柳ヶ瀬R}j応街振興組合i色合会等が協力し 全

国に先駆け。新たなJI¥(組を展開しているため 今後もJYJ待してい きた
(] 10) 

い。但 し。同時にこれまで総力聞が行ってきたダーテ ィ ・ワーク (Dirty

Work)のうち. I必~・な 1HJT J と [無くさなければならない付つりを検

iit .うT事lしなけれlまならないであろうし 1両者については これをmう
:fHtを考えなければ新たな問題を生み111しかねない。暴力聞にしかな

れなかった勢。行き場が限られた人々を州何に救済していくかとのI/ll@

をjlHiえしなければ 良の芯 l床での総l)l~j撲滅とはいえないであろう 。

( 1 )暴力HlJ1による不当な行為的防止等にl目する 「担、iIt制定時の件摂11'組織令

都10糸町3節2ザにおける暴力聞を蚊.iLて;己品Lfliしたもので II会実態
としての誕7J刊かbみると その内行はH-であり}暴力団というI!L!討が主i会
で í~lÍ" していることから。新たに法11十 l の川加としたものである J (将軍;;1'，刑

事局暴力日1J.t鋭部監修 .Jt力日i対策世 研究会制 r;星条総力 F~n によ る不当な

行為の防JI呼にl則する世11'1(立花JF窃 1995 in Z，I m。なお tnll英法 「誕
力I羽nによる不当な行為の防止等に|則する;111'の立法過桂J北大法学諸U!'13 

巻5，;;. (1993年)1033氏以下 H本弁護士迎合会民事介入器力対策長II会編

同一僻暴力nl対館法1(1i， 'i'法研究会 1997イn 15)'.i以下千野作太郎 「掠7J

FII総合対策における地力 1;11対m:法ー特に針金槌仰のl~ lJ l と 総力的威力の減殺に

ついて J 1山III誠一=;1仁村滋=U 1J111:1 = ;1.&之=荻野倣 =1品川~=山木白人編

集委n r排出作野法 〔出l巷)j (主 花 11~J)j . 2014 !Ol~) 526 n以 F も併せてさ~!![~

のこと。ちなみに「ヤクザ」とは花札でJ，l低の干札である r893Jから そ

のように呼ばれているとする説がイj'}Jである ('iiJl弘融 『病且I集IJIの榊ili親

分位分県l立i研究1(疏1~L'n)j . 1 96311~) 1¥8 J'i ・119臼)。 これに対し 「誕力nlJ

とは 市民に対して 否定的な印皐を定請させるために叫持機関が川いるl呼び

方であって 緑))1.11は LIらを「総力HIJと泌めることはない。

(2 ) 加5010:Uii2りに係る部分に限る)および抗52~長を除く 。 以 F この長

および第 12~誌の 5 お 2 1li "ï2号においていlじ。

( 3 ) 当議日において吋~jj'波しに係る 11リの執行を終わり または執行を受ける

ことがなくなっている場合にあっては 可説執行を終わり または執行を受け

( 106 ) 
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ることがなくなったけをJRす

(，1) "iぷ11において円ぷ，fiJ!iしに係るJlIIの執行を終わり または執行を受ける

ことがなくなっている場合にあっては lil臨執行を終わり または執行を受け

ることがなく生った 11 を ~ñ-t

( 5) r実質11(j'~J とは fその単1J1司1Iが叶iJ出品JJI川町威力を利JIIlて資金拠!!}

活動をできるようにするため その器lJi'IIJlに・liz占晶lり聞の威力を.f11川させ

止はその暴力I'1I1Iが lls占排1JJ.i1の戚))を事I川することを容認することが 吋l占

誕1JnIの尖f'll:の11的であると認め勺れることJをいう (符察庁刑事局誕JJ問

対策部監修 liirlUit ( 1 ) 27日 n本弁護上述介会民'11介入器力対策畳11会

制 liiflUtl' ( 1 ) 2:1 ii . 24 ~宇) 。 なお迫雌誕「コンメンタール 暴力1'11新法j

(現ftIt~館ゆ92<1') 11 ii以円。

( 6) r lU:W経雌 I，~イi1U とは 「吋ぷ暴1Jnlの幹部である暴1J団員又は会推lJi'1i

1Iの人数のうちに山める犯:JllJA似イiI'i-の人散の比準が政令で定める比率を起Iえ

ること」をいう (作烈Ji'刷。11}"j)t))1刊対箭部監修 liirlUil， (1) 27 ii . 28 il 

11 本弁護 1 :述介会l~ ' 1 1介入品JJ対~~畳 11会制 ijifUW: (1) 24 n . 25 Yr ~;n 。

これを受け 誕1JJ.i1Uによる不 可な行為のji)jI1咋にl則する法律施行令 l品にお

いて ltJJJ.illlによるイ、吋な行品の防 11:~，~;に附する法11'自~3~長第 2 むの政令で

1己める!l! 1川町人数のI~分11;:に 政令で定める比率を下山のように，tめた固

集団の人数の区分 比率

3人又は4人 66.67% 

5人又は6人 60.01% 

7人から9人まで 42.86% 

10人から14人まで 30.77% ; 

15人から19人まで 26.67% 

20人から 24人まで 25.01 ~ら

25人から 29人まで 24.01% 

30人から 34人まで 初 01%

35人から 39人まで 17.15% 

40人から44人まで 15.01唱

45人から 49人まで 13.34% 

50人から 54人まで 12.01% 

55人から 59人まで 11∞% 
60人から 64人まで 10.01% 

( 107 ) 

65人から69人まで 10.01% 

70人から 74人まで 10.01% 

75人から 79人まで 9.34% 

80人から 84人まで 8.76% 

85人から 89人まで 8.34~見

90人から94人まで 8.34~見

95人から99人まで 8.34% 

100人から 109人まで 8.01% 

110人から119人まで 7.28弘

120人から 129人まで 7.09% 

130人から139人まで 6.93% 

140人から 149人まで 6.43% 

150人から 159人まで 6.2宮%

160人から 169人まで 6お%1

170人から 179人まで
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自主 9. ~，~.~止力 I.J\割 l'除条例

18日人か色 189人まで 5.65% 4∞人から 449人まで 4.26% 

190人から 199人まで 5.65~も 450人から 499人まで 4.23% 

2∞人から 209人まで 5.51% 5∞人から臼9人まで 4.21% 

210人から 219人まで 5.24% 55日人から 599人まで 4.19% 

220人から 229人まで 5.16% 600人から 649人まで 4.17% 

230人から 239人まで 5. 1 6~ら 650人から 699人まで 4.16% 

240人から 249人まで 5.01% 700人から 749人まで 4.15% 

250人から 259人まで 4.81% 750人から 799人まで 4.14% 

260人から 269人まで 4.78% 800人から 849人まで 4.13% 

270人から 279人まで 4.78% 850人から 899人まで 4.12% 

280人から 289人まで 4.65% 900人から 949人まで 4.12% 

290人から 299人まで 4.49% 950人から 999人まで 4.11% 

300人から 349人まで 4.45% 1.∞0人以上 4.11% 

350人から 399人まで 4.29也

さらに。暴JJI.H幹部の耳目として 暴JJl'Jlllによる不吋な行為の防止専にl則

する法l\<施行脱11リ 2~は 1 べLJ揖JJl'J¥(単);1司uによるイミ吋な行おの防JI
専に附する法flttP211:tP 2 :;に脱廷する誕JJH¥)を(t)，する地位にあること

②;IiJ主皐JJl'Jlの巡釘を立;配する地位にあること ③ 吋，占単JJI刊の活動に係る

官邸について叶i;;!i排JJl'Jlの他の誕JJI.J¥ll(!JJJFIIIlによる不可な行為の初11'.;1; 

に附するi'm lt~2 ~~'; 6 ~J にJJ1注する場JJHIJllに対し 指示もしくは命令を

することができる地位の附附 (可法排JJFJ¥が附肘的に附成されているfII体であ

る場合における "i核誕JJ川の場JJi.J¥1lがそれぞれ以する地位の附肘)または

これに相吋する j血仙の附ルjであ っ て，I 'I ~~附肘に同する 吋 l控訴JJ I1 Iの訴 JJ I.JI Il の

人数を 'i核問附より Lf.!l:の附肘に柄する吋技MJJI.JIの鳩JJHIJlの人数に加えた

場合においてその1l'，ll数が九怯誕JJI.JIの全ltJJHlllの人訟の5分の lを越える

こととなるものより上位の附肘に凶していることのいずれかに法当することと

し また 単JJl'llllによる不吋な行品の防止甲にl則する日、flt施行脱IlIJ3 11:にお

いてi 暴JJ Fll1 1 による不可な行品の防 1 1.: ;1トに附する itl幹部 5~第 2 Jj'(の脱定に

よる公示をする日前3011 以内のいずれかの日を ;~'JI!経版保打者のlt 't'のm江

の革推Hと1... !JJJFlIIlによる不吋な行品の防l上等にl則する法flttN3条第2り

の脱定による比率のmιにおいて ltJJFIIn または幹部である誕JJIJIIl 犯
JI!経臆保心身は それぞれ吋談件りにJじめる盟刊にe占刊するおであると脱泌し
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ている。なお j~IW ' li日 I~i i' (5) 38JT以 1・0

(7) r附制的構成」とは 訴JJI刊組織が 「親脱会 ~'j; の対等な個人の結合f，j;では

なく 組長以 F..n 1IJ[ ~'i; と称される件前i そしてその他の組11という形」の附

肘をな昧し 「それぞれは辿'i;¥'J:.意下i主の関係にあるJという実態に鑑み}こ

れを指五'Jtf't-と Lている。また ここにいう 「場JJl.ijを代表する円」とは

組長総長 会長時 I~ l~~'i; を材もする ltJ;1.11 q) i可制をいい また 『その迎'凡

を支配する地位にある円」とは若閥抗副柿佐会1<補佐里1");1主補佐咋と

称するいわゆるitl山幹部古川町II.¥J，t{Jメンバー$を立l叫ーする (枠祭mfl)');m.JJ

l司対策部院修 !抑制iI'(1) 33ft 11 本弁護 l 述合会L()l~介入暴力対話1~H会

制前叫注 (1)25ii.26Ji埠)。

( 8 )符察庁刑事川場MI1対抗im監修 liifl~ iI' ( 1 ) 34 n . 35頁 11本弁.韮 l
迎合会l~U~介入排JJ対策畳u会制 ・ iìíHU i.ì: (1 ) 27μ ・28頁等

(9 ) うち 誕JJI.II拙IId1の数は約25.600人で，jij{1に比べ約3.2∞ 人I また

市偶成J1専の数は (.J 33.∞日人で前年に比べ約 1.400人減少Lている。

(10) 符祭ri 組織犯卯対1i~~-Ií 訴JJl.ij対策泊!世州分析，(県 「ド成 25'I，q)排JJICij情勢i

( http://www .npa.go.j p/sosikihanzai/bou ryok udan/bouwi 18/h25.Jollsei.pdO 

l 氏。なお 201.1 "I':J JJ 6 IIIHJf日新llif(タJ'lfJ

r ltJJIlUlら6;jA;1，1fる??察庁暴対法胞行後初めて」も fffせて幸叩のこと。
(11) :"r察Jj'組織犯JI!対策部品~}j l司対革訓世 l'可分析，~~! . tiij掲iJ(10) 1 fi. 

(12) 詐察庁組織犯JI!対前部語力|司対前;~~ fI~[1司分析諜 liii ~品目(10) 5μ。

(13)なお このうち山 n剰lの掛 JJ間構成n~'~: の検弔人II は 11.308人と約5'，1，'1 

を山めている (件続1I組織犯iJi!対策部語力Flltf知謀世州分析諜 ìiijj~it (10) 

9m。
(14) i1 WI組の動 [{Ilであるが 「事務局長」 苛の役職を新設したほか r1i~~WJU

「本部長Iの地位をi弘前させることにより。 山苦手調lHのi]I illや千'i~lへの地位変

!J!を行う一方で Mt告人・J;を行い 体制強化ー刷新をl刈っている。また。 1111:可

illU剥l三代日組Wl.fftに r，l'l1漏l時制』が発刊されていたが これを悦するm.
で 2日13'1'7JJにμ'JIIIIIキllJ<ftl-l組長専の計H:iやff'l~tIH~g.~ で構成された機関

紙 ril1口組新制uが党刊され 副参剖lHに配布されている。fJ1~i会について
も 組織体制の強化をl刈りつつ 他間体との瓦好|同係を維持している傾[{IJにあ

る。焔川会についてはI 参加組織の内紛から 2013 ;1. 5 Hに稲川会を般脱した

者が発足Lた山知快瓦骨とのmlで辛銃八万事を伴う対立抗下が継続されてい

る。なお 山 11組は兵 J'lt~，~交換委 11舎から tI 山会と船川会は班点都公安委u
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会から それぞれ20日年6}Iに第8恒l日の指定を受けている (符野川市l織犯

押対策部品~JJ川対輩認企I可分析課前j~ ti' (10) 2μ 3m. 
20日JIにおいては 山LI組直径組長 (2次組織の町制) 8人弘道会直径融1

U (11/1 I剰13次組織の町飯)10人 弘道会直径組織幹部31人が検併されてい
る 0，，1. 9 Jf). 

(5) lM l-J l lIによる不吋な行為の防止専にl則する法lltの施行状況;.~の白押制につ

き 持照11組織犯)I!対策剖1M力日l対策課企両分析i県 i;;ll~il: (0) 24 ti。

(6) r資金雄仰のための前動も 覚醒剤の帝:/1:.. ~問。附w ノミ行為などの
伝統的な貯金1llil!J\ii~. JIijJに依然としてl山与し続けるー)iで WI~介入品1;や行政

対象)tJJなどを繰り返し1，;:近では公的融資制度tfを悲JIIしたJ!欺、i'f'1苛2を多

数政fi-jるなど H:1;経済的勢の変化に応じた多輔多以な資金拠1!~il~. !JO) を行っ

ている。 さらに組織実態の隠厳とあいまって. ill il1業不動産主金融 ~If.

島市場などに進iI¥Lて一般社会での資金Jal世話励を活発化させ 公Wi':l'iへの

介入など。その的動は広範 多舷に且んでいるJ(松j瓦JJ!!I，r M力 J.l1#~"n，動

的自ijJl;，1Jひろば65者2サ (2012年)Sffl。なお ):，:.J.直前=}JII藤公μ1=1己的殺

制 .~' rMJJ l-J 1排除条例と実務対応一点京都総力 F~排除晶例と 1i昨別実践指針』

( ，'i.林lIF院 2014 Jn 3 Jf. n祭v， 組織犯)I!対椛剖1M力 Fllk.J"1ii ，津 {~id~分析~m

lIiJlUil: (10) 16 ri以 lも 併せて参!!(~のこと 。

(17) 松i仮 1;;IJUil'(16) 5真。

( 18) よ域ほか 'I;i}j~i:t (16) 3 n (尼崎殺]。

(19) hup:llwww.m叫g:o.j p/cont日11/0∞ ~6 1 957.p 【I r

r 1I-:: ~駐が反社会的勢力による世告を防止するための指針j は そのIluliにお

いて 「今11 多くの企業が企業倫理として 排力111を的めとする以H合的

勢力と一切の|則係をもたないことをJ~げ 峨々な取組みを進めているところで

あるが 採JJ日!の不透明化や資金』射性活動の巧妙化を踏まえると 排JJI.II

排除E島理の向い企業であったとしても。総力間関係企業~，~; と知らずに結民的に

続前取引を行ってしまう l可能性があることから 反/1合的勢JJ とのl則係j~断の

ための取組みをより 肘推進する必些がある。行うまでもなく 反社会的勢力

を/1会から排除していくことは 暴力f11の資金源に打娘を与え 治安対抗L

傾めて市'lI'な課旭であるが企主にとっても 社会的MEの創刊川、ら.e.jl!かっ
Irc~なことである。 特に 近時 コノプライア〆ス屯悦の流れにおいて反社

会的勢JJに対して"，1することなく法fjtに日IILて対応することや 反 ~I:i'!的勢JJ

に対Lて資金拠供を行わないことは コンブライアンスそのものであるとも汀
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える。さらには 以ト1"'合的勢1Jは 企業で働く 1足並 I1 を隙 (1') と L てイミ，lí~;F:を

行ったり 企業そのものを焼っ取ろうとしたりするなど ;，)終的には 1.t::lill 
や株 iを合的た世::1m身に多太な被押を'1じさせるものであることから 反H
会的勢力との1山係iJt:断は 金::Ii ~)j術的制山からも t聾不可欠な盟JJiであるJと

Lて 企業活動を企刷におき i これを行わない ' I ~附については 基本(l~には対

組としていないことは191らかである。

r 1Í': Ji;;'反11::告 fr(J ~' }J によ る 披'，f~ を防 1I するための指針j が不される以前に

2∞2 !fの刑?よ犯認知t'!'I主はずJ285 Jjnと7<1述税で職後Ja多を，leHl... ;1'I i1< j~ 

検弔‘事は過去 ll~低の本市となったことか~. r 11 .1':O)~:'Í~神川が 1，1)克 L た J な

どとするメディア十11辺やIlt，畠が見IlHされるようになったため 都 15.1111]1 kl i7に

おける内|副総J~V;:I : ~ の純政MI に l則する出品において rl'll(の多くは治宮町

並化に対する不五を抱いています。来'1'1且 4.500人の符祭日をl1'IUするとと

もに 駿nの1円強や鐙，控除慌の幣I閣により11¥人l‘I)"I:J1llの体制を強化するなど
総合的な治安対前に努1Jlます。 これらを通じて 11げよ一安世ない! 日本

のi出訴を閃りますJとL 治安:Jt:化について初めてJ泣きれ 第 156[111[川会で

は 治安]::1姐にする町民が例'1になく前世になされるに世った。また。 2∞3<1 
秋の#政党のマニフェスト曹においても治'ムのml姐が取り lげられるようにな

り z∞3 !f' 12 } J. J~"!M ~lI制僚会設において rm:}f!に卦!I.r、社会')iJJ!のための

行動JI同 r Ilt叫一安全な1'1 日本jの復活を 114ttlて J (hllp:l' www 

kanlci.go.jp/jp hanzai kettei/031218keikaku.htmOヵf1fC;'己されることになった

(その後 2∞8'1'12}f1ニ r j~:}I!に強い 11 会実現のための行動 ，11'1術 i 2008- rlll. 

非一安全なl‘1. 11 ~'J の御前を IlmL てーJ (hllp:l/www.cas.go.jp/jp/g川you/

jimu/pdfl081222kcikaku2∞8."dOが改めて示されている)。 これを.1:け
2005 '1' 12 }fには!犯:}I!対抗l出僚会，;)唱のドlこ，t11rtされたlt1JFII資金源専の総合

対策ワーキングチームが l司生J!~'行政法人地JJ公共"'1体に対して 公共 1:

'I~からの排除対象を 191匝に '1、 L 寄療との述拠強化 および誕1JJ.lIU事による

不可介人に対する通jJ!. jJ! :，;.制度的時人がoRめられている。なお この山につ

き 中村Y.:.代，;1rJt1JI.11排除の進民と排1J1."厳脱市引1¥'のイi'U'-そのrfJ;tと十l

会復帰支援前動の一段Ifli-J銀行法務21750ザ (2012'n 29li . 30 frも 削
せて書!!({のこと。

また 『企業が反ト1::z!的勢}Jによる世'gを防11するための指針jにおいて

語1JFII排除長lJ'iを拠約J'JillのJJi.1I11に!i;づいて盛り込むことが"f能になったが

さらに 2∞6<1'7}f 2111 犯，，!対昨|同僚会"曜の下に f誕1J1司針金源1ff総合対
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策ワーキングチームJ(2∞7<FlOJJ211 r誕JJ[.l1取締り可総合対抗ワーキング
チームJ1こ改組)が股Irtされ 以後 排JJI.J[の資金ibi!に打略を'jえるための総

合的な対策について検Hを行っ た紡 月~. 2006<1' 12J) 1911に山Illliされた犯:)[¥対

策|同僚会，!it?!18 いl会合において r~Ju: -' J ~からの排除対量の IY) ，!li化と符黙との

辿J抱強化J. および 「品 JJ J.lUl等による不吋介入に対する通報11H~f制度の場人」

を各1i1Jにおいて11i'巡することとされ 2匝周年 12JJ411 排JJH!取締り事総

合対策ワーキ〆グチームにより 「公Jl')I:l1可tからのltJJI刊胡除のl担割lについ

てJ(hup:l /www.kantci.go.jp/j p/singi/han削 /kcttci/ω12221haijol.pdf)がイ、

されたことにより 世主だけでなく 公共J.l1f1'においても 排JJlmJI除が点的

られることになった。

(20)全凶器JJ;(j肱迎動推進七/タ一 日本11'，J!!J:迎合会民ヲ)1介入器JJ対策畳11

会 普務ml'I')II"j組織犯，11対策部が i一体と字以 tt:l1における反社会的勢JJへ

の対必の実態守 『世毘が反社会的勢JJによる値引を防 1 1 するためのm~I'J の羽

入状記専をJ自制するため 2012 iド7JJに全1'1の世主 1 )j 11を対説として tHI 

会的勢JJによるイ、吋盟ポの布無やその内科 『世監が反トI:~的勢JJによる融'g を

防止するための指針jにJ院づいた反H合的勢JJとのl則係遮断的取組状祝行政機

関への~'1{悼についてアンケート訓告した結晶が取りまとめbれ 1 ，，1 '1' 11 JJに公

去された(tntp://www.npa.go.jp/sosikihan削 /i>ouryokudan/boutaν20121115_

enQuete.pdf)。

(21) r佐賀県器JJIW)I務所事の開誌の防止に|山喧る長例J.r)<崎県単JJ[.l1・)1務
所専の排除に|則する舟例J. rIJli I~~m品JJHI排除活動の11i'ill:に 1則する長例J

は 総力HI事務所の間1，1-"':を防止することに I'IU!がおかれていたが r ~，l川県総

1JI剖排除条例jは さらに品zを進めJJ!白 書くの側道府県で施行されている

暴力1'1排除条例に近い形式となっていた その後 杭rmにおいては r(/i.fi 
l日暴力問排除条例」に また長崎県では. r長崎~I，~語力問排除条例Jに改正さ

れ それぞれ2012'H JJ 1 11 から施行されている。 制品H，~においては 諒JJ

1'11排除をよりー制 強JJに般進するために. r')11I1;'の契約時における~，ltdn J

については 2014年'1JJ 1 11より また 「特定地域における誕JJI;llm' ~告を推

進するための~1t; lnJ については戸1'1' 8 JJ 1 11より 改Rのうえ施行され

る。九州において排JJ1'11排除長例が士1'1において先駆け的に施行されたの

は やはりltJJFlIlll)による散しい抗争がlJ;tlJ4であったと思われる。1，，1n'の指摘

として 止場ほか li;H~it (16) '1 fi . 5 fi [1(¥崎殺〕。

なお 偏|岡県以JJI@I除条例につき ，'.1.¥川市- rfiJ I吋~，~排JJHI排除晶例町制

( jJ 2 ) 
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ほについて (1'.)( nJ 符占62巷12~;. (2∞骨骨 )Hi以 f.1"163控lり

(2010年)92 fi以ト '1 ' 111';1映 「先進ユニーク条例制|吋Vr~暴力開排除条例J

fJ if; fj;iU~研究 21 ~;. (2010年)48 U以下胤内JL彦 「制問県総JJHj排除条例

ーその(J:.!5eとo:訓J'1>:l'i l'ド1: と f，~怖*理 24 0 2 ~;. (2010 {I・)1泌氏以下 /11 

付，1:1事rlú\I町 V'\!~JJ1.1/紳除晶例の意品と今後の課題」早稲川太学十l会安全政革
研究所紀民3~;. (2010 <f'.l 27μ以 F.1己U¥'f:lr h.ìJ吋~，~l是 JJI刊排除条例の改

JE ~1; について」 般市16103 廿 (20 12 {J') 5 lT以 F等書~l!((のこと。

(22) Jl(j;<miJtJJ 1I1排除条例につき 波温雅之 「点以師IJ.¥¥JJJ.I!排除条例 (1民称)J

に l則する布川 IH]~ ，rといl長例が飢行主務に与える彰特」飢行法務21手1:在13

~;. 12μ以ド 都民的安全'正し、 Iq.:;!な生活確保めざL.. J.I! J;(郎暴力D!排除

条例が公布されるJ'i':l'iI'ド1:と flllm1:i'PI! 25 J.. 1 ~;- (201l{1'l 140 fr以 F 石
崎新一 f点点都民JJ1.1/排除条例に院議あり リ インパクンヨン 178自 (2011

'1・)153 ii以! 政治雅之 rJUJ;(部品品)Jf'l/排除晶例の金融機関の実務に与える

桜脊」世融i1:1車'f>tll59在8~; (2011 {ド)9Hr以ド 飯府/ljIj直 「見u;(冊目i暴力問

排除条例的制辺についてJ~t諭 6.1 巷 5 号 (2011 {J'l 22μ以F 大11J比央=近

藤.fJI人 「点点目IJ.¥¥JJI.II排除条例i星条解説 (U (下)J 1司62il以下 I司6-1巷6

り (2011'f'.l 114 ii以 F 竹内向1r Jl(応部単JJJ.I!排除条例の施行と内部統制ン

ステムのIli，l.'，(検 不吋要求の11，絶から助n取引の封1:除へ」旬刊商事iU.1937

~;. (2011 'n 7 ri以 1'.1</11見氏 r>>iJ;(郎総)JI刊剖|除晶例について」技研60

~ 9 ~;. (2011年 2氏以ト 波遺雅之 「点以郎暴力J.JI排除条例の金融実務対

，6J辿刊金融財政事情62038~;. (2011 'J'l 62 n以下 川本l七「晶例のsI.，JI.

出J;(ft/IJ.¥¥JJ J.J11JI 除条例の脇行と1:;:、縦機関の対.c'JIt<.lirJ¥W終'F';:128 ~} (2011 

'I'l :Hμ以ト，}:.川見央 rr Jl(以郎場JJI羽排除条例jの慨民」ひろば65在2U
(2012 '1') 13 ii以 F. f U.:- f~ r点以郁JtlJfl/lJ/除晶例の立みと l問題一企業活

動との関係を中心に」ジュリ 1.1311~;. (2012 <1') 48 ii以ド事事1111のこと。

(23) 符奴Jj組織犯訓l対策部単JJ1"対班課企l困分析~~! 前lUiJ(/0) 31 ii。

これまで制定されてきたJ.¥¥JJ川排除長例は それぞれ独fJtJoはみられるもの

の 概ねJt通的な内科 い 総1111 ② 語JJPI排除のための基本的施策専 ③ 庁

少'1の他令なfflocをlズlるためのt首位 ⑥ '1，:ri .y，.の語力 l 刊 11 咋に対する利益fI~

Gの情11:. :1 ィ、助慌の必波ごすを L ょうとする fí'の講ずべき柿In~'~; ) で構成さ

れている (怯以胤'tr語JJI.I/排除の展l品j と課旭j 金融iH~'f>tlj 1938 r;. (2012 

'f'.l 32 J'i)， 叫i，'Ji一般的胤泌が 持品位 JJ J.J I排除~例のモデルとして活mされて

いるものと目われる (浜川治 「誕JJ刊排除条例の特色とi1:11'川姐J郎11)'IllJ J[{ 
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岐叩P，L暴力団排除条例

103号 (2012<1')46rii.i' (7)も!日j旨の指摘をなしている)。

(24) 2010年9J1定例会 (第4回)において筏川波uより 岐 ' ~J. Y， t. f?妓本部

長に対し 「以内におきます犯明白悩勢は 科策本部民を初めとする符紛れの御

努力により )111法犯認知件数は減少を続け 必知件数。検挙数など。統Inデー
タから且る，i!1MI的「内J なものである J指肯数t治f古ì~安tは改f持Y守f さ れていると和向l つております

が! 全凶的に比ますと 』航長り込め;清北欺にl問則するl耕目酎『手の手口の発生や i地品力l問刊を

1和初り切jめとするl反又干引I会的勢1力Jカが、国外の4犯臼卯融組l織とつながつてl凶正虫l!ttt:

き1泣止んでおります。そう Lたl中lれ1 マスコミ+有祁i詰i辺なとど，により!感卓じる 和何Iとな〈と

いう Tlïl~の 1品:l'ìからくる辺四回Jなものである体略的安を向上させ 具に!~1J 1 1の

起きにくい草l会を実現し。今回 車、の質問のキーワードでもある1・::f:でJム心な

岐阜県を実現するためには 脱範官臓のlirJJと市民のきずなを強化L 反11企

(1(1勢力を県民生活から排除するなど '1":民をmlわず社会を挙げた取り剖iみが

必要であると思います。本年611には 凶技である大相筏への反社会的勢力の

|則与が発見し テレピ中継が中止になったのは記憶に新しいところですが 山

内ではilf近でニそ けん銃発砲を伴うような '11件は先~I しておりませんが τド

成 20{fSJI には，荘、の地元。 1出組!Tliでも 1~砲'11 1'1 が発生l. {Jt(の枠さんが

大変不安を:11:えたこともあります。また 飲食山などに対するアノケート調査

結皐からでも いわゆるみかじめ科 川心怖科などといった不当な:Ji!，ltを受け

ていると凶答された方が全体の l問。もあったとの結*も発表され 地位rli内

の飲食mでも本年二JIに川心悼料を聾，RLたr.に対して 暴力問対策法によLづ
き同級の行為を煎11する行政命令をiIIしたとのffrIJilJlliiiを知り 大変鰐いてい

るところであります。叫行政においても. ~rl! 町、I I!~'II却‘によ り反+1 会勢力が利

益を仰ることがないよう すなわちl'，!.l'¥:のl'tl[(な説金が不当に流れることのな

いように 容貌との情報交換を緊滑にして行われていることは 卜分承知をいた

しておりますが 彼らは組織実態や活動形態を併イl化させ 罰金版活動も多純

化させており 符r.fの取り締まり強化やM1J11j対策法などの聞係法令の改jl

強化のみでは 排JJFijのJ11滅までJ立ち行かないのではないかとfiL供していると

ころであります。地成の安全安心を守り (1みよい副会を築くためには 不

法な組織のJJlq棋を地めなければなりません。そのためには 主主総力の強化はも

ちろんのことですが符奴のみにすべてを任せるという時代ではなく 2087] 

県民の力や地方公共日1体 関係各機|則やil(!住者などが一体となり I いわゆるtf

と民が協働して.11会全体で対抗していく H幸四lに*ていると思います。稲附YI!'

などにおいては総力EIIIJI'除条例を制定迎川しておりますし 隣接の愛知

( 114 ) 
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if(両Mを相j的 多〈の都道府県では[IIJ憎の条例を制定されつつあるとfllJって

おりますJとし 岐 Ij l. MI における l"JJ J.l 1の現状と今後の;.t ~lに対す るI't川が

された。また I"PI' 11 ))定例会(第5川)において Ili 川 *11;1.~，~知 'I~は 「品

部 1~6 りは ~I，~ l¥: '1的此ぴH会縦i向的助からMJJ川町排除をllUlliするため l" 

JJ問排除条例を制定するJ行の制作をなしている

なお 2012il' 12 )J 26 "に .~例都 97 りとして 岐 Ijql，~U:))J.I I排除晶例も

一部改正がなされた このI'iについては 後述する。

(25)悲法抑制品における rW1Jtの範間l内でjとの胤定と 地)J l'l ifì il: ~í~ 1'1品

卸IJliにおける 「法令にi畠Iえしない限 1)において」との胤定は川憾に併すベさ

である(怯ノド品川 『新聞i 返 ~J也 )j J'! i合法 [第 5 次改定/~i lJ C;' 陥，1~1)j • 2ω9 

S/C) 140日) なお }';i-t、舟洋 r\l JJJ.lI排除品例制定 l の，;~旭と民明 ( 1 )ー持

者4との述携のあり )jを合的てJJ'! if;研究88岳2:;. (2012 SI・)75ti. 76ti 

(26) 戸部f，{出 〔刈焔布1.と楠.tIJPl?il (部5版lJ(引地，Imi. 2011 {Iq 361μ 

なお illi部ij:也 fitT法学教明 (全a汀司}2版)J (" *，;'1'品十J:. 2∞6可)581“以
下松)1戊，!t!r I!本1'IiJ!.i1:( 白~3 J抵)J (荷 量! I~/ . 2∞7 iJ') 286 ii以ト， J土谷川
品目 Pl?il，(節4版lJ(VrJlI:社 2008il') 460山以ド野中俊届 =ljl付時日J= 

r¥S .1古布l之=向l，I.勝flJf:i¥W 11 (第五版)J ( イì~1間 2012 il・)'123 ii (野中俊

彦).辻村みよ{.r占~il (第 'i1~i )J ("本ぷ占社 2012iJ') 513μ以ト 権谷

舟樹 f由法 [ 首}2 版lJ( イI 当!I~I . 20日司 )75-1 ri以下事も併せてi5:3μ以ト書

)!{~のこと 。

(ロ27η)なお f砧l止~~山:巧z よ此t判}所苛は いわ:申φる徳品 l山Ii公=左(~拒E 例白11付「円l につき r ~粂h例がlい川h川の

i1令にi述畠ωJ反豆する治か、とど，うかは l帥州山川iI打Tの対卑'1μL切耳瓜1と脱，必記文，¥を土.t-t)比比するのみでな

く それそ

るカか、どう治か、によつてこれをi):決JたtLなければなら4企j:l.い、づ」 とL.rある ')1耳瓜lについて
lド川‘吋10)法令'1'にこれを脱1Jt，よる191立:の胤定がない助frでも 吋諸法令全体からみ

て イ1規定的主如が特に lih占 'I~JIiについても、かなる脱削lをも施すことな く 政 lrt

すべきものとする他行であると射されるときは これについて脱11'をdける;r，

例のJJI.;己は l ‘!の法令にi畠以することとなりうるし。逆に。特定 'I~ JIiについてこ

れを脱11'する1'1のUぺ?と条例とがliI'!iする場合でも 後円が州r.とは別的"的
に基づく縦11'を():I刈するものであり そのi血111によって前目的脱定的.0:1叉lする

" O~ と効果をなんら刷押することがないときや 両目が[JiJーの"的に/11たもの

であっても 1'1の法令がEずしもその脱定によって世1'1的に-11'にJliJー内科の

脱制を施す担行ではな〈 それぞれの梓泊地}j公共J.l1体において その地)jの

( 115 ) 
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.11;1. ~， t暴力 FII排除条例

')[，tt'iに応じて ))111立の規制を施すことを7許認1る雌汁であると併されるとき

は 1，1の法令と条例との川にはなんらのl'''l'~Jf触はなく!晶例が1 -1の法令にi畠

反する川昭は'1じえない」としている W(よ)判附ヰ1150
'
1'9)110111川県29

巻 8~;. 489 m. III 1...本件において川姐となった道路交通法と臨FJllijlliLtぴ
集I.JI示威運動にl則する晶例について 「道路交地法は道路交通扶1(:のi/I:l与を 11

的とするのに対し 本条例は逃断交通秩序の維持にとどまらず地1i公Jtの'庄

市とfH(:Q)維持という よりJtはんかっ総合的な11的を有するのであるか

ら 問者はその組制の11(1りを全く[，，1じくするものとはいえない」とし日的の

A複を有記しているわけではなく またI"J一11的の場合には r 1'1の法令が4

ずしもその胤定によって士1'1的に-1Jtに[，，1一内科の版制を施す他行ではなく

それぞれの持泊地点公共同体において その地Jiの:lWIに止、じて 別段の胤制

を施すことをff認する組行であると併されるときは l‘lの法令と条例との[111に
は企んらの1'IIl'収触はなく 条例が1-1のW~~にi韮 1:1:する 1111姐は '1:. じえないJ と

している。なお 本判決の解，dt' )!付金として 山川純 「動き始めた公安晶例tJI

，JtJ法セミ 245り(1975<I'l 4 ri. r r交辿段"を維1.¥すること』ということを

テ'モ行進のi盟サ、I>mとして定めた公:i<.: ~í!時はそれが品hUt n11こ-1"ぎるという PI! I II

で道法31条にi品!えするか 世U'~di公安条例'IH'I'/'!町民判決 U:)(F) J 11干の

法令叩8~;. (1975<ド)52 ri以下 1，，19ω り(197511')47 rr以F 松浦紫 「公

安条例に l町ーする JI~ ~:r， 此の斬判断」 符品 28.& 11 ~;. (197511') 88μ以ト 刊r1 

刷雄 「公古来例的滋法適合性にl則する 50，9 '10M:山政太法廷判決Jひろば

28巷12~;. (1975 jJ') 21 ri以ド 新)1研究市 (早陥川よ学法学部)r徳M，li公

安条例'1>('1ー集nfデモ行進組制と:.J.ut31 ~長 VlI 1111 iよ冠 五品ーJWセミ 2'16~; 

(1975 'J') 140 ri. tt修三「徳山11i公安来例。I1件に|則する以前III..kW廷判決と
そのもつ影特JJを与えるj法学通鼎 13.&(1976<1') 1 U以 f..fi村内約 r}， 

JJ!Q) 1'1111と徳品rli公安条例Jr町HlI50<1'1止批判解J(イl斐l出 1976 '1') 9 ii以

ド 松illì繁 「公主条例に|則する J，!近の lli ，~'，~ 此判決」 符研 47 ~ I ~;' 0976 {ド)

3i1以下。 iU{，;:.ir公安q，例判決の動lilJJジュ')605 ~;- (1976 <J') 14 j'(以ド

fす似威彦「公安~例 ll~ ~:r， 1&.判決の杭JtJ判タ 330~;. (1976年)2日以ト 佐伯

T削 「公安条例とl11JMI(11危険犯 (1)-(5."，)Ji1時49畠3~;. (1977 <J') 

8Ui以 f'， [1I149~5 ~;' 09i7il::) 120μ以ド 1，・1'19在6r;. (1977 'J')副)fi 

以下 I"J49畠9~;. (1977 <1') 37μ以ト 1，，1，19.&10 ~;. (1977 <1') 81 ri以下。

[..J.tU大学JI'JiJ，研究市 r/111 WI i!;}J!の'YI陥刊J法セミ 28<1~;. (l978<J') 152 r! 

153Ji. rl県PI行進且ひ引3開示威運動に|叫する晶例 (町i有127<1'徳品r/i条例都

( 116 ) 
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3 ~;.) 3 ~ 3 i;'， 5 ~と道路交通U、 7ï~ 1瓜'1iJ'， 3.iJi. 119~ l.l)'i 131] 

徳川 ~I，~道路交泊施行制Uil 11 j長3りとのl山係 2.1I'II1iJil、脱があいまいボ'YI冊のゆ

えに迎i1:31 条にi主反するかどうかの判断)M~ 3. 11!J.Illiillii.l.ひ・MHlltl、戚述動に

附する長例 (町l布12711'.:徳!:hJIi ~ f~舟有';;3 り ) 3 条 3 りの 『企:;w f~ J{: を維持する

こと j 町立.&とその犯~J I!H育成主f't.と L ての 'YJI車tt4叫nlli Al&ぴ娯l刊ぷ戚迎

動にl則する条例 (1I{f品127 '1'1忠 }:~rli~例都 3 1]') 3 ~ 3 ¥j'， 5条町民l刊行進布

に交i岨秩li:Q)劇討、トにi畠1λする行為をするようにせん即Jした，9fl.1と巡附交通日、 77

条 l瓜I]IJ-， 3J)'[. 119条 1J)'i 13む 世l 品 llr~道路公;辿施行制i叫 11 品 3 りの??

然科民の付した道路1*川市 ur~ f'1 に述反してだ行進をした所品との~JI! 数 J j)、11.¥

'凶器!日(1979'1')115山以 F 竹内iEr公安晶例と追う記法とのl目係 犯)1'附

成l¥!1午のIYI冊tE-J 1，，114"μ以ト 武111誠 「公宣告例と道路公通法J1，，1よ十1:;1，

f}.~ 28岳61;-09ii年)107μ以下小川健二 n集J.l11 i ;tb且ひ' ~1FI 1示威述動

にl則する晶例 (II{!~11 27 {I 徳山r!i条例都3i}) 3~3 i;'， 5~と泊飾文辿法 77

条 1J)'i"サ. 3耳i.119ii> 1 J)'i 13日 徳川県道路交泊施行細川 11晶33Jとの

関係 2刑a司法脱があいまいイ、'91碓の申えに滋jJ，31岳にjfJ，J.λするかどうかの
判断)~坤， 3. II!J.II行;tbi.l.び鼎1'11示威運動にl則する条例 {町内12711!徳品市長例

都3¥}) 3~3 りの 『交通秩序を維持すること』 の宜晶とその犯訓l構成聾 1'1 と

LてのIYI砿tE.'1. IIHH行進且び県開示威運動にl則する条例 (附tll27 '1徳品市

条例都3¥j') 3 ~民 3 1]-， 5 ~の県fH行進行に交通 fW:の維持に造反する行品を

するようにせん動した所おと道路交通世、77*1 J)'i'II;'. 3Jli. 119* 1 J)'i 13 

庁!位}:b~I，~.ìû路交泊施行制Uil 11 * 3りの符察腎j占の1.1したill附使JI/ii'f uf ~ ('1 

にi主I.iしてだ行進をした所為との非数Ji!、作会制 r/，) i'::i /J( t'l 19ft'l 1<明日l/1'I'II.1:J

(町i布150年度)J(i!，¥"i会 1979<J') l56tr以 F 山川敏 「世j/:)，1;公立:条例'11(lJ

雄川-ml制 f行政'1"1例行選 1J (イI斐問 1979 <)'.) 116，1以卜 1<谷/lLiE瓦 「公
安条例と追わjァ 飢')，J;公安条例は進法31i長にi畠!比するかーj小林[1'(樹制 fHE

法の判例 [第31出11(イl斐l同 1977 <J'} 70訂以 f. J;~雌村久 「徳品市公'正晶

例).:;1廷判決J野fl1f52巷81;' 0981 <1') 53臼以ド 訟Jt-&，!t.!r陸、1:)，1;公安%::

例事件一条例の合車性 'YI位性の.PIl諸 一般法と特別法Jr車i1:，)F，u:J(11 本A
諭社 1983 <1・)102 i'i以下 三井ぷ 「刑ilili-1脱の'YI純性一徳山.Ii公安ii>例白1111

J '1'野随一 =松1己的也福 r11'1 i1:判例(1選 1(総占)(自i'i2版11(有望ISI

1984'1'> 1'1μ ー15!"f. IJtI II.IJ!.品 「公;延長例と泊先法との関係j佐々木史朗=

川町桁=れIf1:.初雄=加藤1'11'1制 『符察関係基本判例解説 100J(判例タイムズトl

1985 <1・)238訂以下 Jiillll靴英 rj1文のゆI砿性と解釈のIYI耐性」 ジュリS53
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由主!;!.~I ， ~~t :;l J I司~i'除晶 i刊

(198同年)52ì~以 F 杉本n純 「徳山市公安晶例可IH'i'J1:1山と.iE品3s巻5J，t

(1987 ，ド)'15 n以下綬原猛 「公安条例の191雌性徳山市公安晶例ーJ12部{;:t

w=向綿布l之編 [;革法判例百選 1(第2由民)J(布斐|出 1988年)134 n . 135 

n. ;lli川一日11r条例制定締の範1mと法理 (箆品市公安条例弔問 )ーイL、安条例は

迫路交通法に抵触して逃法94条に述反するかーJ樋11陽一注目fljl俊彦編 fhit

法のよいド判例 [節2版)J(有斐|出 1996 <1') 220 n以F 州 I~行 「公安条例の

191陥甘一徳品TIi公安晶例司In-J;:"郎日将=出揃布l之=良行部恭!JJ編 『由法判

例百選 1(筋4，出)J(有斐|削 2000年)178n. 179n 山市iLI~g'. ri1dltと条

例制定柿の舵問l 徳山ïIï公安長例'1"叫 ー」 山部{;1科 = IE綿布!之 = 長特;'ilh~~抑制

『止Ht判例百i1i11 (抗4版)J(イI斐 I~J . 20日o'1') 466 n . 467μ 野坂聡司「公

安条例による民日1行動の規制 徳山T1i公主品例11吋l判決ーJrt教 310，，;. (2006 
年)56n以下 村山地太郎 「公安条例の'9)雌性一位向市公安条例、;JH!j:J?:~-Iß，f11 

之=長谷部恭!J3編 f沼法判例百選 1(第5版)J (有望~I瑚ー2007年)182 n 

I83H. :It村干'{.'it rどこまで使える?徳山Tli公安条例ヲM'I判決の射f'IJ自治

'Janセミナー 48巻51}(2∞9年)73 n. 1..) r探州り徳J:~.11条例'11件判決一公

安:晶例と泊路交通rj;77 if，J J") '18巷 10サ (2切9'J') 65 n. 111本館彦 「徳M市

公安条例'11円判決を読む 『コンテクスト』としての分柿改革」法セミ 58巷

1.;-(20日'J!)46 n以下 JlI-FN r徳山市公安条例と迫路交通法J健部力=

小師純子 =msl;;疏 [J也 7ï"l 治判例百選 ( t!~ " 版lJ(イI 当!I~) . 20日<1')5'1 n 

55n 木村1，'1:太 「公安条例の明確性 総J:~TIi公安条例リル('1ー」 長谷部恭!J3= 11 

川他百J=子、戸市必編 f泣法判例百選 1(都6版lJ(布製IMI. 2013 <1') 186 n以

下得。

(28)地方自治法第2条第 16lJi後段は fjUI町村及び特別区は 当日五郎迫府県の

条例にi畠liしてその'11務を処耳11しではならない」と脱注している。なお この

点につき 松本 l削Uil.(25) 76真。

(29) hllp:1八.vww.pref.gifu.lg.jp/police/kurashi.anzen/hanzai-kenkyo!sosiki

hanzai/bouhaijyourcinituite.data!omonanaiyou.pdf 

(30) このように~;!民概念を拡大して解釈した条例として たとえば岐!;l.~;!公

衆に北t..<迷惑をかける行為等の防止にl叫する長例が挙げられる。

(31) これまでにも 「暴力団11でなくなったHから 5年間を経過しない者」と

の胤;むをしているものとして 貸企業法的6条第6羽 山柿管理回収拒に閃す

る特別問i出法節5条第5lJi 裁判外紛7ト解決干統的手1)川町1J~巡に|則する 11H I!:~

7~知 8 り社:カOÌ~‘げられる 。
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なお 「暴力|司nでなくなった日から5年間を経過Lない者J概念を棋))1'11 
排除条例にJ;Qjとしているのは 岐阜 ~I，\以外に It海ill 岩手県 宮城~\~. l.1t形

県札1\ }，'ð~I;~ 茨城県栃木V，! 千葉県神奈川V，I;.fJr i?~} V，L ';;i山県イiJlI Y，~ 

山梨 ~l，! 福引 y;~. I'üi- I~，H，\"愛知県 三重以滋釘 V，~ 大阪府伝此l弘和歌山

ll，¥ 問山 tl， t. 徳品 V，~骨川県山口県組問Y，~. {!i. fil'， ~. 1m本県大分llJ I13 

崎県がある。

(32)大川=近雌 iiiIJ~il' (22) 67 nでは f排))PI幹部の自宅で1:1'ij~'(10 に r ~'i 

い来jが出入りしている止、接HlJJが例として示されている。なお J(.WY;~M }J 

1.11排除条例第2条約5JJiでは地暴力llI'Ii.1Miが胤;じされており これは誠)J

川nによる不当な行為の防止唱 に附する法1It~';3来的2~}!こ規定する緑))PI'除

却が暴力聞の活動のために1iう辿絡 または待機的川にIJ¥されている胞設

または施設のlズ阿された部分その他の暴力FIfヲJ'務所に市tずるものを指す。

(33) なお ~U;t部地))1.11判l 除条例においては さらに 「誕!JrJlと交際しないこ

と」が盛り込まれている。これは 『企業が反社会的勢力による1主主を防11す

るための指針j における 「反 H 合的勢力による被~，1;'を防止するための北本IJ;OIi]J

において定められた rJ肱引を-(;;めた一切の関係遮即日に包合されるものであ
り Jjij 111副長英首郎大学点以法科大学院教授をJ4Hfとし 近藤やよいhl.立区民

隈)1敬子学習院大学iki';部教授 長l己敏成計誕J:.H上事弁護士 山崎lまーゥ

ンオ~li:機株式会社副WIJ を吾U とした 「車京都における誕力問排除条例に l目する

イiJ最高会議Jによる悦，Jにおいても 総力|刊との1則係について そもそも交際

Lないことが411摘されてきた。

現在 岐阜県総ブJi1l肱抗逃センターにおいても 「採ブJ問迫政 三ない辿励+

I Jが推奨されている。

(34) hllPゾ/www.ccn2.aitai.nc.jp/、gifu-b/

(35) なお岐阜県以力nI排除条例都 5~第 2JJiにおける 「事業」について r'J'
::j;Q)準備を合むjとしていることに対しては たとえば 「商liltを生産する・J.

業にl則L 生産のためのc場処設の;n同段階で '1>::1;'/0;が工場ill設に川滑に
。手できるように総))PIUに金品を波Lて地正対鍛を依相するといった行為も

利益供与:JIlの対象とすべき必叫があるためである」と考えられる W.¥川 Jjif ~IJ 

i.i' (2]) 8 i1 • 9 m。
(36)暴力回日と mi::O，に，1雌される行為jの例としては 器力rllnがl山'Jす
る1!r. 1'~ ノミ行為等への参IJII.lt力開nと町内縁関係や妥当性を欠く J'U-綜
絹l暴力l'llnへの成拝 中了しの問答 暴力FHI1の也紡.jHl!へのIl¥岬』 主語力F1fU
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岐li'貼lt:JJFlI排除条例

との旅行 ゴルフ M))I:II11 ~"が i'.仙するゴルフコンペへの参加排JJFllJlの

UIIiするパーティ 出会 i!'I(会への事加I 後般会への1m入符が併げられる

(r岐阜県総;JJ川排除来例 pμt苛のj.'t務と長例迎!正を問われる行品J(h<<p:11 

www.prcf.gifu.lg.jp/policcノkurashト山1zen/ha n za i.k en k )'0/ sosi k i・hanzai/

h a nza i/boll ha ij y01l rei n i t ui t e.da la/ j you reise k i 111 ui h an n.pd f) )。

(36) たとえば岐叩 ~I，~が行う契約からのJA\JJ 1.11排除に附する1~概要綱第 l 条に

おいては 「辿泣c、I(辿iJ:1則述業務 出林1:¥1由業務及ひ'物1ills凋述等jが弔げ
られている。

(37) htlp:l/w¥¥'w.prcf.gifll.lg.jp/kcnsei・1Incil n yusalsu-kok i n/n yusa t su.johol 

nyus<ltsll-kcn-ig川lindcx.dala/bollhaiyoukou.pdf

(38) 岐J;!. V，~n{行う契約からの暴JJ IlI俳除に附する併置第 3 条第 2 廿~都 7 J，}に

組定されている① 1111専が暴力l剖Jlであるなど，単;JAIがその経常I もしく

は連常に実質的にl目'Iしている例人 または法人等 ② i:.Hl~t~;n{ 場 ))I:)j ll

であることを知りながらこれを11!1I!しも LくはMIIIしている倒入。または法

人宇 ① 役U~1;がその属する法人事 bし〈は第一.J¥の不正なfll必をl刈るH

(I~ もしくは郊二'.1'0にmxを1mえる11ñ~をも って 排力l羽 もしくは誕JJlllll
~l}を利川している例人 または法人事 ①役m宇が誕JJ日i もLくは暴力Iilll
~1; に対して資金叩を提供し もLくは悦'1"(を供ワするなど u1接的 もLくは

杭極的に1.OJJI'IIの維持越'/{にI晶JJしもしくはl国ザしている例人 または i1~.. 、

~t~; ⑤役u却がそのJlI!山を川わず単JJHI または暴力団ll~; と主l 会的に 41

雌されるべき|同係をイiLている例人.または法人等直H立1I悼が排力l司 も

しくはJ~JJHI 11がその紙北又は述刊に実行的に|山 1]. している:!i'i.J\である こ とを

知りながら 卜 .:I'l~足約 :!i'itnの川畳;it:Y!約 資材T干の購入契約申告締結し こ

れを布l川している例人 または法人叶zが研げられる。

(39)地JJl'lifiit前2114岳町2第3mは 「杵泊地)i公共HI体は 公的随設の設置
の11(I'J を効民的にi主成するため必躍があると j~めるときは 条例の定めるとこ

ろにより I 法人その他の Fl I休であって 吋波 1~.通 j血 }j公共 1'11体が指定するもの

(以下本来此び抑2'1'1~長の 4 において r1l1定 r~:J11! ?i-Jという。)に 吋J主公の施

設のn~l!を行わせることができる」と 胤山 L . 1-:川の能力や経験を前川するこ

とによって diL(-+Jーピスを[iILLさせるとともに l可能なm!り磁下を碍人する

ことによって。続目的節減をl刈るなど。効民的 効市的な施政行男Jlï1!'i;~' を 11m

すことを11的として 公の施政に噂人されている制肢をいう。

(40) 瑞iJldi誕JJI.IIJ.Ji'除晶例 (案)のi正晶僻泌 (http://www.city.mizullami.gif u 

( 120 ) 
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jp cnq/pdf/bouryokudan一haijyo.jyoureiankaiscIsu.pdf)第 ï~。 なお硝ill

，!i}t1J!手l排除晶例は.2012年 IOJl511来阿部25りとしてi すでに制起きれて

いる

(41) http: wぃw.np;J.go.jppdc/nolificalion/5Osikilwllzai kikal印刷blln20131219

pdf 

(42) ~!J;Ulll暴1J !.11排除条例節目長は 「公正吾 11 告は 誕lJI.lI事務所の使JIIの

足止め ~I'J';F: . }止1J fH Uの犯"，行為に より肱 :I~ を受けた.r，.の吋;生誕 1J1'1111に対す

る111''''日目前川，1<その他のJtN /lUに対する.i，';;F:であって)t1J!.11排除に資すると

認められるものをし 又はしようとする-/i't.:対し 月ぷIII'/;}とに1則し 誕地都民

センターと辿mして tn悼の提供その他の岨 1fな 1~ U)J を行うよう努めるものと

するJと腿iEL. ]t!J;Ufti公安曇11告が 「公品IIHlliJ、人総1JHIi1l肱辿助掛堪都民

センターJ( htt p://boul su i-tok yo.com/) と述l!~ して 4・:;:!な恨i山を行うよう努

めることが拠2じされている。点点都語力1./1排除晶例抗 13条において 「克俊J

ではなく 「彼助」と組定されているのは 車京都公立:畳11合的杭t.I~的な l瑚与

をl足す起行であると併されている (犬塚ほか liiflUil' (16) 98 ri (脳内よ輔))。

なお 蚊 r;I.M~}JiJì紋推進七ノターにおいては } j PIiIIIから金附119時-li

時にかけて 相淡に応じている (ホ同!11 14 I昨より 岐叩M弁護 I:i>tl¥:事介入

}t1J!草川.r，救済七ンタ一所属弁護 iの相訴もImflr.されている).また 品1JHI

nによるイミ吋な行為の防 11 専に附する lJ; Wti~32晶の3都2m筋9りに)!5づき
)t力 1.11 による不当行為により被')~を受けた日に対する比間企の立給 あるい

は 民、jl訴訟1'1JII 契約解除w川 財産的柿外修復j~川町鯖利 Hff.t咋も行っ

ている。これbの山につき hupゾ，www.ccn2.ailai.llc.jp/ー山fl1-b/ccnlcr1.hlm1

参照的こと

(43) 2014年3JI 24日付岐阜新聞 [朝刊)r ~日)t1JI'lli1l欣舵逝センター誕対法

の適怖111体に遣し 11 め代型;Jj:I~が可能J。

(44) httpJ/www.npa.g:o.jp/pdc/notificalωn/5Osi k il1<l11 za i/bol1 taνbOlltai201 1 1222・l

凶f

('15)たとえば 科目;.if1Jf-H日野察本部において r I~~護対抗ml r.'J. r身辺持議
UJ (1'0 : Proteclion Officer)がJJE位されている(止塚ほか liifmn (16) 99 
ii (脳内よ輔))。

(46) 20日年 7J112l1に 「都i8阿民、11介入品h対策岐1;1.)..:会J および 「第22

[1l[ij:';lM'Jk.)J.il1肱県民大会」が岐阜市で開聞きれ 川;1;1，~11 'iY，\採 }J j且政推.illi

センターiiif専務sIドjlのご配立により ‘ [ ~川由人制 [1 A'r.: l1:'r..:m~民 JIIl'jlW担当
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岐 ';\.~\，~~止 JJHI~ド除晶例

4kU 2:Y， (AJ'fiElo!t.白星Z思litFI!)。および例11k'?法学部生による I'iJ，防犯

ボランティア川It、「めぐるjも 参加させて聞いた。

その他岐I;l~，~ u: JJ ill放 jlf:jlliセ y ターでは機|同紙資料等 (岐叩~'，\皐迫

J、ットワーク 岐阜県総JJ;U肱だより ー単))刊娘illマニュアル 地力追肱リー

フレ フト事)の51:行を行っているロ

(</7) :.1.1川 前jUil'(21) 14 n . 15 Ji。なお.品.n叫県排JJIlI排除条例節目条

はI 保』対主施政は 胤ffi'11"":f ~~;の脱制且び主務の適正化専に l則する法 11'にお

ける h1i舗 JI~tl 胤m特殊'R ":f ~'1;の制限 (筋 28 1拒第 l 瓜1り 制問~， l.'I'f少年保護育

成条例における l'f~' .{l の他企育成を阿l押する I~I内矧専の J'I助以光機のii立位制限

を主主.15.として選ばされたようである(1，，1，15m。

(-18) :，1.¥川.liiHU iI' (21) 15 n"なお r '11 に 『出J~ L.てはならないjとLな

かったのは 『開設』 という文 ~fが 瞬間的な行為を指すのか継続的な状態

をmすのかがはっき りLないためである.また n~J ;utJと rill'"i'Jを，'fき分

けることにより 組が代将わりをしたような場合にも 元の I~J ;!1:布と新たな述

針判的両 )j に舵.~に本金を適川できるという効果や mJ設/I.，JUIが特定できない

助イ?でも迎'idíl\で現行犯OYIこ ~I処できるといっ た効採があるj とされるため

である (1，，1・15m。

(.19) :.1.¥111' JiiJjUtI' (21) 16 n。
(50) なお ，'.1.¥川 l抑制11'(21) 16 nによれば。制|削!_~J~JJIII排除晶例都 13条

の泌定は，吋初は k，l!品I~，~ l'f1.-{1~ f~~ ;直育成条例において脱;じすることが検討さ

れていたようであるが般加には よ1の1I的からすれば法的な意味において

X:Y~は生じるものの. r実務的にはどちらでも柿わないと思われるJとされて
い品。

(5 1 ) 利 ~"IR'jに|則L.. I!!討を加えたものとして 政治枇之 r~(J;( nI;a止力I.I¥JJI除

晶例の金融:JU革対応」 辿FlI{t融I~ 政!l l to'I 62'& 46む (20".'1'> 27 J'i以ド I"J 

「脱色IJj.ll且丹市に対寸る利益Ut.gの禁止 (U ('i') (ド)JH56ri'5iμ 1，;1 

62 J.f 47 ~J' (2011 {Iq 56兵 57n. 1，;163 J" 2り (2012'1'> 56 fi . 57 Ji止
均的 =山川雄九=政治雅之=点海林正樹 「企業法務のための見[J;(都地1)問排除

晶例の僻，JUNI日ENFrontIcr 111 {J (2012.11-:) 21.L'l以 l 布1 1II!J.í:~と 「排JJ問

排除晶例における利益供守禁止脱定とi1<1I'業務とのl叫係Jdil~ と法 74 ~J (2012 

'1') 42n以ド此I"J中央;J、11"1'務所 「反社会的勢力への対k・Q& AJ 1，;1 54 n 

以ド 波池雅之 rJ~JJI.1I排除長例の利益\J\守町民止の正融一千宇都道府県σ， .'1錠

供リ町民11:胤定 '~J-;I ，' 市 11例の般;;，1J金融財政市Ilt，'119.17日 (2012年)6 TI以

( 122 ) 
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下 拙轟正樹=慢JI'IJIJ{-=懐Jじ雄'1:[IYI日tのm.¥良昔、般のJ¥体的[ul収HWとJ1II
凶 I'iー!日l収に1'1'.う利益fJt干のおそれと特定問収1M般的柿'iYl担制度的拡充」川

19:剖り (2013i)') 52 ri以ド ~'f 。

(52)なお これまでにも いわゆる 「蛇の日ミンン株主代ぷ.fF ;ìt: -'I~件 J (!，l (2 

小)判干成 18年'1JI 10 11 KUl60在'1~;. 12i3 1'0において 企業の取締役に

つき 会社から見て好ましくない11d'による|最初行他をlnl避する 11的で 吋ぷ

林 iから株式を議り畳けるための対価をM人かにfJtうする行為が利益供'}にあ

たるとされた"例が作品する。本判決の:1'1'収納介と Lて 山山峠ー「恐喝さ

れた J);{締役による利悦fJ~'j.と取締役のmIー蛇の日ミシン!京、l'flJil、セミ 51

在7~;. (20日6jl')119fi 伊藤雄111r株iへの.flj拍jJI;'Jにl悶する取締i2:(j)j'[" ff: 
蛇のHミシン株 i代占訴訟上;'，審判決JiHUI2 :;. (2∞6 '1') 6μ以下 近
衛k [蛇のHミシン工業I:"'/:代占訴訟'I'f't-J金雌 l師事判例 1249:;. (2∞6 ，)') 
20μ以ド t主的、俊雄 「いわゆるイi手筋として知られる Aが 日Hの株式を掠JJ

f.l 1の l則辿会.，に ~'~l~Jするなどと 日社の取締役である Y らを脅迫 した場介にお

いて A の盟求に比i じて n葡!の金Jtを 交 1.1 することを ~，'J j住 L またはこれに [..1 :0:

LたYらの過失を何定することができないとされた'11例 (2 )会Hヵ、ら凡て

好ま Lくないと判断される株 iが株主の抑制を行使することをIII[避する H的

で 'i該株主から保式を，;}11) '1:けるための対価を何人かにfJtうする行品は 除

Iの権利の行使に|悶L利益をfJt'v，る行為に可たるー蛇の日ミシノ株主代J，訴
訟L;'j-帯判決J1，;1 62ff J;l f 村上椛 「グリーンメーラーの脅迫行為に1C.:じた

取締役の背任ー蛇の日ミンン株i:fU，:Jf，J;'j'fl J {~沢法学 ， 1 9 巷 2 り (2∞7 1f) 

目白以下 松IJ;[IEf. r蛇の 11 ミンン株 l 代点，~F ，ã~ J-.{';昨判決」判時 1956~; 

(2∞7 '1'-1 198臼以ド 中正科目j[1いわゆるI1下怖として知られる八がよJ，t
に取得したB刊の株式を暴JJI司のl則迎合Hに光却するなどと B祉の取締役で

ある y，らを脅迫Lた場合においてAのt.'点にLj::じてJ(官!の金Jtを交付するこ

とを提案LまたはこれにJliJ.¥!.Lた1'，らの過失を何足することができないとさ

れた引例 2会/Jから比て肘ましくないと判断される株 1がよめた怖1干の株 lの

怖利を行使することを川避するLI的で円必判 lから株式をAり''1けるための対

側を何人かにfJtりする行為と l師法 (、11.，&12司法IIt節90りによる改正"jjilのもの)

294 長の 2 第 1 J)'iにいう 「掛 i ノ 怖千11 ノ1f1. ニ|叫ン」 利益をfJ~ 'jする行為 蛇

の日ミン /工業株ヒ代占，JF，世l一行事判dと」北海下l判J.:?法学研究42畠'1~; 

(2∞7 'n 879 j(以ド 穴μ丹 [f.I:T町Jからの骨迎に1C.:じてli制の金uを父
付することとした取締役の)'rtf: 蛇の 日 ミンン U:式 ftl< ，JFdí~ L{';事J[.¥，成 18
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.1 I;~~，~暴力 IJI排除条例

~I': Iit:m判併J(心主~1則。2∞7年)10"1μ以ド 深滞#弘 rLf干泊により11布!の
金J1を交付Lた取締役の過失を認めた事例 2合引からみてii"ましくないと判

断される相 iが株主怖を行使することを1111避するH的で "Ll!d:1< IーからH、式を

議り受けるための対価をM人かに!lt守する行おは 株ヒの11li和lの行使にl叫し利

益を供与tる行tlにあたるとしたγII(河j法学71巷"~;- (2∞7'1'l 110μ以ト
後藤元日l下筋の脅泊を契機とする利品IJ¥リと取締役の111'-"陥償mlJ法学協

会雑誌 12'1YJ 9 I} (2∞7 <I'l 2191 n以 F 小品1;徳武 「会甘から見て肘ましく
ない株主による柿利行使を阿避するH的で 九占株jーから抹式を .ft り，~け る た

めの対価を何人かに供与する行為が利必Ilt'jにあたるとされた'11例ー蛇のHミ

ンン工業株主代長訴訟-tfs審Jr 1弘法制l例リマークス 35¥;'J (11本，N'，占トl
2∞7年)92 ii以下 IIWI布UJJrlいわゆる11:l'筋として知られる Aが， J;.t，( 
に取得して B会uの株式を誹力flIのl叫辿会Hに光却するなどと日告祉の取り
締まりである Yらを脅迫した場合において Aの盟主に応じて11制の世Jlを

交付することを従来し又はこれに1，;(:1ました Yらの忠実控務 内刊iLC!:.dWij畠1又

が川われた行為について過失を否定することができないとされた事19'12会H

からみて好ましくないと判断される抹lーが瀧決柿悼の相、tの柿ヰ'1を行使するこ

とをI!.!I避する IJ的で。当該株主から株式を;ftり受けるために対価を何人かに!lt

']する行為と商法 (ド12法90サ改，E，iij) 29"1晶ノ 2~ÏI J)iにいう 『輔、 iノ怖

やlノ行使ニ|則ン』利益を供与する行為 (机悩)J判タ 1245，;" (2∞7 '1') 150 J'l 
以 F 太III処，11'rいわゆる日干筋と Lて知られるAがよ況にJr，l!iした日社町

株式を暴力RIのl則述会11に'.N.却するなどと日社の取締役である Yらを拘迎し

た場介において Aの聾求に応じて巨舶の金11を交付することを従議L-Jeはこ

れにl"iJ.0":した Yらの忠実控務 tYf.iSiU!:J事務違反がIHJわれた行品について過失

を針定することができないとされた事例 2会Hから見て針ましくないと判断

される抹主が議決権悼の株主の縮刷jを行使することを川避するIJ的で吋占株 i

から株式を泌り受けるための対価を何人かに1比リする行為と尚H、十1'JJi:12 <1 

法11'抗903Jによる改正jjiIのもの)294 晶ノ 2~1 J)ïにいう ri* 1:ノ柿i利ノ行H!

ニ|山シJf'l益を供ワする行為Jil;"¥"f i~細川!1，'r，11<判所判例僻泌氏'II.. I'I'I，¥( 18 

'1'1止 (上)J(法i"i会 2∞9年)<I73ii以 1'，11¥1 I，IJ'I r，;めた怖行使間1，1:，U1と
利益供与JiJJ副也前日1;=岩原象1'11'=神11桁よ=雌川友敬編 『会社W1"1例I'i巡

〔第 21~i) J (府当!1~1 '2011'1') 28頁 29臼叶!。

(53) ;.I¥JII ' liiH~iI' (2il 19 Jio 

なお，rltJJI刊m):Jeはjj¥JJ1百 U~;1;が指定したI\ J との脱定をしているのは
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岐阜V，~以外に北海道('f T~V，~ 山形県 S~城県栃..j;: ~I，~千車l日新i~l ~I，~ 

'I:r 111 ll，~ィ i川県 fl，~Jt-V，~山 ~~ll，~長野県静附 ll，~愛知県 三 mv，~. )c阪

I(.f 奈良 lJ， ~. .fI1歌山県. XI~ぇ山岡山県 山口県徳品県司ト川県 N，iliLj県

佐rm熊本県式分以日崎県がある。福山県も同憾のHむとであるが ここ
にいう 「総lJ H\U~りとは 晶力I司 または暴力開Uでなくなった日から 5年

を経過しない円であるものの 就労の支援 その他の必盟な知inを受けている

計 または舵労をi凪じて社会経済活動に害加しているおであって 悩川県件察

本部長が排lJ¥.IIIP，から除く ことが適切と認めるr，が除かれている山で 日

城県は。 ① 排lJト1¥11.， ~"NHrlでなく在った 11 から 5 .11~を純過しない円

1) i1人その他の¥.lIf.るであって その役n(業務を執行する社U 取締役執
行役 またはこれらに郁ずる百をいい .ff1J.主役顧Illjその他いかなる名制を有

する円であるかを山1わず 当該問fj，:に対l1ifhを執行する/t11 取締役執行

役 またはこれり に準ずる布と I，îj~以上町支配hを有するものと認められる円

を合む)のうちに 1または 2のいずれかに該当する針があるものとする山

で。俳同県は 暴力FIIU または暴lJ¥刊Jlと社会的に』難されるべきl聞係をイI

する丹とする山で. J; ~ 都府は ① 暴力 \，\ ② 法人で そのi止U または京都

府公安畳11会胤¥¥1¥で定める山川人のうち 誕1JFllrlのあるもの ③ 制人で

J;( tilIJ(.f公安長11:告腿川で定める f~1II人のうちに暴力 FII I I のあるもの @ 排lJ

1-1¥11がその事業活動を主配するオ?という山で ~ }:~tl， l. J ;l: ， ① 総lJ l .ijJl . およ

び(2))JIに丘、川 ~I，~ '~I品 lJ l.ll m 除条例により 利益fJt'j悼を行ったとして公占が行

われている円という山で その純附が見なり 愛媛県i 出向IV，U;l:，r訴JJl.IIU
ヤI~;X は!.\\ lJ FII Jlが指氾した円」 につき 。 MNtlU以外の誕lJ l刊 と |則係を山する

.r，であって 地lJ l.!I の戚lJ をI'r 1;Uこ暴力 n~不法行為等 (MJJl.II 11 によるイ~ .1'1な

行為的防 1 1 事に|則する法wm2 条第 1.引に組定する地力的不法行為~，~; をいう )

を行うおそれがあるもの または暴力1-11もしくはMlJnlUに対し資金.武

絡事の供給を行う甲MlJFIIの維持 もLくは運営に協力しもしくはl悶'Jする

ものをいう)をいう山で院なる。その他青森県は 「何人J供111~I，~は fM 

lJl干IllJ崎 kM 兵附 ll，~ 品製県 沖縄県は 「暴力問rl又は誕JJI羽Uが指定

したIU. ~iJ;[ml は f JI!~IJW.(者又は規制対象者が指定したm と脱足してい

品。

。1 ) たとえば 「単lJl'llの名称が第三者を 1~怖させるものであれば 場lJFIIU

や'JI1;r，'!I身も合めその関係苫が皐lJl刊の才，砕を語ることや 採lJl刊のft紋を

殊正にポすこと事も e占'iLl!JるJ<，.1.¥111 . M拘住 (21)1911)0 
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岐 I;I. ~I，~ ~tJ) Fll排除条例

(55)恐喝:JI!(刑法2'19条)は 交付にri'l(すられた恐喝行為により 被~，I~ .f.í"が l告

I~; し 交付行品により IIt物財限上の利益を棒転することにより成立する

が ここにいう rlHMJとは +lli'1/の反抗を制圧しない程度の脅迫で。 1M

物 財陀 lの利益を1!)るために川いるものをJRす。たとえば暴力間関係者に

よるみかじめ科の張'R行為は。恐喝，11における);行行為に該当するが (!Ju;r地

判平成 1'1<1' 11 JJ 1911判時 1807日158ro 暗にみかじめ科を~，RL- 尭胞

' I Q'I が1a'I することをI人めかせた ll~~に対 L 将来におけるみかじめ科町支払

いの盟ポとしたとしても 全く i~然と Lたものであって 一切れ体性がなく}

叶iJ主盟ボに従おうとしても払う相手も分からないというものであったのである

から 恐則卯における金銭や物品の交付を受ける目的が漠然と L 特定性を全

く虻くと Lて 恐喝には吋たらないとし (点点山判平成7年9JJ21 f1t'l時

1561り138μ). また いわゆる r[111-[組元副1IUJ弁護士恐喝未通事l'f'tj空訴帯判

決jにおいては 語lJFII顧問弁護τiが世主r.弁護士に対し 近隣対策貨を打

みしたことにつき 恐喝と断ずることはできないとしている (大阪日明l干1.119 

<F2J125111明年 1625>J' 133.0 。 なお止O;(l:~ 1'JJ 'l?;成 7<1'9)]2 1 11 の計釈

111介として 本村此il:r恐喝行l)ql宜品JMt京都立大学法学会維?J.:37巷2日

(1996 <，・)295W;J.F 林幹人 「パチンコ山の入mしているピルを1¥1iしてい
る合引のIU，取締役にみかじめ科を~点したとして恐喝未遂J11で忽訴された苛'11

裳につき 肢iT人的，"r!Jlhには恐尚の実行行為の，'1下があったものとは認められ

ないとして 1制I!を汀い渡した市11I珂J判l昨1591~;" (ゆ97<1') 235 (.i以下拝。

(56)たとえば rJtlJI-JI11が1mに嫌がらせをした場合 嫌がらせそのものは

域刈の行他であり ，'1'，;';<1'がそのような状削をfjりHIしてiU"を肌川iさせよう

としたことが rll&lJの利川JJに当たるため r '1'，;';者自 らが取引相手に対し
自己の1'11査には)，1JJl'IIがついているとほのめかすといった百動も r)，l lJ FIIの
威力のWIIJにぷ 刊し仰るJことになる(烈川 前掲注 (21)19 m， 
(57) たとえば， r腕人した舵悦カメラを組 ' I 'f~所に耐えたり ¥'( j'f 11的物たる

マンションのー引を組事務所と」する行品は 脱制対象者は利必を得られるた

め 刷11"fJt 'j に~:;-まれること に なる():;ほほか前J品目(1 6)68)'( (竹下位

一J)。
(58)たとえば附協のJI!(J川法第 197if，の 2.m I 98~ ) における 「供与 」 と

は 相干に利益を受け取らせることを意味する (犬塚仁=河上』抑制t=佐雌文故

=市川 fI品~1W rkコンメンタールIIIIW 第10巷 〔第2版JJ226 (.i Ci"LI:.利雄

=小1111町二))。そのため受け取らない限りは 供与の嬰求 企いLは約束に
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とどまることになる。

(59) r怖を知って」の立荘につき 犬塚ほか liillUil'(16) i2μ73 ii (竹 l
似ー〕 宰聞のこと。

(ω) たとえば 「訴lJnJが連常資金の鎚仰を11的に行う張物の街光(i革法な日

動) 暴力fllJlによる役務の提供 (合法な活動)J専が弔げられる (!H川 i抑制

ilo (21) 19 JO.なお 「語力問的活動を助長し又は晶lJ聞の巡刊に併するJ

ことの:lJi聖については 丈塚ほか liillUii' (6) 71 ti (竹 F 杭ー〕 番目(~のこ

と。

(61) r班点側証lJ1.11排除条例 Q& AJ (htlp://www.keishicho.mctro.lOkyo.jpl 
sotai/haijo_<Ul.htm)こと。

(62)なお J、思ほか iiif拙ii'(6) 74 ri (竹下慎一〕 は 単lJl.ijl，'11:のlit:下

により負傷 L た揺lJ l.Illl の救.~';:'.医療等を 1[;むことは訴されないが 揺lJl-Il掴l百l~

務所に対する ~ti気 ガスー 水道の供給停，1は 今後検討すべき諌姐であるとす

る。しかl.1IIf.fi'については 暴力団lH~僻l人の I:II~であるため 誕lJnJ組 'l~

務所のllil旭とはレヴェルが開なるものであり 川列に枚Hすべき ' l ~附ではない

ようにlLlわれる。

(63) 日川 liiJjUiJ (21) 20 rr ' 21 n。その他 「岐阜県排lJnJ排除長例 tl，~L'己

専のj.'f必と条例i主反をUlJわれる行為1・前倒 (36) および r~fJ;( 1ft)誕lJl-IlIJI除
晶例 Q& AJ ' liiIlUil' (60)事聞のこと。

(制)ht1pゾ/ww¥¥'.prcf.gi f u.lg.j])1 police/ku rash i-anzen/h川1zai-kcn k yo/sosik i-

han日νboul山 jyou rci n j t ui t e.da t a/j you reigai yOU. pd ( 

(65) 金銭支払いの見返りとして 誕力問の戚lJ をIï己の '1~1iに手 l 川するのであ

れば本条第2mではなく 本条第 l耳iに説吋することになろう。
(66) :.1，¥111 前1Uii'(21) 21 ti。

(67) 北塚ほか liíl~日 i i' (6) 7'1 n (竹下悦ー〕。
(68) 止援ほか ・1抑制住 (16)75頁 [竹下iJ'iー〕。

(69)刷l益fJtI日ニっき 2タイプ組定を深川するのは 岐 ';H'r~以外に新品H，~

if( ~I，~がある。 なお .!F京都も 2 タイプを r';: J11 しているが ')!.!('Iが限記化されて

いる点で見なる。また 神奈川県暴力問排除晶例では.後者について 1)暴

力1.11の活動を即IJHL または誕}JI司の述世に資することとなるおそれがあるこ

とを知りながら ltlJl刊ll':l'， lt}J団U~;}が指定したもの または地lJFIIff，叫

.:t配法人事に事に対してiIIftl. または融資すること ~ 暴}J I 刊の的動を助

氏L または誹lJI.IIQ)述討に資する こととなるおそれがあることを知りなが
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岐阜県暴力HI排除長例

ら Jt); 11I1I '.'l'.~ 1JI.1I U ~1;が指定したものI または暴力l刊紙世支配法人事か

ら からlIi針。または融資を受けること ① 暴);1刊の前助を助UL. または

暴力l判的述常に資することとなるおそれがあることを知りながら 暴力F!lU

早暴力開U'-I'が指定したもの。または単);1'11経世支配法人$に そのす~~震の

全部 または一部を受託L または泊けnわせること @ 暴力問、J ~務所の川

にIJtされることがIYJらかな辿築物の旭策を，i，'lけnうこと ③ IE "iな鹿山なく

現に総力 l付事務所の川に供されている ill築物 (現に暴)JIjPJ~務所 U)川に供され

ている部分IC限る)のj刊筑改筑 または修耕を泣けねうこと ⑤ 儀式その

他の棋);1-11の戚);を耳、すための行引の川に供され またはIJtされるおそれがあ

ることを知りながら吋政行引を行う場所を拠IJtすること ⑦ その他 場);F!I

の日動を助長し または総))1.11の辿甘に資することとなるおそれがあることを

知りながら 誠);F1IU~，) 総力開U呼が指定したもの。または総力1'11経営支配

法人~，~;に対して金銭 物品その他の財産上田利益を供号することが Jl体的に

示されている (神保川~，~Jt)JlJI姉除条例都 23 {t， m ntO。さらに 愛知県誕);
i司排除条例ではI 吋 ~2 タイプ以外に 特定接存Eは 特別区J"における特定
J主主主主のをi'~に l \!I l 語);FIIUIニ対L 顧脊 その他の者との紛争が先生した

場合に 川心悼の役務のtt供を受けることの対慣と Lての利益の供与をする場

合も その対象としている (霊知県暴力 /.11排除条例抗 22 条首\2 J)'( ' ~ï3羽) 。

(70) 秋IIH'，t.1吋山県i 沖純県。

(71)昨H~~'，~. 11: }:~~，~" III Ll Y， ~ o 

(72) 波治 1ii[J~it (51) 15μ以下。

(73)車京郎地力1.11排除{t，例 18{t，のIll!行であるが大111=近藤 。前倒il'(22) 

75 i1:によれば 「他全な ' J ~ ;!I(1t泌を |訓るため 総力1-11に対する対抗ittitnとして

の組辺と与えられる」としている。岐1;1.Y，~ -~Æ: :}J Hl排除条例都 16{t，についても

Ill!行はいl憾であろう。

なお 『企業が反十l合的勢);による依'gを防止するための指針』においても

すでに史約 11~!r:に排);FII排除条項を導入したり。取引~~i}について以性判断を

行うために反11会的勢);の情報データベースを構築し暴力iGUl批准センター

専の情報をi8川することなどを求めている。この内につき訟坂 前jijil，(23) 
28頁事参附のこと。

(74)大lll=近藤出Hijit(22) 66 J1。

(75)なお 大阪地判平成23'1'8)/3111金融法務事情 1958.1;'118fiにおいて

は 弁護 l法23{t，の2を悦拠と Lた附会に基づき 指定総力F11μとして叩jk]
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している旨の問符が俳られたことにより 結締式 および払路事を行う契約を

解除することが認められたが。 rktJJl.II 1Iでな くなった日かG511を経過Lな
い者」と規定されることにより 解除がす'iMになされるケースも仔抗すること

になろう。

(76)たとえば JHの虫IIIや刺ffなど 身体的特徴が法措となろうがその他

服装や言葉遣い専も判断する際円高村となり1:1ょう。

(77)なお 業界単位でデータベースをfi成する場合には 例人的報の保護に閲

するi'1;i.lt 第 2 岳部 5 刻。第 16~第 3 J1'i tr~2 ~;-. tl1 1 8~ 百}11 J)'i tl1 1背筋2

3J 節 23 条第 1 J)'i ~12~; 。都 211 ~，および制人的仰の白'濯に|則す る itl l t施行

令都 3 条 fj1 2 号 ~.~;との関係に iJ:.C!:する必躍があろう 。

(78)なお 警策への川会につき これまでも 「揖))1-11排除専のための部外へ

のt.'j報提供についてJ(千成23<1' 12 JJ 22 11 f，tけ持続Jr丙割l企分企部42~; 

IJ~剖l誕発第 19 ~} ) に lkづき揺))F11t.'i械の郊外への拠fJtを行って来たが r kt)) 

l司対策に資すると認められる場合Jとしてi 条例専の品務を些刊とせず また

地方公共同体専と合意，'1に，r止していなかったth通述発/11後の巡川実態等を

時まえ 情報提fJt0) 11' 1) }jを一部見山すこととし 1:.;!L!通述を廃止し。 Hね己

害警察庁mJ'fl局組織犯)11対前郎氏通述 rkt))J.JI排除草のための部外への情報提供
についてJ(http://www.np<l.go.jp/pdcllotiffic.ltion/sosikihanzai kikaku/ 

kibun20131219，pdOを尭L，11I極的な的IIH止fJtの般illiに 'iたってきた。

(79)犬騒ほか ー!日制住 (6)39 n ' 40 J'i (波沿雅之〕。
(80) 山部 〔日帰補JTl"抑制iJ(26) 358 U甲 なお illil'm. iiíf ~1，J法 (26) 581 

μ 松JI.' ljijJ¥) (26) 286山野中ほか)jijJ¥jiJ(26) 422μ 辻村 ，j抑制iJ

(26) 512 t:i.柱谷 ijiHl;¥il: (26) i53 j.'i~~; o 

(81) 故 (大)判i旧制29<1'11 JI24 1111リ出 8Y~11~J- 1866 氏。

(82) Itiし r '~ に 'í 'J~ /j'の 4;:'，\，所Ii地が ~iJ;(仰にあるだけでは Jf，引関係カバー

〈別の道府県で行われている場合には適川の~t*にはならないと考えられる。

逆に点J;~ 部内に本'Il[所品。地又は fl所を附く。JI.l'i1':'のみが本条町通川を受けると

いうことでもない」とし 「利益供リの!;t11"， ( r， I~晶例 制 品) に l則する 'J'例であ

るが F成23<1' 12 JJ 1211 埼玉県のjE刷業再が).!))1-11による飲食前への制

措梢物リ ス業を代行したとして 点以都公主骨1I会から郁暴排晶例に)"づき

利益供号の中止の相IJ{ljを受けている」ことが孟されている {犬塚ほか ・前倒il

(6) 28頁 29頁 〔波逃粧之))。

(83)上記 「第78]11] LIC 'J ~介入品))~t班 ・t~ I;I. 式会 J t品A会テーマは 「不動産か
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岐 ';WM~ }J HI排除条例

らの総}JI-II排除」であった。詳細につき 「お 78 川 民、I~介入暴力対策岐 ';l)..:

会 l品.混合計科 『不動産からの暴力111排除JJ幸聞のこと。

(84)川知的通り ィ、動産とは 「土地且びその定品物J を桁す (l~法第 86 条) 。

(85 ) 不動111流通 '1 1-1 1 体 (甘日1法人全凶宅地辿物j出~'11 1;1品会述合会 IJ:I司法人全

日イ川、動向協会 +1:1刀法人不動産流通経叫協会 H: l-l I i1、人 II +:W記述;:;t~ii ~位協

会)では 「イ之助111lr，"，からのM力1'11咋匝トl合的勢}Jの排除に111/けた取調lにつ

いて (排}JI-II背反H会的勢力の排除のためのモデルif:，J)'iの将人)Jを20日<1:6 

JI 9 11に公}，L 不動産取引の契約if(，'d1・媒介 。¥11'111宅)のモデル条J)'i

として l，，}JF!I'，N主主l合的勢力排除条項を定的 I"I{I' 6 JI以除 名目Ifl、におい

て順次噂人することとなった。また 引I-Iliよ人不動障協会においても [11/11':: 9 

Jl811. r不動産取引からの器;/)日1等l正IJ合的勢}JのJJI除に向けたi担割lについ
て (1<}J1-11 1干反IJ合的勢力の排除のためのモデルif:，J)'iの時人)Jを公表L 大

下デベロ ッパ-lilJけに :/eX，{契約 ¥11'11片契約における排}JI司等反社会的勢力

の排除のためのモデル条J)'iを定めている。

(部) なお。契約の11ドf.1ïが暴力Dl ll 咋でないことを訓1f. ~'fすることまでは t 

，j，されていない(1.1.¥111 前拘tI'(21) 95 J'i)。

(87) 悩附~，\1<}J1司俳除条例も同様の組定であるが その理111としては r;凋脊
の対挽となるのが軍艦をrnuELないあらゆる ' j ~1; 行事であることから 遍〈

そうした口組を課すことは妥当ではないと判断したためでるJ(:.1.'，川 前向花

(21) 96 fOとしているが岐日県暴力1'11排除晶例についても /IIJ峨(7)Pj!11iで

あると 思われる。

(88) 111 1 ps:/lwww.prcf.gifu.lg.jp/kakushu-iinkai/kuall.iinkai/ 

(89)宇fWi組織犯，，¥対策部掛力F!I対策調l1I::州分析胤 Ji iJJ~il ' (10) 31 n。
(90) 持続Ii 組織犯，jl対策部暴力F!I対策列 企刊ii ，Nli' ，l~! . liiJJ~ i l : (10) 3'1 rr . 35 
Jto 

(91) 2012 <1'01'. .f '1益供早出 1 1:1且直に対する岐叩県民}J FII~I 除条例に基づくI:JJ

~ 1 i'f'1 訟は 4 ft-であった (r吉ふの安全- ' I ~成 24 '1のあゆみJ(lmp:/ /w¥¥'w 

pref.gifu.lg.j p/puliccノgifuken-keisatu/gifu.nu.anzcn/indcx.data/tuku2.pdO 3 

ro。
なお 20日年度中に岐阜~I;~暴力追政Jfllif!!七ンターが実施した 「不当聾求防止

1'( ff: ?i' ，.Pi ff J受.I!.1'0に対Lて実施したア Jケート紡*(過去 5"ド|聞の状況)

は 以ドの泊りであった (公益I1I1司法人 11';0. 1'，¥1<;/) ill肱J院選センター r1<j且
防止，;，ネッlワークjより)。
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l過去5年1:11の不可宜:求のイI焼

4， イミ勺:li!，jtのI!;'i!(桜政[II[符)

岡山品 (紙}に倒純Lないことの見返り 51t 
マスコミや行政に述絡Lないことの見返り 121t 
1;掛ミス. ト7プJレ， スキ，.ンダJレ悼の111トーめ料 20件

寄付金日助金 81'i' 

Jllft お引取り科1F 41午

l Jiけ リース担率U曹の強1:1 121午
制引iり科みかじめ科川也、w代 01下

物品購入の~~1 世 111キ

購入代金ロ ン返済免除州r'1:I'R '11'i' 
~J出交捗に対するヂ吋1:1，" "lt. 

機関誌 (紙) 向制同舟晴-'1:1，" 52 ft. 

行政lTlIへのイミ・'o介入 231t 
その他 崎 It.

3イミ吋:li!，JtしてきたI.IIIP，(桜政川符}
lt!J1羽 11 11 
フロント企:¥'i 511 
ぇせ[，;J相 4311 

ぇせイ1興 35lt 
クレーマー 851宇
その他 l2 j干

ィ、IYJ l'l!'f 

'1 :&1ボを受けた企業の対出 (恒E士川符)

l 令而的に li:.~じた 1 ・品 l

一部1(，じた

交渉中

111汗した
その他

③ :li!点を拒併した時の相11三}jの/Il}j

街五活動を行った l円

!t!Jをmるった 11" 

開会社監ftl;"T~1>に連絡すると ;l"っ た 1<1円

再訪問 (官1'111)L 織がらせをした 1611 
i1忠世話事でa震がらせをLた 191t. 

~棋の内11や対応を変えてきた 2511 
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岐阜県排力問排除条例

いやみを日ったがおとなl<引きドがった

やIも百わずおとなl<引き下がった
その他

また 排JJ相談の般轄および2日13年中における土井JJm設の特飯は 以下

の通りであった (1"))。

① 暴JJ相談の推蕗

20日年|加12<1' I 20日年
制件| 刷件 | 脚件

② Jt力相読の対車l

ヲ万五「一一
エセ1，，1制 エセ右翼宇行為者

クレーマー不明

その他 ，t 
③ 掛力相談のl勾N

不当国，.行品

nN~Jr~J;1 に|則ョF る l且H . クレ ム

刷協力企ft出に附する悶柑 クレーム

駿11.Ilil1の対161こl則する凶拙 クレーム
凶.，I~帥J先 物品購入聾'.

得付金町助金聾求

マンション等不動産購入聾世

その他

ィ、吋聾'"行為以外の単力相I説

1('f'‘J~ ;t; 

金品~;R

不動産山眠

金Imf時
lj}女閃眠

その他

日f

8ち円

9件

181'f 

4 f'f 

7f'f 

2ft 
1f中

44 f'f 

'l95f'f 
29n 

6f'f 

4ft 
7 ft 
o ft 
12ft 

曲9ft

(92)川/1.¥倣桁=金j¥';1illr刑事政時J(成文世 2012'1') 375μ以下。なお鈴

木山修 「排1J1Jl剖n訴のための'11，1';規制について一場JJF1f排除;j'，JJiの前川)j箭ー」
l自制ほか !日H~i.l' (1) 579頁以下も帥せて主主聞のこと。

(93) 1.1会が一体となって語力1<1を排除することの幼県につき !f(J&Wi ・;)r暴JJ

川排除条例の立晶と効品 条例制定の状況。幼虫先)'IIQ)'11例悼を踏まえてJ+. 
1'11現代符摂 37J.}; 1 .;. (2011年)19μ以 1'，1，，) r合同におけるMJJHI排除条例
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の制定について」倒研60岳6{j-(2011年)12 ii以下事

なお 吋"主15'ぇJJを市民向けに推奨するための，'1怖として 見[j;(1f'..i1:会!~

'I~介入ltJJ :材置特別委II 会編 『反社会的勢力リスク l~;Jl目的実務J(尚司I~法務

2∞9<ド} 第-M[;;("jf謹士会民事介入語力対置畳11会制 f以11合的勢力関係遮
断チェアクリスト 「企業が反社会的勢力による被;与を防11するための指針j

完全対応J(きんざい 2010年) 車京弁護 1:全!~ ' I ~介入排JJ対抗特別1l;1l金制

『語力FlIlUtと企業対応の実務J(商事法務 20日<1・) 狩民鮎- r' l~例でわか

る 『以11会的勢JJJ対応マニュアル 〔第2版JJ('1'央併前打 2012'1'). 11'，連

l :i1，人 ':;ì崎綜{-HlH lrrJ ~務所編著 『反社会的勢)J排除の世、務と ~j百J (eんざい

2012 <1') 此I"Jql央?よflt事務所 「誹JJ問jJF除条例で宜わるdiL~/U，~'J ( l~ 'Hil、研

究会 2日12<n.15<:十lリスク対策研究会制 f反宇l会的勢JJ対応の千'jIJ (WI ~i1 

研究会 2013 <J') 点ht弁護ゴ金氏。11介入M力対策特別-t;ll会制『世毘による

暴力I.H排除の;J!，;践J(j商・/li:Hjj・2013'J'.l 危機約四!研究会制 『実践!11:会 VS.

排JJI刊~器対i1，20年の奇跡J(きんざい 2013年) ~，~;。

(9.1) ItJHIヲなものとして 目崎苧 I暴力1.I1iu肢を疑えJ(抗峨ltflA. 2011 {F} 

itJI'JG =阿部活=日崎竿=下付忠利 『あえて訴JJ1.11排除に反対するJ(I"III .~ 代

十l・2012'1') 日崎学 『ヤクザに弁当光ったら犯:Jnか ?J OA:府内IA'2012 

{I ~). 111 JJ;(総一f!li=';:1"附下=須nW!-r.l1= IliJ王将八日11= .，'1 ，f.;PI! = ~'ll l j" ; ;1 = I~I 

川)".ι=早川忠平=安UIH弘 fメルトダウンする:lAW 進行する俳除11:21l止
俳条例と誕Jot法改定の 「いまJJ(lf，J1Iキ代社 2012 <n. (~Jt-I晴子j:= X r/iilElfi = 

H崎学=l'f木JlI[=小作野殺=蔚藤三雄=泣河川I嗣=鈴木川リJ=山JHc=1111 U， 

= III }J;~総一日I1= !!(O;~ 'tl..自主=百台JlliJ =村J:.il:nl=白川忠"vr割問~II 告の現場と

1.H.ti!;の行JJJ(1"1時代社 2012年) 宮崎学=JWII '.b、二= 休場I~I=今JI':立ー=

111:;~W嗣 f多発する符務不祥、I~と暴対法J (10)1時代ト1:. 20日 <1').・1崎学=Urlj' 

(~-= I IIII布l持=訟井武 =IUI尿1s.徳 n必JI~ . 1野県イミ In~と場対法J (1，，1時代11

20日<1')事。 なお 『暴力団排除条例jの雌止を'R的 誕対法的改:1l'1二反対す

る占耳u:.の会 (http://www.bouhai.hantai.com )も併せて参照のこと
(95) 苅雌 ~tlj) rlt:JJI司排除は何をむたらすのか」郁IliUIJ阻 1031;' (2012年)
55 j.'~以下。

(96) この点を指摘するものとして 三木賢治 「聾祭が。場排晶例の令部泊'{.f~'， \

制定を進めたJ1IJIIJ都市問題 1031;'(2012 <1') 50 lT。なお 木教授は lt 

JJFIIll であるか何かの判断は。明確な 1，~iWにより判断されているわけではな

く また');ï'UIYに拙j~1する ことも不可能に近いため r MJJ 1.111.1の人数の削減
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岐 1~!.~，~~tJJ \l1排除条例

は太した意味を持たないJことも指摘されている(1，，150 J'i . 51μ)。

また 構n!1:は 暴力l司が反社会的勢力であるとしながらも わが1'1におい

ては イ'Utそのものを違法とはきれず rm定jの対卑と Lていることから
「なく止る理山も なくす必然性もないJ(構n敦 『統誕JJl.HJ(情潮社

2012"1') 18nnとL.. r暴力聞が存在するからこそ 許烈の般世間ぷや組織

犯"1対策謀 総力日1対策室に勤める刑'Jiは膨大な人訟を保っていられるので
す。これらはいずれも暴力問を専門に扱う劃l俄ですがi 誕))1'/1嗣1m立がゼロに

なればI 般公Uはl在ちに失聴します。彼らはJt，:lJ1./1劇IUにいてもらわなければ

なりません。そのためか 何年刊行される符烈Ji包の r-!'ff.fn，l}jでは!訴))1羽

の情成Uが減ると 噂構成IIが柑えるなど1'rJtでは捕はいか微減という傾向

が比られます 。持続も暴力聞の総日1を減らしたくないのだなと感覚的にわかり

ます」と折摘する (阿 『暴力団J(新潮tl:. 20日年)112 m。
(97) その他 例入の部厳 (日本国Yð.法節 1 3~) 結判的nJlI(I，，11<l21条). j， 

J)!の1'1JIJ (J・4第21条第 11)1第2号) 経済的動的nJ11(H1<l22;}.釘 IJJi 節

約金釘 l羽~第3lJD等とのI¥!J係も 1m姐となり作品助(l'があろう。
なお 揚力I'II Uによる不当な行為的防止;~に附するW1ltは全体として温法第

13条 第 11品 自~21 条に違反しないとしたものとして J;C nl;地判τl'成7'1'9 

)J 29 11判タ 9∞サ 182頁 (大阪市判 l'成8"njl 17日高)J'13些9サ2'118

J'i)。

(98) It! (3 '1、)判ヰ成7.'1'12 n 5日判時 1563']-8 1 μ。 本判決に対する ~f釈

制介として。，t塚正l立fjl}断然止l叫laJ(1)合滋甘と1-1車l目的訴訟JL~商法雑誌

115 -&"り =5 -rJ' (J 997 '10) 729 n以下村'[()jI- fj咋姉於JI:JVIIIIJについて目

立 1111 に .l~~ Nを設ける民担、 733 長を改l彊 Lない行為はi畠法かJ J ;IffIlHII '175 'J 

(J 997 '1') 57μ以下 制野妙実子 「女自の刊的信JUUlIIlJ i畠滋訴~J 判例セレク

ト96()J刊法学教室 198別冊付録)(円97年)8孔)cj{1洋一 r11ト舶恭止JUJIIIJ 

についてYJ'iclllJに主翼を泣ける民法733fikを改廃しない1'1会ないしいIf;，:昆IIの

行為と凶革賠償立jJ:Jí~q村宏一 =:(1川 11改編『干Joc8 JI'I主主民1¥':'J~判例解，&J

(判例タイムズ社 1997年)112 n以下 中川作 r11I断然II:.JUI川のB42Eと道法

適符J1，，1 606 'J' (2肌国有 )制百以 F 小村節 rj(刊の再婚出II:JUI川町1'rJ!H性j

m儲=11:行部編 jjij掲討 (27)66 ti . 67 n. Jt塚il・1:，r主性のllf紛然11:期間
の合滋刊 」 水野紀子=大村敦志=rl11l1光見制 『家 b~法判例 (ï巡 〔 自17 版)J (イI

当!I~I . 2008 .'1・)12XJ '13n. ~R塚!IW: r j(刊のl年制?とき11:IUllillの{l'PI!tUj占1t

;oil;=，fiJI[=シ、戸編 l抑制a(27)臼 n'65J.布。
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(日9)広山地判、1'1，北20<1'IOJI2111公刊物未抗位。

(¥()())広}.'1;;'::j判 1'1Vi:引<1'5 JI 29 11 公刊物」、m~~。

(¥01) J" ( 1小)決ド成21<1' 10 JI 1 11公)'1物品桁""。

(れ102幻)舷i早'己:山においても 「岐 E早'己1~山!，t. ~単品j刈';1.11 離脱丹11::会告 i彼証九h州Ib主主t媛~t凶品議会J が紡成さ

れて1お昔り 就労 2等，~j . 悼品 );1.1川11 問雌E脱-/j'の日立の支t般霊とアフ タ一ケア を目悶lつている。

(\03訓) 河作幹雄 r l埠品 ); 1問J刊川11僻J非I~附E目除iít 1晶拒例の本 Jt. J 都『市1打ill川l日川lリ姐 lω03古 (2012年)74氏。な

お I，;J r誕);J'IIにかかわる ，1品と公正 i!;社会下的悦点から j綱政樹浜J;:.:'t

?ょう;:: $ 20 同年記念fi1、のJL礎と脱出J~il 'f:部教 11の可能性 J UJllrll:' 201'1 

年)237氏も併せて害H日のこと。

( 10(1)① 凪灯傍受については これをよ り幼虫的 効唱的に活用できるように

するため 傍受の尖施の適 ， 1 を M I~， しつつ (a)通tJ傍受の対説犯罪を拡k

し桜り地的A欺や組織窃盗を合的通iI傍受が必宜 かっ布111な形で犯11，に

おいて前川できるものとすること (b) ørr-~j- ~rの技術的情置を活川する こ と に

より 占企いやJMII津田千続を合県化すること (c)法当性判断のための傍受

のJitょとして すそでのJ岨f，tを-11記録しておき ・11後的にスポ ット傍受の)ii!;

による，e.jl! iJl小限度の純1111の聴取を行う ことも "1能なJI調lみとすることにつ
き 泊日傍受i1 を改 ， 1 すること について Jlf~的な検討を行い また ② 会話

傍受については {イIl!iり時的，;1駄の拠山となっている事務所専 {ロ}対立抗'{，

甲の場介におけるlt);I'1I事務所単);1刊幹部の1士111'i'ioiか9コントロ ルド・

デリパリ が:t;施される場合における配送物の3つの場1mを念頭に位き その

探併も合的た n体(l~J1j:検，I-tを1iうことになっている。

(¥05)太田f-.!EW r析しい地引千法」法セミ 698;)-(2013<ド)12山 13目。な

お この山に|則L 川倒的なI，l.Mを示すものとして 「界祭 検察 肱判を 11'(

幣! IIf悦化& IÎliV~ ，)I &盗聴が肱判を宜える-'!(i非防止に宮容がるが11;の立

，:11のみ可l悦され隠れた 鴨川 の 1'1'J;tは聞の<1'というA姐もJThcmis22巷3U

(2013 <1') 26 ii . 27μ }:~聡 f人陥f~~陥の ，W仰はどこに 現行法巡川町検，f:t

ぬきで;t;胞lu;k事Ji1と1，1'. I:.foi 477日 (201:1<1') 20訂以下 山下平た r .r.~

l山係でない本1'1における r，泊f，iの柑官Jf} 白 r~r椛聴WJが拡よ; 強化に向かう」
イ~U/IIII 21控28;;. (2013 <ド)岨 H 総k制 「物的証拠収品の新たな手段 「通

灯台品傍受!'i;Jをめぐって」法時85巷8~} (20日年)24 TI以下 三品聡=

山ト 事長=川崎県rYIr r析しいII'J'Iいl法制度』を1:11う過日 会話の傍受 (盗聴)J

1，，185畠 13;;. (20日午)3ωW;J.F 川崎英rYIr通13・金品の傍受 (盗聴)J

犯卯とJj'JiI;123;;. (201'1 <ド)159 fJ以 F 商雌1I1紀 ri1沌l審議会の帯il担方法に

( 135 ) 
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岐 I;I.~，~~止;lJFII排除岳例

ついて一通f，t・合品傍受J関東学院法学231.1:1¥ ~}. (2014 11~) 177 fi以下 小

水門絞 rrl1fUj新しい叫盗方法についてJ研修790号 (2014'1') 3>1以下

呼。その他i 刷川 'i!.il:rイタリアの過日 会話傍受の制度概w及び迎111%態に
ついてJ聖子論67畠4日 (2014'1') 2 rr以下も 併せて参聞のこと。
(106)空軍察庁組織犯，I!対策部暴力開対策課企両分析課前掲注(10)17 n。
(107)そのため 仮に犯罪結民が可1)にであったとしても それは残虐化したと提

えるよりも 幼肱化した結果と拠える)iが適切であろう。

(108)近年 暴力111によるものとみられるF作業再興撃等事件が榊j}1I傾向にある。

2013 '1は。 2f'i'JM}j1lの23円の先生があった (符祭Ir組織犯，11対策調l暴力団対

策~~!企 l叫分析，，~ . lÌífl~i l: (10) 11 nl.これらの事件の中には 拳銃が使川さ

れているケースも合まれる。

2011 '1' 12 11 22 11. r保護対策実施要綱の制定について (依命通述)J (符察

庁乙JIIl1e第 11i;' 乙日発車 18号 乙生党第 11~] 乙交尭第 11.~;. 乙l自党第

12 ~J 乙t，'1~/;~~ 11 ¥;.)が先せられ H盟酬に!iiづき身辺容戒n(PO : Protection 
Officer)を予めm返して持政態勢を強化するなどの保護対策を講じている
。It t p:llwww.npa.go.jp/pdc/nolific.ationl回sikihan叩 Iboutai/bou!ai20111222・1
pdf)。

(109)柳ヶ揃商l!iUil!i興組合辿合会 (http://y叩 agase1 23.com/index.h tm!)は

7つの揃日;街振興組合 (柳ヶ揃 IT日商J.li街振興組合抑ヶ瀬21'11而m街撮
興組合 柳ヶ糊3rllillWi街振興組合 11 ノ 11\町市山街振興組合小柳町商J'~I

街振興組合 岐-';1.劇場通lヒ向山ui振興組合 スタープレイス柳ヶ瀬市j" ~I iJT振興

制作)と lつの先脱会(事天jU!1t脱会)で例成されている。

(110) r如781"1wu介入排力対策岐1;1.大会協沼会資料 『不動産からの暴力111排
除jJ. iì;lj~i.1: (32) 21'1μ以下書11:1。

( 136 ) 



〈研究ノート〉

様式第1号 (第2条関係)

W) 

J且 I~ I 資料の J/J /1\ 要求 lt~

岐公妥 ( )第 e勺， 

1F 月 FI 

開

自1.It1;!，県公安委11会 回

岐阜県暴力団排除条例都20条の規定により、次のとおり説明又は資科の拠出を

求めます。

説明又 は資料 の悦 1.1¥を

，)i め る JlI¥ 1I1 

説明 fi科提Il¥}fの佐川JUI限 1¥' )1 日まで

:品川 ;又 は拠出 資料の 内百

{首 考

i¥' 1 口DJiによる説明をJ止める場合は、「倒考J欄にその旨並びに/lI到すべき日

11.，及び場所を記似すること。

2 所定の欄に記純することができないときは、別紙に氾棋の仁、これを添付

すること。

3 ，;;1.l9IXはfi科の1ft111に際してのjJ宣明瓜は、 VHI日のとおりとする。
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岐l;W，~M:力問排除条例

(誕)

，，/lYI J(.は資料の椛11¥に際してのiLO:'liJfi 

l 正当な里1 111 がなくよ見 IYI 又は資料の拠出をlJjんだときは、岐!;J. V，~場 1) 川m

除条例都 22~~ l lJiの脱定により、公11 されることがあります。

2 亙IYI.fiキ H，.t l l \ ，. l~には、あなたの日所及び氏名、，:~IYI . fi科の悦Ill~;J~.I~の帯

~}及び II HJ.びに ，，/l Y1 J(.は舵 11\資料の内科を . t~岐して拠出 してください。

企お、 口町iによるよ~ I Y I を民められた場合は、説 IY I 資料fJ~ 山内町 fJ~ 11¥は必

要ありません。

3 j止/l¥IYI限までに;;J/lYI. ff料提出併の従111がないとき(J二I，fiによるよ見l則的場合

は、 Il¥到すべき!日I11にlli顕しないとき)は、これを叫んだものとして取り扱いま

す。

4 UiiIlによる説明を求められた場合であって、あなたが病気その他のやむを仰な

いJjJ! 1 1i があるときには、.:JI. 1Y I 日時帯主吏 I Ii/l hl~により 、 mliによる~Ji叩!の 1 111" J(. 

は場所の宜!J!を11'L-11iることができます。

5 ;;JI.IVI J(.は資料のmlllに際して、あ企たに代わって ft~l!人を選任できますので、

説191.fi科の拠出要求、'rの1!'i号泣uu付、 ftPI!人の住所並び氏才'，-4f.びにJ!i'!i代JlI!

人に誕'YI又は資制の舵11¥に|則する一切の下続をすることを委任する行をIYJIFした

代理人選任問日nl~を拠出してください。

6 あなた又はあなたの代四人が、仁l1ifiによる説明JUIIIにIIIDfiする場合は、この説

明 資料の拠II¥;;:!，R仰を持参してください。

( ¥38 ) 



〈研究ノート〉

様式第2号 (第2条関係)

説明 n科拠/1¥ llF 
年 n 11 

岐阜県公安委H会開

11' I~i 

!¥; γ1'11 

(法人にあっては M る事務所の)
jリi(I地才I.f>'J;l止ぴ1t衣者の氏名 l

岐!;HI，~暴力団排除条例施行脱UlJ~21住都2lJiの脱泌により、次のとおり促/1¥1..ま

す。

説明資料の拠出盟ボ，If 由主公安( )第 r'J ， 

の需 -~}及び 11 [-J- '1' )j H 

よ見 IY J又は提lli資料のいJl~

制 15' 

住 所定の欄にJl!-4在することができないときは.別紙に記杭の上、これを添付

すること。
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*1 l ;lV，~ ~力1'1 \排除条例

様式第3号(第3条関係)

，:11. IYI \\時 ~~; ~止 q l /1.¥ .， I~ 

!.s JJ JJ 

岐叩 ll，~公安1>11:主防

(J' I~r 

氏名 '¥' 
(法人にあっては、主たる事務所の)
1~f{EJ也、名品、)J.ぴ代表者の氏名

岐1;I.lll皐JJIJI排除条例施行脱1¥11第3#:!~12 J1io)脱定により、次のとおりn顕によ

る，:II.IYI又は場所の変!Jiを'1'L-iIiます。

説明1. rt料の1，'J/J¥ ~ ;}( 1咋の 岐公長( )抗 F'J E 

砕 ~J. 品 ひ' 11 H '1 J1 [J 

11時 <1 JJ FI 日年 う〉

宜!l.!liif 
場所

変!l.!巾Ili'lllJ'i
11 時 {I JJ 11 l昨 分

'A:!li右前哨
場所

生 y.! 111 (J) )11¥ 111 

( 1 '10 ) 



く研究ノート〉

様式第 4号(第3条関係)

説明日時専決定通知 .，If

岐公畳 ( )第"

'1' }j 11 

l基

岐 I ; I. ~I，~公安曇 U 2: [lli 

岐 I ; I.~I，~~品 JJHI排除条例施行脱11リ抗 3 条第 '1 J引の且"己により、次のとおりIIliJ'iによ

る品川の11時且び場所を決定したので通知Lます。

泌 IYI. fi料の拠出!民主}EJFの

1ft ¥]- 1/1.. び日 付

岐公安抗 U 

'1' }j 11 

口説明の1111，¥又は場所の変更決定

11 時 '1 JI 11 11.¥ 分

宜!l.!前
場所

主!1.!、J'J)'i 
日時 .'1・ }j 11 i時 分

立見後
j~rfr 

口JI.IYJの11時又は場所の不変更決定

説明の 11時且ぴ場所

を宜1!: L ない思山

I1司 説吋する口の'1'にレ山を付けること。
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lix l;l~I，~~品1mll排除染例

様式第5号(第4条関係)

勧

様

1I ~ 

" 
1lt s 

岐公吾節 号

<1' )J 1] 

岐!;HI，~公安委11会 図

岐阜県暴力川排除条例第21晶の脱定により、次のとおり勧告します。

a11 {I;の }J;tI且 となる '1'，); 

制 21r の ト人 'f;

IJ 1 iI当な~I! IIIがなく制1J1 1; に従わなかったとき は、岐阜県暴力 1'11排除条例第

22舟都 1JJiO)胤先により、公1<'i'れるこ とがある。

2 所定の I~I に;!1l 4J<することができないときは、別紙に記帳の l二、これを添

付すること。

( 1 '12 ) 



〈研究ノート〉

械式第6号(第7条関係)

(去)

:u:比聴取通知 JF

*1公長第 ~;-

11' }j 11 

I晶

岐t川114公安吾Jl:告 凶

次のとおり意比の聴取を行うので、岐阜MltJJFlI俳除条例施行IJHIII第7条第 1Jl'i

の!JJ.;己によ り通知します。

子 ;;iよされる公衣の

/j;~ 114 と な る 、JI 尖

公 1< の~!拠となる 口蚊阜県1tJJD!排除条例第 22~第 1.則的段

久，唱 例 の qr， 耳1口岐!;I.~I;Ut力 DI排除会例第 22 ~~} I Jji後段

'" 
述 JF の叫iJ¥ 先

'"述，If の !!E 11¥ IPI ~! '1' 11 11まで

l帽 考

il'l U到によ る意見の聴取を行うl咋は、rl輯年JI聞にその行Jtぴに/1¥馴すベ
き日時並び場所をJE松すること。

2 Ifr~じの欄に Jc ~~することができないときは、別紙に記肢の仁 これをi.Ht

ーすること。

3 立比の聴取に際してのiJ意事項は、出n，iのとおりとする。

( 143 ) 
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岐';'~，\lVJ IJ I排除条例

(誕)

意よ4の聴取に際しての甘意'l~JJi

q ，述 JFには、あなたのH 所及び氏名、 意見聴取通知1 1 ~の酢廿且ぴ111・f蛙びに公

1<の JJ;( I刈となる、WJ;その他基:íf~ :tJ~*の内好についての立比を ，lt!~& して拠出してく

ださい。

なお、 IIJiliによる立比の臨Jj!(が行われる場合は、 'JL述内の拠11¥は必製ありませ

ん。

2 :('1.比を述べるときは、証拠資料を提出することができます。

3 拠出則自』までに'JL述件の拠出がないとき (仁HiJ1による立見の聴取の場合は、 III

顕すべきJUlI¥にIIIVJiしないとき)は、これを恨んだものとして取り扱います。

4 IliiI'iによる:a見の聴取が行われる場合にあって盲あなたが掛矢その他やむを
仰ない期山があるときには、意見聴取日時!~;型車 IP ll hl~により、 1 1mによる意見

の聴取の1111.¥又は場所の変型を1/1LUIることができます.

5 'lJ.J，L.の聴取に際して、あなたに代わって代理人を逝lr:できますので.立見聴取

通知llFの帯日並び日付、代理人のjj所且び氏名蛇ぴに、町議代四人に意見

の陳述にl則する一切の手続をすることを蚕IIする行をIVlijミしたjVj!人選任問UH'f

を時/1¥してください。

6 あなた又はあなたのjt~l!人が、口頭による意見の聴取JUJ11にII¥Jiliする場合に

は、この意凡の聴取通知舎を持参してください。

( 144 ) 



〈研究ノー 1.>

械式第7号 (第7条関係)

、". 述

<1' n 11 
岐I;l~l;~公安委u会械

I主，9;

l¥; :Y， 印

(法人にあっては I'tco'附 所の)
所イEJ也、 :Y，#，:jJ.ひ'10，者の氏名

岐阜県暴力日1排除条例施行組州知 7~第 2 J!iの脱返により 次のとおり拠出しま

す。

意見聴取辿坦I_， I ~ 岐公安 ( )第 " 
のlI'i ~;. Jlぴ[1 f.t <1 JJ 11 

公衣の似I且となる下wλ
その他 λí $TJ ~袋町内容

に つ い ての B 凡

{輯 45 

住 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記械の l、これを添付す

ることe
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岐叩 ~I，~誕力問排除条例

様式第8号 (第8条関係)

E 見聴取 11 11年~;~; 変則巾 1 1 \ ~!~ 

<1 )J 11 

岐阜県公安委II会側

11' i軒

氏才I 向l

(世人にあっては主たる3附貯の)I 
N( .(I'J血、 :r1 #J:&ぴ代去-I'iの!~~ドl

岐阜県暴力日l俳除条例施行脱111同}S 品自~21Jiの脱定により、次のとおりIlvJiによ

るな見の聴取の日時又は場所の変!l!を'11l JIIます。

意見聡 Jr，曲知川の 岐公畳 ( )お n 'J 

f性 7[ 1立 ぴ 11 H <1 )J 1:1 

1111年 <1 )J 日 情F 5; 

変!l!J而

j島'"
変更'111Ji'11羽

11時 '1' ) 1 1'1 11.) う〉

変出品守{

j品m"

~克 111 のJ11¥ 111 

( 1 '16 ) 



〈研究ノート〉

機式第9号 (第B条関係)

E 見聴取日時事決定辿白I，If 

岐公{，;( )筋 " 
{I JJ 11 

隙

岐1;1，~I，~公安曇n会 園

岐 I;I， ~I，~排1J 1./I排除条例脳行組U!J第 8 5長前 4 瓜のJJ!定により‘次のとおり Illilíによ

る立はの聴取の IIII.~且ぴ場所を決定したので辿知します。

E 比聴取通知，r~ の 岐公畳 ( )第 " 
JI'， " 』え ぴ 11 f.t "1 JJ 11 

口意見の聴取の II II.~又は場所の変更決定

日時 "1 ) J 11 11.， " 宜史的
場所

~ !Ji 'It JJ{ 
11時 "1 ) J 11 II.~ 分

宜 日i1:圭
場所

口意見の聴取の日時)(.1立場所の耳、変1!:決定

在比の聴取の1111.，且ひ場所を

宜!とLないPI!11i

il 議吋す る口町OJ'にレ山を付けること。
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岐 1;~~I， ~.}t JJ I司排除条例

械式第 10号 (第9条関係)

代 J]~ 人 選 任 JJl lli 

.11・ !I 11 

岐叩 ll，~公安委J1会様

fi' I肝

氏名 1'/1 

(法人にあっては j たる'1柳川)
所干EJ血、名羽:及び!t占貯の氏名

在、は、岐1;1.~I，~~t.力1'11111 除条例胞行規則第 9*~， 1lJ'iの説先により、改の.r.を

ItJ明人として退任し、説明J'iL-くは資料のJJW¥又はJY.l!の陳述に|閉す る一切の

行みを唱ることを委任Lます。

.. st I町 rt科の拠出要求 }F
又は :(fl<聴取通知，'F

岐公益 ( )第 ~J' 

の j昨日及び nf.t 
sro JJ 11 

!t PII 人 の 11 I肝

代 里担 人 の "1: 才『

'í ・ I~ 抗との l山部

il 不安の文'1'は、繍線でmすこと。

( 148 ) 



〈研究ノート〉

様式第 11号 (第9条関係)

ft 里11 人 rt 十品質失 lJi /!¥ llf 

"1 n 11 
岐早 v;~公安委n会悌

fI 所

氏名 向1

(世人にあっては五たr附所の)
所在地、名制比ひ'代占者の氏名

荘、の代理人は、そのft怖を失ったので.舷早児暴力l刊排除晶i珂施行規則第9条第

4J)'iのJJJ.;;江によりhl:け11¥ます。

:JI. IVJ . ft科の舵/1¥耳;R.IF
*Ji公畳 ( )第 " 

又は IE見聴取通知 JF

の昨日且ぴ 11 H 
'/ JJ u 

ft JlH 人 の ft }苛

ft 里t 人 。コ J:(; r， 

注不聾の文字は、揃線でil'jすこと。
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